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3）橋梁補修補強工事積算の手引き�
　（別冊新刊）�

　なお今回、橋梁の補修・補強工事の積算に際し、その適用範囲や積算手順をわかりやすく解�
説した「橋梁補修補強工事積算の手引き　平成19年度版」を別冊（セット）で新刊致しました。�
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クライミングクレーン Planning 百科
－改訂版－

機械部会建築生産機械技術委員会定置式クレーン分科会（三

浦　拓分科会長）では，このたび 5 年 6 ヶ月間の編集作業を

終え「クライミングクレーン Planning 百科改訂版」を刊行し

ました。

平成 7 年に初版本の刊行以来，この間におけるビル建築の

高層大型化，新工法・新技術の開発および関連規格の改正等に

併せて内容の改訂・補充を行いました。

建築・土木工事計画担当者，工事担当者および作業実施担当

者にとって，短期間にクライミングクレーンの要点を習得する

のに最適な書物であります。

■内容

（1）クレーンの基礎知識，機種選定，設置計画から実施工までの流れに沿った構成に改訂

（2）対象とした中心機械を 200 tm級から現在の主力機である 400 tm級の内容に改訂

（3）平成 8 年から適用の新しいクレーン構造規格の内容に併せた関連規格の改訂および最近の航空法

の内容に併せた改訂

（4）特殊条件下での使用を追加掲載

・電波伝搬障害への対応

・鉄道周辺地域

・空港周辺地域

（5）各機種の仕様一覧は最近の新しい機種を追加掲載およびクライミングクレーン図面集に新機種を

掲載

・クライミングクレーン仕様一覧表

・ジブクレーン仕様一覧表

・ワイヤロープ種類および基本長一覧表

■A4判，本編 130 頁，参考資料 59 頁

■平成 18 年 12 月発刊

■定　価

会　員： 2,300 円（本体 2,191 円）送料 400 円

非会員： 2,600 円（本体 2,477 円）送料 400 円

※官公庁（学校関係を含む）は会員価格です。

■本図書は協会本部のみで販売しております。
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◇表紙写真説明◇

既存建築物の外付け耐震補強技術の一つとして，土木分野におけ
る PC斜張橋のイメージに着目し，新しく開発された斜め PC鋼材

を用いたパラレル構法が適用された学校施設「聖学院小学校校舎」。
補強後の景観にも優れ，径の細い PC鋼材を用いることで，室内

からの眺望や通風・採光などの室内環境を確保している。補強工事
に伴う振動・騒音や粉塵等を低減し，工期も短縮している。
また，耐震補強フレームを積極的に利用し，クリスマスにイルミ
ネーションを実施するなど，耐震補強のイメージを効果的に活用す
る発想は新しい試みである。

聖学院小学校校舎のパラレル構法による耐震補強

写真提供：聖学院小学校，鹿島建設㈱

2007年（平成 19年）10月号 PR目次
【ア】
朝日音響㈱……………………………表紙 2

【カ】
カヤバシステムマシナリー㈱ ……後付 12
コスモ石油ルブリカンツ㈱…………後付 6
コベルコ建機㈱………………………後付 2

【サ】
新キャタピラー三菱㈱………………後付 3

【タ】
大和機工㈱……………………………表紙 3
㈱鶴見製作所 ………………………後付 11
デンヨー㈱……………………………後付 9

【ハ】
範多機械㈱……………………………後付 8
日立建機㈱……………………………表紙 4

【マ】
マルマテクニカ㈱……………………後付 5
三笠産業㈱……………………………後付 7
㈱三井三池製作所……………………表紙 3

三菱マテリアル㈱……………………後付 4
【ヤ】
吉永機械㈱ …………………………後付 10

【ラ】
㈱流機エンジニアリング……………後付 1



ss協会活動のお知らせtt

平成 19年度秋期理事会の開催

下記の通り平成 19 年度秋期理事会

を開催致します。

日　時：平成 19 年 10 月 26 日（金）

10 ： 45 ～ 12 ： 00（予定）

場　所：「虎ノ門パストラル」

新館 6階　ロゼ

詳細問合わせ先：

6日本建設機械化協会　総務部　

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

議　題：平成 19 年度上期事業報告・

経理概況報告　その他未定

その他：理事会終了後，「虎ノ門パス

トラル」新館 6階　アジュー

ルにおいて懇親会を開催致し

ます。

第 1回　日本建設機械化協会　研究開発助成制度

下記の通り，建設機械及び建設施工

技術に係る研究開発・調査研究を募集

します。

公募期間：平成 19 年 9 月 5 日（水）

から 11 月 5 日（月）

助成期間：助成決定通知の翌日から

平成 21 年 3 月 31 日（火）

助成対象：

建設事業の機械化を推進し，もっ

て国土開発と経済発展に寄与すると

考えられる建設機械及び建設施工技

術に係る研究開発・調査研究であっ

て，以下の用件のいづれかに該当す

る新規性，必要性又は発展性の高い

応募方法：当協会ホームページから実

施要綱等をダウンロード

し，所定の申請書に必要事

項を記入，書類とその電子

データを当協会に郵送によ

り提出するものとします。

詳細問合わせ先：

6日本建設機械化協会

研究開発助成事務局

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

http://www.jcmanet.or.jp

ものを助成の対象とします。

①建設機械と建設施工の合理化

②建設機械と建設施工の環境保全

③防災・安全対策・災害対応

④建設施工の品質確保

助成対象者：

①大学，高等専門学校及びこれらの

附属機関に属する研究者及び研究

グループ

②法人格を有する民間企業等の研究

者及び研究グループ　

助成内容：助成の額は 1 件につき 200

万円以内とし，研究着手時

に全額を交付します。

平成 19年度版　建設機械等損料表　購入のおすすめ
―機械経費積算に必携―

■国土交通省制定「建設機械等損料算

定表」に準拠

■わかりやすい損料積算例と損料表の

構成を解説

■機械経費・機械損料に関係する通達

類を掲載

■各機種の燃料消費量を掲載

詳細問合わせ先：

6日本建設機械化協会　業務部　

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

■各種建設機械の構造・特徴を図・写

真で掲載

発刊：平成 19 年 4 月 19 日

体裁： B5 判　約 600 頁

価格：（送料別途）

一般　7,700 円（本体 7,334 円）

会員　6,600 円（本体 6,286 円）

橋梁架設工事の積算　平成 19年度版　購入のおすすめ
―橋梁架設工事及び設計積算業務の必携書―

■主な改訂内容

1）鋼橋編

・架設桁設備質量算定式の改訂

・施工歩掛の新規及び一部追加掲載

（沓据付工（ゴム沓据付工），歩道

橋（側道橋）架設工）

・施工歩掛の改正（鋼橋架設工足場工）

・その他（送出し，降下の数量名称簡

素化，工種内容の説明補足，床版足

場工簡素化）

2）PC橋編

体裁： B5 判　本編約 1,100 頁

別冊約 110 頁　セット

価格：（送料別途）

一般　8,400 円（本体 8,000 円）

会員　7,140 円（本体 6,800 円）

詳細問合わせ先：

6日本建設機械化協会　業務部　

TEL： 03-3433-1501

FAX： 03-3432-0289

e-mail ： info@jcmanet.or.jp

http://www.jcmanet.or.jp

・機能分離支承の設置歩掛

・外ケーブルによる既設構造物の補強

工

・プレキャストセグメント組立工 7分

割の歩掛

・その他（張出架設柱頭部足場工の追

記，地覆高欄作業車設備の組立解体

歩掛，架設桁アンカー数の変更等）

3）橋梁補修補強工事積算の手引き

（別冊新刊）

発刊：平成 19 年 5 月 24 日



伴う劣化に起因する性能変化によって，安全性の低下
は生じうる。しかも，構造物の経時的な性能変化につ
いては，まだまだ研究しなければならない未知な点も
多いのが現実である。
この未知の部分を補うものが点検であり，点検に基

づく劣化予測および対策の策定である。構造物はその
破壊に至る前に何らかの警告を点検者，管理者に与え
る。特にコンクリート構造物にあっては，コンクリー
トのひび割れというきわめてわかりやすい警告を，破
壊に至るよりはるか前に与えてくれる。したがって，
このような前兆を的確に捉える点検に基づく適切なメ
ンテナンスとマネジメント，つまり維持管理がなされ
ていれば，今回のような問題は生じないはずである。
土木構造物は，維持管理に適切な人材と予算を必要

とする。そのためには，技術者が要求すべき予算を責
任を持って提案できるシステムが必要なのではない
か？現在『品確法』に関連して，いかに品質を確保す
るかの議論が盛んである。品質を確保するためには，
最終的な発注書に優れた責任技術者のサインが必要と
される，そのような仕組みが必要なのではないだろう
か｡その結果として維持管理が適切な人材を有する健
全なマーケットを形成して，はじめて，責任ある維持
管理が可能となる｡第二の永大橋を生じさせてはなら
ないのである。
1950 年代が象徴的なように，かつて土木構造物は

新しく作り出すことが中心であった。しかし，いくら
的確に設計されたものであっても，年とともに劣化は
進み，それにもかかわらず土木構造物がその一生を適
切に過ごすように使いこなすことが要求される。しか
も，新設構造物の設計･施工とは異なり，今目の前に
ある構造物群に対して，ライフサイクルコスト等を踏
まえて，すぐさま何らかの結論を下さなければならな
いという厳しさを有している｡
今，熟年構造物が急増しつつある。生まれる時ばか

りではなく，構造物の一生のシナリオをデザインし，
構造物が，社会が“丈夫で美しく長持ちする”よう，
維持管理し延命化させなければならない時なのであ
る。

――みやがわ　とよあき　京都大学大学院工学研究科教授――

米中西部ミネソタ州ミネアポリスで，ミシシッピ川
に架かる高速道路の橋が崩落した。ちょうど夕方のラ
ッシュアワー時で多数の車が走行していたため，死者
を含めて被害者は数多くに上り，その崩落時の衝撃的
な映像がテレビで何度も流された｡日本での供用中の
落橋は，文化四年の永代橋の崩落が有名である。南町
奉行組同心の渡辺小佐衛門が，落橋した箇所に群衆が
さらに押しかけてくることを刀を振るってくい止め
た，と伝えられている｡
橋を代表とする社会基盤構造物は，安全に使えてあ

たりまえで，まるで水か空気のように思われているこ
とが多い。一般市民にとっては，長大橋ではない日常
生活で用いられる橋などは，その存在感は蜃気楼同然
であるのかもしれない｡このような事故があってはじ
めてその重要性が一般市民に実感されることも多い。
マスコミでの今回の事故のとりあげ方は，このことを
象徴しているように思う｡事故の痛ましさは，社会基
盤構造物の重要性，さらにはそれを維持管理すること
の重要性を再認識させたと言って良い。
『史記』の天官書の中に，「蜃が吐き出す吐息によ

って楼が形づくられる」とあり，これが蜃気楼の語源
になったと言う話がある。蜃とは砂中に潜む巨大なハ
マグリ様のもののことらしい。本来は丈夫で美しく長
持ちするはずの橋が，目に見えぬところでひそかに劣
化し，突然落橋する，蜃気楼のように虚しいものであ
ってはならないのである。
維持管理における評価・判定，補修・補強は，新設

構造物における設計・施工より込み入った知恵が要求
される部分が多く，幅広く深い情報が要求される。し
たがって，経験工学の側面を色濃く有している。とこ
ろが，所謂 2007 年問題からすると，経験を積んだ団
塊世代の技術者が大量に退職してゆく現実がある。し
かも，点検，補修を代表とする維持管理は，会計年度
末期に余った予算で対応される事が多く，費用的には
適切な対価とはなっていなかった場合も多い。維持管
理は，人材，予算の両面から厳しい問題に直面してい
る｡
供用当初は設計時に考慮された供用条件に基づく十

分な安全率を持っていた構造物であっても，当初想定
されてはいなかったような供用条件の変化や，経年に

建設の施工企画　’07. 10 3

蜃気楼，シナリオと維持管理

宮　川　豊　章
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巻頭言



1．はじめに

近年わが国では，地球環境問題の深刻化，経済や福

祉・雇用の先行き不安など，様々な課題や危機に直面

しており，右上がりの経済成長を前提とした経済社会

システムが限界を迎える中，限られた人的・財政的資

源の下で行政の生産性（効率性・有効性）の一層の向

上を図り，住民満足度を高められる行政への転換が求

められている。

そこで静岡県では，ますます高度化・多様化する住

民ニーズに的確に対応し，一層効率的・効果的な行政

運営を行うため，「新公共経営（NPM）」の発想を取

り入れた新しい静岡県型行政経営（目的指向型行政運

営システム，図― 1）を導入している。総合計画「魅

力ある“しずおか”2010 年戦略プラン」（後期 5年計

画）において具体的な数値目標を設定し，県民くらし

満足度日本一の実現に向けた取り組みを進めている。

今回は，NPM のための有効ツールとなり，「行政

の生産性の向上」を具現化する，建設部におけるアセ

ットマネジメント「公共施設の有効利用と効率的運営」

に向けた取り組みを紹介する。

2．土木施設管理の現状と課題

北は富士山や南アルプスなど 3000 m 級の山岳地帯

から南は水深 2500 m の駿河湾に至る急峻な地形を持

ち，東西方向には日本の大動脈が走る本県では，これ

まで道路，河川，砂防や港湾など，多岐にわたる公共

土木施設の整備に積極的に取り組んできた。その結果，

いまだ十分とはいえないものの多くの公共土木施設が

整備され，社会経済活動や県民生活も向上してきた。

その一方で，時間経過により，これまで整備してき

た施設の老朽化が進行している。図― 2は，静岡県

建設部道路局が所管する橋梁の供用開始年次別のグラ

フであるが，その約半数が高度経済成長期に作られた

ものであり，近い将来，維持管理負担や更新需要が増

大するのは必至である。

しかしながら，これまでの施設管理は対症療法的な

傾向が強く，将来的にいつ，どのような対策や費用が

必要になるのか，現在の施設の状況が必ずしも把握さ
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静岡県では，これまでに多くの公共土木施設を建設し管理しているが，その多くが高度経済成長期に整
備され，近い将来，施設の大量更新時代の到来を迎えることが懸念されている。一方で，これらにかかる
維持管理費用の増大も大きな課題である。
本報告では，これらの課題に対し，限られた予算条件の下で長寿命化を含めた最適な維持管理を目指し，
静岡県がこれまでに実施してきたアセットマネジメントの考え方を取り入れた取り組みを紹介するもので
ある。
キーワード：アセットマネジメント，土木施設管理，長寿命化，舗装，管理計画

静岡県における土木施設長寿命化の推進の取り組み
～効果的・効率的な社会資本の維持管理～

静岡県建設部管理局企画監（企画・広報担当）

特集＞＞＞ 維持管理・延命

図― 1 目的指向型行政運営システム



れていなかった。

図― 3は建設部が所管する橋梁，舗装等の代表的

な施設における財務的な将来予測を行った結果であ

る。あくまでも目安であるが，旧土木部 a）関連予算が

現状並みの水準で推移し，現状の維持管理体制を維持

したと仮定すると，今から 20 数年後にかけて維持更

新費が予算全体の半分近くにまで達するという試算で

ある。

来るべき公共土木施設の大更新時代に向けて，今か

ら施設の維持管理，また財務的な運営に対して，何ら

かの対策を講じなくてはならない時期に来ている。

長寿命化計画では，予防保全など計画的な管理によ

り早めに補修することで，トータルコストを下げると

ともに，予算の平準化による効果的・効率的な維持管

理を実現するものである。

3．効果的・効率的な資産管理に向けて
～アセットマネジメントの導入～

本県では，前述の問題に対処するため，公共土木施

設のより進んだ維持管理手法の導入検討を目的に，施

設を管理する関係室で構成されるワーキング会議を平

成 14 年度に立ち上げた。ここでは，先進事例の調査

や土木部（当時）の施設維持管理の実態等について担

当者レベルで議論し，効果的・効率的な対応策として，

当時としてはまだ馴染みの薄かったアセットマネジメ

ントという行政手法に注目した。

「アセットマネジメント（＝資産運営）」とは，資

産を効率よく管理・運営するという意味で，金融など

の分野で用いられてきた言葉であるが，ここでいうア

セットマネジメントはその考え方を公共施設にあては

めたもので，①資産として施設を的確に把握し，②供

用期間（寿命）の中で管理目標の設定→実施→評価→

改善というサイクルを着実に繰り返しながら，③限ら

れた財源の中で合理的・効率的な維持管理・運営を進

める行政手法である。

平成 15 年度にはアセットマネジメントの導入検討

のための組織「土木施設長寿命化計画検討委員会（委

員長：檜貝 勇 山梨大学教授）を立ち上げ，学識経験

者の助言を受けながら，導入に向けた本格的な議論を

開始した。

委員会では，施設管理運営の実態と課題を洗い出す

ために，土木部（当時）の所管する施設の財務的，工

学的状況調査を実施すると同時に，導入しようとする

アセットマネジメントに関する国内外の最新動向調査

を行い，そのノウハウを収集した。

更に，舗装・橋梁を含めた一定道路区間でのケース

スタディーによりマネジメント効果の検証を行い，マ

ネジメントの骨格及び基本的なルール構築を行った

（図― 4）。

そして，工種単位での効果的・効率的な維持管理・

運営を行うための具体的なマネジメント方法を定めた

ガイドラインの作成（土木施設長寿命化計画）をひと
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図― 2 静岡県管理橋梁の完成年次の分布

図― 3 維持更新費用の将来予測

図― 4 委員会における検討スキーム



つの大きな目標とする「土木施設長寿命化行動方針

（案）」（以下，「行動方針」）を平成 15 年度末に取りま

とめた。なお，行動方針が「案」扱いとなっているの

は，アセットマネジメントは新たな取り組みであり，

策定後に得られた知見を反映し一層の熟成を図るため

である。

4．土木施設長寿命化行動方針（案）

（1）行動方針の構成

行動方針においては，ガイドラインの作成やマネジ

メントの周辺環境構築等の関係を，まず図― 5のよ

うに整理し，それぞれの役割を明確に区別した。

行動方針は，「本編」と「実践編」から構成されて

いる。「本編」では，全ての土木施設レベル（道路，

港湾構造物などの大きな分類）から工種レベル（橋梁

やその部位事業などの小さな分類）までに連動したマ

ネジメント全体の骨格や，実現に向けた共通の視点と

して守るべき基本ルール等を示し，「実践編」ではア

セットマネジメントにおける非常に重要な部分である

ガイドラインを作成する際の手引きとなるよう，具体

的に検討・設定すべき事項について記述している。

（2）マネジメントの全体骨格

全ての業務に政策実現に向けた目標を設定するもの

とし，業務を実施することによる成果（アウトカム）

に基づいたマネジメントを行うこととする。政策実現

に向けた目標設定は細かい「施設～事業」と大きい

「建設部全体（施設間）」の 2つの段階で設定する。

施設～事業のマネジメントでは，施設（例えば道路

など）～事業（例えば床版など）の中長期管理計画を

策定し事業展開するもので，アセットマネジメントの

導入はまずこの段階からになるが，これは全体の骨格

の一部に過ぎない。

全体のマネジメントは，県の政策を実現するための

手段として維持管理・運営分野で実施可能な施策・方

法を検討し，施設に共通した全体の目標を設定するも
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図― 5 行動方針の位置付け

図― 6 マネジメントのプロセス



ので，工種単位のマネジメントで策定された個別箇所

単位の中長期管理計画を統合，全体を把握して総合的

な評価を実施する。

また，図― 6に示したマネジメントにおけるプロ

セスでは，意思決定を客観的なものとするために「評

価」が重要な項目となる。評価には大きく「状態の評

価」，「経済性の評価」，「総合的な評価」，「事後評価」

が考えられる。特に状態の評価については，施設，工

種に応じた評価があり，その指標がまちまちになるこ

とも考えられる。行動方針では，施設・工種間の横断

的な関連付けを含めて，社会資本としての共通の基本

性能（安全性，使用性，環境調和性）から階層的に分

類していくことができると考えている。

（3）施設～事業のマネジメント

マネジメントを細分化していくと，例えば道路を施

設，道路の一部である橋梁を工種，橋げたがその橋梁

の一部位であるととらえられる。この 3つの階層でそ

れぞれのマネジメントが動き，相互に連動することで

効率化，合理化を図ることができる。

この工種レベルでのアセットマネジメント導入が今

回の導入目的であるが，この段階でのマネジメント体

系の構築の際に，次で紹介する全体でのマネジメント

を意識した工種ごとの維持管理目標，状態把握・評価

などの要素項目基準を定めることにより，将来的には

建設部全体での大きな「全体のマネジメント」サイク

ルを回すことが可能になる。

5．ガイドラインの作成・運営

具体的なマネジメント実施の第一歩として，管理施

設・工種の施設的特性，財務実態を検証し，効果の早

期発現のためガイドライン化工種の優先順位検討を実

施した。

平成 16 年度からは「舗装」，「橋梁」のガイドライ

ン作成に着手し，追って「トンネル」「水門・陸閘」

「係留施設」「斜面施設」「ダム」のガイドラインを平

成 18 年度までに作成した。今年度はこれに基づき点

検・データ収集等に着手するほか，「下水道管路」の

ガイドライン作成に着手する。

6．PDCAサイクルによる流れ

今回作成したガイドラインでは，点検・将来劣化予

測によるライフサイクルコスト（LCC）を踏まえた最

適な補修方法，時期を検討し，補修の優先順位や予算

規模，短期計画を盛り込んだ中長期維持管理計画を作

成 → 補修の実施 → 現状分析・評価・ 改善 →中長期

維持管理計画 → ･･･ という PDCAサイクルにより，

現状分析と改善を踏まえ常にバランスのとれた土木施

設全体の資産管理の精度を高めていくことを目指して

いる。

具体的には，このサイクルを基本として，それぞれ

の施設の特性に応じて，「従来型」，「事後保全型」，

「予防保全型」に区分し，効果的・効率的な維持管理

を目指すものである（図― 7）。

7．舗装における中長期維持管理計画検討

前述の各工種のうち，ここではガイドラインの作成

が先行している舗装について紹介する。

舗装ではガイドラインの作成のほか，様々な条件で

のシミュレーションが可能な「舗装ガイドライン支援

システム」を作成した。このシステムにより道路管理

者費用と道路利用者費用の和であるトータルコストが

最小となる補修のタイミング〔補修方法と路面性状

（MCI）との関係〕をシミュレーションした結果，現

在の年間舗装補修費の 3倍近い予算が必要であること

もわかった（図― 8）。

このことから，条件設定を変更し，道路管理者費用

が最小となる条件のもとシミュレーションを実施した

が，それでも現状の約 2.4 倍の予算が必要との結果と

なった。今後は，路面性状の評価方法の見直しや道路

の特性（交通量など）により管理水準を変えたりする

ことを検討していく予定である。

今年度は舗装ガイドラインによる維持管理手法の試

験的導入と，実績の少ない表面処理工の有効性・劣化

予測式の検証を行う。

具体的には，モデル土木事務所において，舗装ガイ

ドライン支援システムによりリストアップされた当初

補修選定箇所候補の優先順位に基づき現地調査を行

い，補修箇所を決定，補修を実施することで，有効性

の検証や必要な見直しを進める。
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図― 7 PDCAサイクルフロー



また，舗装ガイドラインを取り入れた予防的維持に

用いる複数の表面処理工法の試験施工を行い，施工性

や有効性の検証を行うとともに，路面性状の追跡調査

を行い，施工時期の検討やガイドラインで使用してい

る劣化予測式の検証を行う予定である。

8．おわりに

静岡県では県民くらし満足度日本一の実現を目指

し，目的指向型行政運営システムを更に徹底すること

をねらいに，今年 4月に施策実施部門を目的別に大括

り化する大規模な組織再編があった。旧土木分野（道

路，河川・砂防，港湾）と都市，農地，森林という，

基盤整備部門が統合されて発足した「建設部」では，

これからの公共事業を「県民のくらし満足度を支える

仕事」と規定し，『いっしょに，未来の地域づくり。

New Public Engineering for SHIZUOKAb）』を基本理

念に社会資本整備を進めている。

先進的な技術分野であること，施設データの蓄積の

不足などといったハードルもあるが，社会資本整備の

財源が抑制される中で維持管理費用の確保に苦労して

いる今だからこそ，できることから速やかに取り組み，

その上で取組内容を継続的に改善・工夫していくこと

により，土木施設の長寿命化を推進し，効果的・効率

的な，社会資本の維持管理を実施していきたい。

a）静岡県では本年 4月に組織改正があり，旧土木部と都市住宅部のうち
都市部門，農業森林部のうち農地部門，環境森林部のうち森林部門が
統合され，「建設部」が発足した。図― 3における過去の実績と将来
予測は，2006 年度までは土木部，2007 年度以降は建設部のうち旧土
木部所管分に関するものである。

b）「New Public Engineering」（NPE）とは，静岡県が取り組んでいる
新公共経営（NPM）の発想を公共事業に取り入れた新しい考え方で
ある。

文責：静岡県建設部管理局企画監（企画・広報担当）

付主査　平田喜則

J C M A
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図― 8 舗装シミュレーションの例



1．はじめに

今日の都市基盤の殆どにはコンクリートが使用され

ている。即ち，現在の都市基盤整備にはコンクリート

はなくてはならないものになっているということが言

えよう。しかし，1999 年 6 月には山陽新幹線の福岡

トンネルでのライニングコンクリートの剥落事故が発

生し，北九州トンネル（1999 年 10 月）および室蘭本

線の礼文浜トンネル（1999 年 11 月）でも同様な事故

が報道された。また，多くのコンクリート道路橋，新

幹線の高架橋からのコンクリート剥落や，アルカリ骨

材反応による橋脚上部の鉄筋破断（2004 年）などが

マスコミで報道され，にわかにコンクリート構造物の

劣化について多くの人々の関心を引くようになった。

一方，この 10 年を見ると，昨年の台風 23 号に代表

される多くの台風による水害，地盤崩壊，阪神淡路大

震災や新潟中越地震に代表される多くの地震，海外で

はあったもののスマトラ沖地震による津波の被害，韓

国で発生した地下鉄での火災，ニューヨークで発生し

たテロリズムによる災害など都市基盤の安全性を損な

う可能性を秘めている多くの災害がある。これらの災

害は構造物の劣化が進行すればするほどより大きなも

のになる可能性がある。しかし，我が国では経済の発

展が遅々として進んでおらず，新規構造物の建設は多

くを望むことはできないのが現状である。

以上のことを踏まえると，1970 年代から 1990 年代

に建設された大半の構造物がたとえ老齢化してもこれ

らをうまく活用することが重要になっている。このた

めには，既存構造物の安全性を検討し，必要に応じて

補修・補強を施しつつ 100 年，200 年と利用できるよ

うな計画と実施が急務である。以上のような我が国の

現状を踏まえ，本文ではコンクリート構造物の安全性

確保のためにどのような技術が重要となるかについて

説明する。

2．維持管理時代の到来

既に戦後 50 年以上を経過しているが，この間に建

設されたコンクリート構造物は膨大である。現在まで

約 90 億 m3 のコンクリートが使用されているが，例

えば橋梁の場合を例にとると今までに建設された橋梁

数は 14 万橋であり，これから建設後 20 年，50 年経

過する橋梁数の予測は図― 1に示す通りとなる。一
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コンクリート構造物の維持管理と構造物の安全性

魚　本　健　人

特集＞＞＞ 維持管理・延命

1970 年代から 1990 年代に建設された大半のコンクリート構造物がたとえ老齢化してもこれらをうまく
活用することが重要になっている。このためには，既存構造物の安全性を検討し，必要に応じて補修・補
強を施しつつ 100 年，200 年と利用できるような計画と実施が急務である。維持管理が適切に行われない
と，剥落事故や口座オフ職による構造物の安全性が確保されなくなる。以上のような我国の現状を踏まえ，
本文はコンクリート構造物の安全性確保のためにどのような技術が重要となるか，また最近の新しい非破
壊検査について解説したものである。
キーワード：コンクリート構造物，維持管理，非破壊検査

図― 1 我国の新規建設された橋梁数と 50 年経過した橋梁数および補修予
定橋梁数の予測



方，図― 2に示すように建設後の経過年数とともに

補修しなければならない構造物は増大し，50 年経過

後ではその約半数が補修されている。これらの図から

明らかなように，2000 年以降 50 年経過する橋梁数は

急激に増大するため，補修･補強する必要のあるコン

クリート構造物は急激に増大するものと予想される。

これらの図から予想されるように，これからの補

修･補強を要する構造物の量は半端でなく，これから

2040 年までに補修される構造物は今まで建設されて

きた構造物の約半数に近いものになると考えられる。

なお，若年層の人口が急激に減少しており，21 世紀

末には日本の人口が現在の半分の 6000 万人程度にな

る可能性も指摘されており，当然，建設技術者数も大

幅に減少すると考えられる。このため，維持管理業務

に関する技術者 1人当たりの仕事量は増大すると予想

される。

3．維持管理の問題点

近代において，我が国のように数十年という短期間

で著しい経済発展，建設投資が行われた国は存在せず，

既設構造物の維持管理を行う上で新たな問題を生じさ

せている。問題点としては種々あるが技術的に重要な

ものは以下の 3つであると考えられる。

①高度成長時代に建設された多くのコンクリート構造

物は技術的にもまだ発展途中であった時代に大量に

建設されたため，それまではあまり問題とされなか

った「塩害」，「アルカリ骨材反応」，「硫酸塩劣化」

などの各種劣化に対する対策が常に後手になったこ

とである。このため，海砂の問題のようにかなり多

量の塩化物がコンクリート中に混入された構造物

や，大量の反応性骨材および高アルカリセメントが

使用された構造物などが多数存在し，その一部は安

全性を脅かすような著しい劣化が生じている。この

ような構造物の場合，補修・補強を行わなければな

らないが，新幹線の高架橋のように現在使用中の重

要構造物では，撤去して新たに建設することは困難

で，使用中に少しずつ補修･補強しなければならな

いことは大変である。

②耐震技術に象徴されるように，時代とともに研究が

進み，示方書などにおいて構造物の安全性や環境へ

の配慮の方法が変更されてきた。このため建設時に

は正しいとされてきた構造物が，現在では不適切

（既存不適格）な構造物と見なされ，現状の規準に

適合させるためには大量の各種構造物の補強・改修

が必要になったことである。これは，阪神大震災時

に多くの古い構造物が崩壊したことを踏まえて，特

定の年代以前に建設された構造物が，これと同様な

地震が発生した場合に崩壊することが予想されるか

らである。外部から簡単に対処できる場合は良いが，

そうでない場合には既存構造物を使用しながら適切

に補強することには種々の困難がともなうことに留

意する必要がある。

③短期間で大量の構造物を維持管理することが要求さ

れるため，特定の構造物を種々ある方法のうち「ど

の方法で補修･補強することが適切であるか」の評

価が判定される前に多くの構造物を補修･補強しな

ければならないことになることである。欧州の石造

構造物のように長い年月をかけて，経験的にもどの

方法が良いかが明らかになってから対処してきた

が，我が国の場合にはその評価が定まる前に対処し

なければならず，同じ失敗を何度も繰り返す可能性

を秘めている。学会等においても実験・解析等を実

施し，早急に再劣化のメカニズムを解明し，提言を

行うことが必要とされている。

これらの問題について概略の説明を以下に示す。

4．既存構造物の性能評価手法の開発

（1）重要な構造物の安全性の確保

既存構造物の場合，建設後長い年月が経過している

場合には，その構造物の設計図書や施工記録などが残

っておらず入手できないことが多い。このため，構造

物の内部に関しては非破壊検査などを行うことでその

構造がどのようになっているかを明らかにすることに

なる。しかし，実際の構造物の場合には断面寸法が大

きく，内部の詳細までを計測することは困難である。

このため，構造物の安全性や使用性などを照査するこ

とができないことになる。

そこで，構造物の安全性や使用性を照査するために
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図― 2 補修済みのコンクリート構造物（土木）割合（耐久性研究委員会）



は，対称構造物の建設時に使用されていた各種の基準

を使用して，「復元設計」を行う手法が考えられる。

必ずしもいつも正しい復元設計が行えるとはいえない

が，少なくとも戦後の構造物であればかなり正確に復

元設計することができる。また，その復元設計が正し

いか否かは非破壊検査により鉄筋量等を確認すること

で判定できる。このような手法を用いることで既存構

造物の 80 ％程度は安全性や使用性を照査することが

可能となる。構造物の数が多いためどの程度の期間か

かるかは不明であるが，少なくとも首都機能を担って

いるような重要構造物について設計図書も含めた台帳

を完備させることが急務である。なお，図― 3に示

したコンクリートの許容せん断応力度（土木学会：コ

ンクリート標準示方書）の変遷を見ると明らかなよう

に，実構造物は設計・施工された時代によって鉄筋量

も大幅に変化している。結果的に，最新の基準で評価

をすると，既存構造物は構造形式，設計時期などによ

って異なった安全性，使用性を有していることになる。

なお，最終的には次に述べるような構造物の劣化・変

状の予測を取り入れて性能の照査を行う必要がある。

（2）経年後の劣化・変状の予測

既存構造物は，長期間の使用に対し徐々に劣化する

が，その劣化性状を定量的に精度よく予測する技術は

まだ十分に開発されていない。特に，これからは材料

レベルの問題と構造レベルの問題の融合が重要であ

り，そのための研究・開発が急務である。

鉄筋コンクリート部材の劣化では最も重要な問題と

して，コンクリート中の鋼材の腐食があげられる。コ

ンクリートの中性化やコンクリート中への塩化物イオ

ンの浸透による鉄筋の腐食を取り上げると，既に多く

の研究機関等において定量的なモデル化の研究が行わ

れている。鋼材の腐食に伴う部材の構造特性の変化に

ついてはある程度明らかにされているため，既に得ら

れたモデルを用い，構造部材や構造物の劣化･変状を

予測し，実証試験を繰返せば，この数年以内に構造物

の性能評価技術が開発されるものと予想される。

化学的侵食，アルカリ骨材反応については，上記の

コンクリート中の鋼材腐食に関する研究と比較して材

料レベルの研究も遅れている。特に上下水道施設に関

しては劣化もかなり深刻で効果的な対策が取れずにい

るため，予測はできても対処できないということが起

きている。アルカリ骨材反応については，拘束鉄筋の

破断が発生しておりそのメカニズムについてまだ明ら

かでない。しかし，そのモデル化が行われ，ある程度

の精度で膨張量などが予測できつつあることから，多

少ラフであっても性能評価を行う技術を確立させる必

要がある。

（3）実構造物の検査およびモニタリング技術の開発

コンクリート構造物の検査技術として他分野で発達

してきた非破壊検査（超音波，レーダ法，赤外線法な

ど）の適用が広く試みられている。その多くは，欠陥

（ひび割れ，内部空洞等）および鉄筋の検知であり，

コンクリート自体の品質，劣化に伴う変状を検知する

手法の開発は未だ無い。

定期的な検査の結果どのように劣化が進行している

かを記録にとどめるためには目視検査のための補助ツ

ールが必要である。一つの方法として目視検査を実施，

記録を作ると同時に経験や勘に頼ることなく構造物全

体の劣化の進行度と原因を判定できるエキスパートシ

ステムが考えられ，そのひな形は東京大学生産技術研

究所で開発されている（図― 4）。ユーザは，画面に
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図― 3 コンクリートの許容せん断応力度の変化（岡村甫ほか：土木学会）

図― 4 構造物の劣化診断エキスパートシステムの画面（東京大学生産技
術研究所）



表示される写真を見ながら，構造部の形態，立地条件，

コンクリート表面のひび割れなどの状態について質問

に答えることで，システムが構造物の劣化状況を診断

する方法である。簡便さを考慮するとこれからは携帯

電話による利用が行えるようなシステムとすることが

必要となろう。

構造物にマイクロチップを埋め込み，航空機の「フ

ライト・レコーダ」のようにイベントを記録する「構

造物イベントレコーダ」の開発が行われれば，構造物

の受けた外力その他の情報をきちんと把握することが

可能となる。このような装置が開発されれば，現場に

おいても必要に応じて建設当時の設計図（ない場合に

は復元設計図書），補修履歴，構造物が受けた地震，

建替え・補修の時期といった情報を把握することがで

きることになる。また，災害後にイベントレコーダを

調査することで，災害の経験を社会の共有財産として

生かすことが可能となる。

コンクリート内部の欠陥などの検出に関しても現

在，建設の世界で出回っている非破壊検査技術の多く

は，検査結果の読み取りに「特別なスキル」を要し，

いまだユーザにとって使い勝手のよい技術とはいえな

い。図― 5はコンクリート内部に存在する空隙を超

音波計測した結果を示したもので，素人でも直感的に

内部構造を理解することができる。このような表示を

行うことができれば，非破壊検査に関して特別なスキ

ルのない技術者でも容易に扱える。この種の技術は市

場との関係で定まるものと予想される。

構造物の性能評価手法が具体的に確立されていない

ことから，どのような情報を，どの程度の精度で収集

することが必要であるかに関する検討は少ない。都市

基盤安全工学国際研究センターで実施している実構造

物のモニタリングでも変形性能に関しては，光ファイ

バ，レーザードップラー，加速度計等の適用が行われ

ており，構造物の性能を評価するためには解析結果と

計測結果を用いて評価しなければならない。このため

多くの構造物の性能を評価するためには，個々の構造

物ごとに構造物の特性を考慮した必要最小限の計測で

評価できるシステムを構築することが必要である。ほ

ぼ弾性体と見なせる鋼構造物の場合には現在でもある

程度評価することが可能であるが，コンクリート構造

物の場合には理論的な検討とともに，劣化にともなう

変化をも考慮した実証試験行い，精度を確認するとと

もにその精度を上げるための開発を実施する必要があ

る。

コンクリートの劣化は，主に化学的劣化と物理的な

劣化に分けられる。化学的な劣化を伴う場合は，コン

クリート表面においてもその兆候が見られるため，コ

ンクリート表面に生じた化学変化を検知できる手法の

開発が必要となる（図― 6）。既に当研究室で開発し

てきた近赤外線分光法もこの目的のために実施してき

た開発研究であるが，さらに実構造物への適用方法の

開発などが重要となる。

5．安全性確保のための補修・補強

現状の補修・補強は必ずしも理論的な設計思想に基

づいて実施されているとは言い難く，どちらかと言え

ば，対処療法的なものが多い。このため，最近では補

修後数年で劣化する（再劣化）事例が報告されている。

今までに行われている方法を構造安全性および耐久性

の面から評価することが求められており，当研究室で

は企業との共同研究でこの問題を研究している。実験

に時間がかかるためなかなか評価が難しいが，データ

ーの公表等を行うことでより実情に合致した評価が行

えるものと考えている。

図― 7は 1996 年 10 月に日本コンクリート工学協

会の「補修工法研究委員会報告書」のデータを整理し

たもので，海洋および内陸で断面修復・コーティング

工法で補修した鉄筋コンクリート梁の暴露 4.5 年の暴

露結果である。この図から明らかなように，今まで行
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図― 5 空隙を有するコンクリート試験体とその探索結果

図― 6 マルチスペクトル法による分光画像とフェノールフタレイン溶液
による中性化検出（東京大学生産技術研究所）



われてきた補修は高い費用をかけたものほど高い防食

性を有しているわけではない。即ち，現在の技術レベ

ルでは補修の良し悪しを値段では比較出来ないことを

示している。また，現状では部分補修が多く，決して

美観・景観性能が良い状態ではない。社会基盤ストッ

クの中には都市のシンボル，文化的価値を有するもの

もあり，美観・景観性能を考慮した補修設計（絵画の

修復技術等の応用）が確立されることが望まれる。

経済的な側面から補修･補強も捉えることが大切で

あるが，そのための方法として LCC（Life Cycle

Cost）の算定がある。現在もこの算定は行われている

が，4．（1），（2），（3）で述べた技術が確立されてい

ないため，結果の妥当性が乏しい。これからはこれら

の技術を確立させるとともに，高い精度の LCC 算定

方法を確立させることが重要である。なお，将来の予

測には不確定な要因が含まれており，リスクマネジメ

ント的な概念を付加した手法の適用が必要となろう。

6．おわりに

コンクリート構造物の劣化に関しては，地域特性が

極めて高く，全国で類似する研究が多く，貴重な情報

が埋もれている。日本のコンクリートに関する技術は

欧米と比較しても遜色ないが，10 年以内にメンテナ

ンス技術を確立する必要性があることからも，国家戦

略として実施することが重要である。このため大学な

らびに研究機関が中核となる中核研究機関を設置し，

あらゆるデーターベースを一元的に管理し，劣化解析，

モニタリング，緊急時対策など多くの場面で利用する

ことが必要である。
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図― 7 補修費用とコンクリート内部の鉄筋腐食率の関係
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1．はじめに

多くの地方自治体で，財源難の中，インフラストラ

クチャ（以下，インフラと呼ぼう）の維持補修業務を

効率的に実施するために，アセットマネジメント手法

の導入が試みられている。現在精力的に導入が進めら

れているアセットマネジメントシステムは，マクロレ

ベルのマネジメントシステムと呼ぶべきものであり，

ライフサイクル費用の低減を達成しうる望ましいイン

フラの維持補修戦略や，インフラのサービス水準を維

持するために必要となる維持補修予算を求めることが

目的とされている 1）。

マクロレベルのアセットマネジメントシステムの導

入が必要とされる背景には，インフラの維持補修業務

の持続的実施体制を確立させたいという担当部局の願

いがある。特に，インフラのモニタリングにより，早

急な維持補修が必要であることが判明したとしても，

ある会計年度において大規模な維持補修を敢行するた

めに，担当部局が負担する行政的・人的努力は相当な

ものである。常に，「なぜ，いま補修しなければなら

ないのか」という問いと戦わなければならない。2007

年 8 月 1 日に発生したミネソタ州の落橋事故の背景に

も，同様の予算獲得に関わる問題があったと聞く。

アセットマネジメントシステムが導入され，アセッ

トマネジメントのために適切な予算枠が設定されれ

ば，担当者が直面する問題は，「いま，なぜ，このイ

ンフラの維持補修をしなければならないか」というこ

とではなく，「今年はどのインフラの維持補修を実施

すべきか」という問題に置き換わる。施設管理者が直

面する意思決定問題を，「維持補修の必要性」に関す

る議論から，｢優先順位の決定｣に関する問題に変容さ

せる。これが，マクロレベルにおけるアセットマネジ

メントシステムを導入することの効用である。

マクロレベルのアセットマネジメントが機能するた

めには，それを支えるインフラ会計が整備されなけれ

ばならない。多くの自治体で，アセットマネジメント

システムが導入され，インフラのサービス水準と，そ

れを実現するための年平均的な予算額に関する合意形

成が試みられている。アセットマネジメントのための

予算計画を策定し，インフラの維持補修のためのアク

ションプログラムを機能させようとすれば，そのガバ

ナンスを確保するためにインフラ会計が必ず必要とな

る。青森県の橋梁マネジメントシステムには，管理会

計システムが導入されているが，それを例外としてわ

が国で，インフラ会計を機軸として，アセットマネジ

メントが実施されている例は，筆者の知る限り皆無に

等しい。このことは，とりも直さず，アセットマネジ

メントが本格的に機能している事例がまだ見当たらな

いということの証左でもある。

アセットマネジメントにおいて，なぜインフラ会計

が必要なのかを舗装マネジメントの例を用いて説明し

よう。いま，ある自治体（たとえば，県レベル）で，

舗装マネジメントシステムを導入し，適切な舗装のサ

ービス水準を決定し，それを維持するために，毎年
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30 億円程度が必要であることが判明したとしよう。

さらに，アセットマネジメントシステム導入後，初年

度から必要な予算額を確保できる見通しがついたとし

よう。このような幸運に恵まれたとしても，次年度以

降，同じように予算が獲得できるという保証はない。

県全体の予算額自体が毎年変動する。道路舗装を管理

する担当部局が確保できる予算も変動する。さらに，

臨時的な支出のために，道路舗装予算が削減されるこ

とも起こりえる。道路管理者は限られた修繕予算の中

で，優先順位の高い道路区間に限って修繕を実施せざ

るを得ない。しかし，予算が足らなかった時には，修

繕は翌年度以降に先送りされることになる。しかし，

道路舗装に年平均費用として 30 億円が必要であるこ

とは，ある会計年度に予算額を支出しなかったのであ

れば，別の会計年度に先送りした修繕を実施しなけれ

ばならないことを意味する。初期時点において，過去

からの負の遺産を背負い，すでに大量の修繕量が先送

られている場合もあろう。この場合には，計画的に先

送られた補修を着実に回復していくことが必要であ

る。それができない場合には，計画通りのサービス水

準を維持できない。計画通りの予算を確保できない場

合，将来どこかの時点でサービス水準に関する計画を

見直すことが必要となる。このような予算・執行管理

を実施するためのツールがインフラ管理会計である。

本稿では，インフラ管理者が資産管理情報に基づい

て，アセットマネジメントを執行するためのインフラ

管理会計システムの基本的な考え方について説明す

る。その際，議論を可能な限り具体的にするため，筆

者らが構築した舗装管理会計システム（PMAS:

Pavement Management Accounting Systems）に基

づいて，インフラ会計の役割と機能について紹介した

いと考える。

2．アセットマネジメントの事例（PMS）

（1）アセットマネジメントの概要

アセットマネジメントの基本的な階層構造は，伝統

的な plan-do-see サイクルを用いて，図― 1のように

整理できる。図中の小さいサイクルほど，短い期間で

回転するサイクルに対応している。もっとも内側のサ

イクルは，各年度の修繕予算の下で，補修箇所に優先

順位を付け，修繕事業を実施するサイクルである。中

位の補修サイクルでは，新たに得られた点検結果等に

基づいて，たとえば将来 5ヶ年程度の中期的な予算計

画や戦略的な補修計画を立案することが重要となる。

もっとも外側のサイクルでは，長期的な視点からイン

フラのサービス水準やそのための予算水準を決定する

ことが課題となる。現在，多くの地方自治体でマクロ

レベルのアセットマネジメントの導入が試みられてい

るが，そこでは一番外側のサイクルを構築することを

目的としている場合が少なくない。アセットマネジメ

ントでは，予算過程の中で修繕予算額が決定されるた

め，常に計画通りの予算額を確保できる保証はない。

しかし，ある年度における修繕実績は将来年度におけ

る修繕需要に影響を及ぼす。インフラのサービス水準

を持続的に維持するためには，インフラの資産価額を

評価するとともに，将来に繰越された修繕需要を評価

する管理会計情報が必要となる。

（2）舗装管理会計（PMAS）の構成

道路舗装を例にとり，管理会計システムの基本構成

を説明しよう。PMAS の全体構成を図― 2に示して

いる。PMASは 1）道路舗装の資産価額と会計年度に

おける資産（もしくは負債）の変化を記録する舗装管

理会計（PMA）と，2）会計年度における執行予算に

基づいて舗装の修繕戦略を決定する管理システム

（MMS）により構成される。PMA は a）各道路区間

の道路舗装の状態を記録する舗装台帳システムと，b）

道路舗装の資産価額とその変化を記述する管理会計で

構成される。一方，MMS は，a）道路舗装の劣化過

程を推定する劣化予測システム，b）劣化水準の予測

値に基づいて修繕区間の優先順位を決定する修繕箇所

選定システム，c）道路舗装の修繕予算を決定し，各

会計年度において修繕予算を検討するための基礎情報

を提供する道路舗装の修繕戦略システムにより構成さ

れる。PMAS 全体は土木部・道路課レベルで統括さ

れるが，舗装台帳システム，および道路舗装の劣化予

測，修繕箇所選定は主として事業所レベルで活用・更

新される。

舗装台帳システムは道路舗装の管理台帳をデータベ

ース化したものである。舗装台帳システムには各道路

区間の舗装に関する技術的状況，過去の修繕実績，過
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去の点検実績，点検時に観測された舗装水準（ひび割

れ率，轍ぼれ量，平坦性等），サービス水準，交通セ

ンサス等で観測された交通量等が記録される。道路舗

装のサービス水準は（旧）建設省が提案したMCI 値

により記述される。さらに，実地点検による道路舗装

水準，サービス水準等の新しい観測値，修繕工事の実

績情報が得られるたびに，舗装台帳システムに記載さ

れている情報は逐次更新される。管理会計は，会計年

度における道路舗装の資産価額，修繕需要の評価結果

とその経年的履歴を記述するものである。管理会計に

は個々の道路区間の当該会計年度における道路舗装の

サービス水準と資産状況が記載されるとともに，個別

区間の会計情報が道路網全体にわたって集計化され，

道路網全体の管理会計情報が作成される。道路舗装の

機能劣化は不確実なプロセスであり，将来時点の劣化

水準を確定的に予測することは不可能である。したが

って，実地点検による観測値が得られれば，新しい

MCI 値に基づいて各道路区間の資産管理情報が見直

される。一方，管理システムは舗装管理会計情報に基

づいて，年度内に修繕が必要となる道路区間をリスト

アップするとともに修繕区間の優先順位を設定するシ

ステムである。当該年度の予算制約が与えられれば，

当該年度に実施される修繕対象箇所が選定される。修

繕結果に基づいて舗装管理会計が更新される。

3．インフラ資産評価 2）

本来，PMAS は地方自治体の管理会計システムを

構成するサブシステムとして位置づけられるべきもの

である。さらに，地方自治体が道路舗装を含めたイン

フラ資産全体を効率的にマネジメントするための管理

会計システムが必要である。PMAS は道路舗装の効

率的なアセットマネジメントに資することを目的とす

るものではあるが，単に各会計年度における予算の効

率的配分のための情報を提供するのではなく，過去の

道路新規整備の結果として実現した当該会計年度の道

路舗装の資産価額を評価し，将来の道路舗装の修繕計

画を合理的に作成するための管理会計情報を管理す

る。したがって，PMAS では道路舗装資産の時価評

価を通じて道路舗装の修繕需要を的確に把握すること

を目的とした発生主義による会計処理が必要となる。

道路舗装は，1）社会経済活動の基盤施設を構成す

る公共財である，2）長期間にわたる使用によりサー

ビス水準が劣化する。サービス水準が低下すれば，修

繕投資によりサービス水準を所定のレベルまで回復す

ることが義務づけられた資産である，3）計画から維

持管理まで一貫した適切な管理が必要とされる，とい

う特性を持つ。PMAS は，道路管理者が道路舗装の

サービス水準を一定水準以上に保つための予算管理を

目的とするものであり，ライフサイクルに対応した費

用の発生を的確に認識・評価をすることが課題とな

る。道路施設のライフサイクルに応じて多様な費用が

発生するが，ここではすでに供用された道路施設の運

営者の立場から，道路舗装のもたらすサービス機能を

所与の水準に保つために必要となる修繕費に着目す

る。

一般に，企業会計における固定資産の貸借対照表計

上額はその資産の取得に要した原始取得価額（取得原

価）により決定される。貸借対照表では次年度繰越額

が算定され，取得原価（または年初貸借対照表価額）

との差額が費用として計上される。しかし，1つの資

産に対して 1つの評価額のみが決定されるわけではな

い。表― 1に示すように，資産評価の方法は，1）資

産の取得に要する支出額を基礎として決定するのか，

あるいは，保有資産の売却によって得られる収入額を

基礎として決定するのか，2）過去の価額を基礎とす

るのか，現在の価額を基礎とするのか，あるいは，将

来の（予想される）価額を基礎として決定するのかに

応じて表― 1に示す 4 つの概念に分類できる。道路

舗装の修繕予算の管理を目的とする PMAS は，道路

管理主体の修繕投資能力を適切に評価することを目的

としているため，道路舗装の資産価額を評価する場合，

再調達価額を用いることが望ましい。

道路舗装のアセットマネジメントを実施するために

は，道路舗装のサービス水準を工学的に検査し，あわ

せて各会計年度において「現実に支出された維持補修

支出額」と「工学的に設定したサービス水準を維持す

るために必要となる修繕費」に基づいて，道路舗装の

サービス水準が適切に維持されているかどうかを貸借
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対照表上に明記できるような舗装管理会計を構築する

ことが求められる。管理会計方式としては，1）更新

会計，2）減価償却会計，3）繰延維持補修会計という

3つがある。この内，繰延維持補修会計では資産利用

に関わる費用が，当該資産を維持するために費やされ

るべき見積り額によって決定される。それ以外の会計

方式では工学検討を踏まえた修繕計画に関わる情報が

会計諸表の中に記載されないという欠点がある。そこ

で，図― 3に示すような繰延維持補修会計方式を採

用してみよう。同図は，フローとストックのバランス

を表現するために，会計諸表における貸借対照表と損

益計算書を統合した残高試算表を示している。残高試

算表は会計年度の期末で決算のために作成される。な

お，同図では舗装管理会計と関連する部分のみ記述し

ており，それ以外の会計情報を省略している。

繰延維持補修会計では，長期的な資産管理計画に基

づいて維持補修費総額を算出するとともに，その費用

総額を各年度に割振る。道路網の全道路区間にわたっ

て，工学的検討により適切な修繕時期と修繕費を算出

することにより，各年度における維持補修引当金繰入

額 A2 を費用の部に繰入れる。一方，当該期の実際の

繰今期支出された維持補修支出額費 C2 が維持補修引

当金繰入額を超過している（C2 － A2 ＞ 0 が成立する）

場合，前期の負債の部の繰延維持補修引当金 D2 を

C2 － A2 だけ取り崩す。なお，ある区間の道路舗装の

修繕を繰延延維持補修引当金を D2 とすれば，今期の

期末の繰延維持補修引当金は D2 ＝ D2 － C2 ＋ A2 と計

上される。逆に補修を繰り延べたことにより，当該区

間の舗装が劣化し，再調達価額を算定する際に想定し

た最適工法より，大規模修繕が必要になった場合を考

えよう。この時，大規模修繕のために必要となる修繕

費と最適工法による修繕費の差額を追加維持補修費と

して定義する。さらに，当該年度に発生した追加維持

補修費相当額を不足維持補修引当金繰入額 E2 として

費用の部に繰入れる。その上で，当該年度に，大規模

修繕のために追加維持補修支出額 F2 が支出されれば

E2 － F2 を繰延不足維持補修引当金 B2 に繰入れる。す

なわち，前年度期末の繰延不足維持補修引当金を B2

とすれば，今期末の繰延不足維持補修引当金は B2 ＝

B2 ＋ E2 － F2 となる。道路舗装の資産価額 S2 は取得

原価，あるいは再調達価額で評価される。繰延維持補

修会計では，道路舗装の劣化による資産価額の減少分

が繰延維持補修引当金，及び繰延不足維持補修引当金

として管理会計上に現れ，各会計年度における道路舗

装の資産水準を評価することが可能となる。

4．適用事例

筆者等は，以上で提案した PMAS に基づき，M県

が所轄する県道・指定区間外国道全区間を対象とした

アプリケーションを作成した（図― 4）。作成したア

プリケーションソフトは，分析，出力モジュールを

VisualBasic. Net を用いて作成しており，舗装の台帳

や出力データをMicrosoftAccess で管理している。本

システムの詳細は参考文献 3）を参照して欲しい。本

アプリケーションでは，道路舗装区間ごとに利用者費

用も含めたライフサイクル費用の現在価値を最小にす

るようなMCI 管理水準を求めることができる。各道

路区間のMCI 値がMCI 管理水準に到達すると直ちに

修繕を実施することによりライフサイクル費用を最小

にできる。図― 5は，最適な補修タイミングで補修

を実施した場合に，各年度に発生する修繕予算を示し

たものである。過去から積み残した補修需要が存在す

るため，初年度の修繕予算額が大きい値を示している。

また，各年度に必要となる修繕額が年度により大きく

変動しているのが特徴的である。しかし，現実には予

算制約が存在するため，最適なタイミングで修繕を実

施できるわけではない。本アプリケーションでは，あ

らかじめ設定した予算計画下で，修繕優先順位を

B/C 基準等を用いて決定し，所与の予算計画の下で

実現する将来の道路網全体の劣化過程をシミュレート

する機能を有している。図― 6は修繕費用が 44 億円

/年と 43 億円/年の場合の 100 年間にわたる平均MCI

の推移を示している。予算額が 44 億円/年の場合には

100 年間で舗装の平均MCI の値が一定水準に保たれ

るが，43 億円/年の場合には平均MCI 値を一定に保

つことができない。したがって，舗装の機能水準を持
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過去の価額 現在の価額 将来の価額

支出額 取得原価 再調達価額 ―

収入額 ― 正味実現可能価額 割引現在価値

図― 3 残高試算表



続的に維持可能な最低予算額は 43 億円/年である。

以上の工学的検討結果をもとに，管理会計情報を作

成した。図― 7は毎年の予算を 46 億円としたときの，

各会計年度における繰延維持補修引当金と繰延不足維

持補修引当金の総和（以下，総繰延維持補修引当金と

呼ぶ）の推移を示す。同図には，再調達価額で加重平

均をとった道路網全体の平均MCI 水準を併記してい

る。同図に示すように，2026 年まで繰延維持補修引

当金と繰延不足維持補修引当金が逐次取り崩されるた

め，道路舗装の総繰延維持補修引当金は減少する。

2027 年以降は，道路舗装の総繰延維持補修引当金は

長期的な平均的水準約 296 億円をベースに定常的に推

移する。すなわち，M県の道路舗装のストック管理

水準は約 296 億円となる。また，道路網全体の平均

MCI 水準は長期的に 6.7 前後で推移する。平成 13 年

現在では平均MCI 水準は 5.3 であり，長期的なMCI

管理水準 6.7 をかなり下回っている。

5．まとめ

本稿では，アセットマネジメントにおけるインフラ

会計の役割について説明し，道路舗装マネジメントを

例にとり舗装管理会計のプロトタイプについて説明し

た。今後，PFI，性能規定型管理契約等，インフラ管

理に関するさまざまな形態の契約が導入される可能性

がある。このような契約の遂行のためには，管理会計

システムの導入が不可避である。本稿が，アセットマ

ネジメントにおける管理会計の重要性の認識と，今後

の展開への契機となれば，筆者にとって望外の幸せで

ある。
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1．はじめに

少子高齢化社会へと移行する中，社会保障支出の増

大に伴い，国・地方自治体とも社会資本整備に関わる

公共投資を削減する方向にある。一方で，1955 年頃

から始まった高度経済成長期には，大量の社会資本が

急速に整備されたが，これらは既に建設後 30 ～ 50 年

経過した高齢化（老朽化）施設となっており，社会資

本を維持更新するための予算確保も急がなければなら

ない。しかし現状では，限られた予算内で合理的かつ

効率的に維持管理を行う必要があり，一部の自治体で

は従来の維持管理計画の見直しやアセットマネジメン

トを代表とする各種マネジメント手法を新たに導入す

る動きがみられる。

蓄積された社会資本ストックの維持更新費を縮減す

るためには，老朽化施設のみならず耐用年数に満たな

い施設においても，その劣化状況を詳細に調査し，デ

ータベース化することから始めなければならない。

国土交通省では，2008 年度から 5 カ年計画で，全

国の下水道，橋梁，トンネル，港湾施設などを大規模

に調査することを決め，これらの施設を管理する自治

体にも補助金を出して調査協力を要請することとし

た。現状においては，下水道を定期的に検査している

自治体は全体の 3割程度であり，橋梁に至っては 1割

程度という指摘もあり，この一斉調査によって，全国

的な構造物の劣化状況の実態が明らかとなり，社会資

本ストックの延命化に繋がるものと期待される。しか

し，橋長 15 m 以上の道路橋だけでも全国に約 14 万

橋あり，また，下水道の総延長は 38 万 km にも及ぶ

ことから，いかに経済的，効率的に調査を進めるかが

大きな課題であろう。

2．コンクリート構造物の検査方法の問題点

今後膨大な調査を進めて行く上では，対象となる構

造物や部材が，鋼，コンクリートのいずれであっても，

検査方法には，費用，検査時間，作業性といった要件

を重要視しなければならない。特に，コンクリート構

造物では，鋼構造物と比較し劣化機構の種類が多いた

め，検査項目が多くなる傾向にあり，検査費用や時間

といった点が問題になるものと考えられる。なお，コ

ンクリートの各種劣化状況を検査する簡易な非破壊検

査方法も数多く提案されているが，コンクリートが粒

子径の大きく異なる材料から構成され不均質であるこ

とから，非破壊検査に高い精度を求めることは難しい。

コンクリート構造物の検査においては，コア試験体

をサンプリングし検査する方法が従来より多く用いら

れてきた。採取されたコア試験体からは，圧縮強度，

中性化深さ，塩化物イオン含有量，骨材の反応性，内

部のひび割れ状況など様々な情報が得られ，非常に合

理的な方法である。しかし，コア抜き検査では，比較

的大きな装置を必要とすること，コストや作業性の問

題および構造物に損傷を与えることなどから，一つの

構造物や部材から多くのサンプルを採ることは行われ

ていない。

一般に，コンクリート構造物の検査において検査精
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度を上げるためには，サンプル数を多くすることが不

可欠である。この理由としては，コンクリートが不均

質であり，また，劣化機構の多くが気温・湿度などの

環境作用の影響を大きく受け，一つの部材内であって

も採取位置によって検査値が大きくばらつくためであ

る。

また最近では，橋梁などの耐震補強工事での鉄筋切

断事故を契機に，コア抜き検査が実施できないケース

が増えてきている。鉄筋間隔が狭い場合や内部に渡り

配筋が過密な場合など，コア削孔の際に鉄筋を部分損

傷もしくは切断する危険性がある時には，その適用を

見合わせるべきである。

このようなコア抜き検査の持つ問題を解決する方法

として，構造物に小径のドリル孔を穿孔し，中性化深

さや塩化物イオン浸透深さなどを検査する局部破壊試

験（微破壊試験）にここ数年注目が集まっている。し

かし，これまでに提案されている局部破壊試験方法で

は，1つの検査孔で 1つの検査項目しか実施できず効

率性・経済性に問題が残されている。

以上のような背景から，構造物に開けた小径ドリル

孔の孔壁面の状態を専用のスキャナ（棒形スキャナ）

を用いて撮影し，1つの検査孔から維持管理に必要な

複数の情報を取得するという，効率性，経済性，安全

性に優れた検査技術の開発を行った。本報は，開発し

た棒形スキャナの構造や性能および一連の検査手順に

ついて述べ，さらに実構造物の検査業務で実施した事

例について報告するものである。

3．棒形スキャナの概要

（1）棒形スキャナの構造

小径ドリル孔の孔壁面の状態を撮影するために開発

した棒形スキャナは，写真― 1に示す外観のもので

あり，その仕様は表― 1に示す通りである。孔壁面

の画像の読取り（スキャニング）方法としては，PC

カードを介してパソコンに接続した棒形スキャナを孔

内に挿入し，手で棒形スキャナを孔軸に対して 1回転

させるのみという簡易な方法である。写真― 2 は，

実際にスキャニングを行っている状況であるが，手元

のスイッチでソフトが起動し，スキャナの回転に合わ

せて孔壁面の画像がリアルタイムでノートパソコンの

モニタ上に表示されるシステムである。

棒形スキャナで画像を読取る原理は，紙面などを読

取る一般のスキャナと同じ原理を用いており，イメー

ジセンサの移動距離をエンコーダで計測し，イメージ

センサで読取った画像のラインデータと合成すること

により 2次元画像を作成するものである。棒形スキャ

ナに用いたセンサには，小型化のため密着型イメージ

センサ（CIS センサ）を採用したが，この種のセンサ

は焦点深度が 1 mm程度であるため，孔壁面とセンサ

との距離が大きく変化するとピントの合わない画像と

なる。この問題を解決するため，センサが焦点距離を

保ったまま，孔軸を中心に安定した回転ができるよう

に，スキャナの先端部と孔口挿入部にガイドリングを

設けて回転を支持した。センサ部およびガイドリング

の形状は，図― 1に示す通りである。ガイドリング

は，本方法で穿孔する孔径（φ 24.5 mm）より直径で

1 mm小さいものとした。

ピントが合った高精細な画像でも，エンコーダから

の移動距離データがイメージセンサで読取った画像の
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写真― 1 棒形スキャナの外観 写真―2 スキャニング状況

表― 1 棒形スキャナの仕様

センサタイプ：密着型イメージセンサ（CIS）

イメージセンサ長： 120 mm

センサ部
読み取りサイズ： 105 mm× 356 mm

読み取り解像度： 300 × 300 dpi

（1677 万色フルカラー）

焦点距離： 1 mm

ケーブル ケーブル長（コネクタを含む）： 766 mm

パソコン： PC-AT互換機

動作環境
（PCカードTYPEⅡスロット必須）

CPU： Pentium-100 MHz 以上

メモリ： 32 MB以上

図― 1 センサ部およびガイドリングの形状



ラインデータと一致しないと，画像に圧縮やトビが生

ずる。エンコーダからの移動距離データを間欠なく安

定して伝えるため，図― 2に示すように，スキャナ

本体パイプにエンコーダから連動するローラーを密着

させ，移動距離を読取る機構とした。なお，このエン

コーダ部と孔口に挿入するガイドリングの部分は前後

に移動できるようになっており，深さ 3 cm から

25 cmまでの孔に対してスキャニングが可能となって

いる。

（2）スキャニング画像の特徴

本スキャナに用いた密着型イメージセンサは焦点深

度が浅いことから，ピントがあった画像では被写体ま

での距離が一定と考えることができる。すなわち，密

着型イメージセンサでは読取り解像度が同じならば，

画像内のピクセルは常に同じサイズになる。本スキャ

ナでは読取り解像度を 300 dpi × 300 dpi（dpi ＝ dot

per inch）に設定しているため，画像内の 1ピクセル

の一辺サイズは 84.7 μm となる。確認のため写真―

3のように孔内にスケールを貼付し，スキャニングし

た画像よりピクセルサイズを求めたところ，理論値と

よく一致した。デジタルカメラによる各種計測で必要

となるスケールの写し込みが本スキャナでは不要であ

り，画像内の任意の 2点間の距離はピクセル数から容

易に求めることができる。なお，1スキャンで取得で

きる最大長さ 105 mmの孔壁面の画像は，画素数とし

て約 110 万画素（ピクセル）あり，0.5 mm 以下の細

骨材やひび割れなども確認できる高精細な画像であ

る。

また本スキャナでは，ピクセルサイズが一定である

ことに加え，縮小光学系センサが持つレンズ収差によ

る画像ひずみの問題がないため，画像の重ね合わせを

正確に行うことができる。1スキャンの最大長さより

深い孔で，連続した孔壁面の画像を作成する場合には，

図― 3のように隣り合う画像間で共通する部分を撮

影しておき，パソコン上で画像の合成を行う。画像の

重ね合わせは通常目視で行うため誤差が生じるが，合

成画像の孔軸方向のひずみは 0.5 ％程度であった。

画像内に写ったひび割れの幅や中性化深さなどの計

測は，ピクセル数のカウントから容易に行うことがで

きるが，デジタル画像の特性を利用した各種解析も可

能となる。例えば，図― 4は画像処理により粗骨材

（5 mm 以上の骨材）を抽出した画像であり，これよ

り粗骨材の面積率や個数を計算することができる。す

なわち，孔軸方向における材料分離の程度を評価する

ことが可能となる。

4．検査手順

穿孔から棒形スキャナによる画像取得までの一連の

検査手順は，図― 5に示す通りである。検査作業と
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図― 2 エンコーダ部の形状

図― 3 画像の合成方法

写真― 3 孔内にスケールを貼付したスキャニング画像

図― 4 画像処理により粗骨材を抽出した画像



しては，まず鉄筋探査を行い，穿孔位置を特定する。

本方法が提案する穿孔方法としては，最初に振動ドリ

ルまたはハンマードリルによってφ 14.5 mm の孔を

予備穿孔し，次に，写真― 4に示すガイド棒を取り

付けた小径ダイヤモンドコアビットによりφ 24.5 mm

の孔を穿孔する。予備穿孔を行う目的としては，現在

の鉄筋探査装置は深さ十数 cm以深の探査精度が低い

ため，予備穿孔によって鉄筋の存在を確認すること，

ダイヤモンドコアビットに取り付けたガイド棒（φ

13 mm）が予備穿孔の孔に沿って先進することにより，

コア孔の真円性，直線性が高くなること，および全体

の穿孔時間が短くなることの 3つの目的がある。穿孔

後は，孔内に切り粉（ノロ）が残るため洗浄，乾燥を

行うが，別途開発した超音波洗浄装置 1）を用いると微

細なひび割れ内に詰まった切り粉であっても確実に短

時間で洗浄ができる。

ひび割れや空洞などの内部欠陥の調査においては，

乾燥直後にスキャニングすることにより検査が可能で

あるが，中性化深さの測定では，孔内にフェノールフ

タレイン溶液を噴霧した後にスキャニングを行う。そ

れぞれの検査の流れは図― 6に示す通りである。塩

分浸透状況の調査においては，穿孔や清掃を全て乾式

で行い，硝酸銀溶液を塗布した後変色した境界部分を

スキャニングすることにより確認が可能である。その

一例を写真― 5に示す。

穿孔開始からスキャニングさらに断面修復までに要す

る時間はおよそ 30 分である。一般のコア抜き作業と

比較すると，本方法の工程は多いが作業時間は短くな

り，また，構造物に与える損傷の程度も小さく，鉄筋

を切断する危険性がない。

5．適用事例

（1）道路橋 RC床版の調査事例

旧基準で設計された道路橋の RC 床版では，既設

RC 床版上面に鋼繊維補強コンクリートを打継ぐ上面
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図― 5 検査手順

写真― 4 ガイド棒付ダイヤモンドコアビット

図― 6 各種検査の流れ



増厚工法により補強された事例が多くある。しかし，

施工時の既設コンクリートの表面処理が適切でない場

合や荷重の繰返し作用が激しい場合には，既設コンク

リートと増厚コンクリートの間で剥離を生じ，新旧コ

ンクリートが一体化して外力に抵抗することができ

ず，床版の疲労寿命が極端に短くなることが懸念され

ている。写真― 6は，上面増厚工法により補強され

た床版のひび割れ調査の一例である。この画像は，ア

スファルト層表面から既設コンクリート層まで穿孔し

た孔のスキャニング画像であるが，既設―増厚層間で

の剥離や微細なひび割れは確認されなかった。このよ

うな調査において，従来のコア抜検査を実施すると，

ひび割れ面でコアが分断して採取されるため，ひび割

れ幅の測定はできない。また，ひび割れが無く，各層

間が十分に付着している場合であっても，コア削孔や

コア採取の際のねじりや曲げ応力により，コアが層間

で分断し採取されることがあり，ひび割れの存在の判

定が難しくなる。

RC 床版の補強では，床版の引張側に補強鉄筋を配

置しポリマーセメントモルタルなどで増厚する下面増

厚工法も多く採用されている。写真― 7は，下面増

厚工法により補強された床版を下面から穿孔し，フェ

ノールフタレイン溶液を噴霧した後のスキャニング画

像である。既設コンクリートとポリマーセメントモル

タルの層間には剥離が見られず，2層に分けて施工さ

れているポリマーセメントモルタルも良好な付着状態

であった。フェノールフタレイン溶液の塗布により，

ポリマーセメントモルタルの部分は赤変し，アルカリ

性を保持していることが確認できるが，既設コンクリ

ートの部分は中性化が進行していたことが明らかとな

った。下面増厚工法では補強筋のピッチが 100 mm以

下と狭い場合が多く，通常のコア抜きによる方法では

鉄筋を切断する危険性が高いが，本方法では過密配筋

の構造物でも安全に調査ができる。

（2）道路橋橋脚の調査事例

既設橋の落橋防止のため，橋脚の縁端拡幅を場所打

ちコンクリートで行い，桁掛り長を確保する耐震補強

工法が各所で採用されている。この工法では，既設コ

ンクリートやあと施工アンカーの外部拘束の影響が大

きいため，施工時に温度ひび割れが発生するケースが

ある。ひび割れが発生した縁端拡幅コンクリート部の

耐久性診断のため，本方法により内部でのひび割れの

状況および中性化深さの調査を行った。検査孔は，コ

ンクリート表面に対して垂直に，またひび割れが孔の

中心を通るように穿孔した。写真― 8は，原画像に

同縮尺のスケールを合成し，ピクセル計測したひび割

れ幅や中性化深さの値を挿入したものである。これよ

り，ひび割れ深さは 130 mm以上と，かぶりより深く

までひび割れが存在することが確認でき，ひび割れ幅

も表面から 130 mmの位置で 0.3 mm程度あることが

明らかとなった。ひび割れの深さや内部での幅は，ひ

び割れの発生原因の推定に有用な情報となる場合が多

い。このケースは，ひび割れが深く，内部においても

その幅が縮小しないという典型的な外部拘束による温

度ひび割れのパターンと言える。

中性化状況については，ひび割れから離れた位置と
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写真― 7 床版の画像（2）

写真― 8 橋脚ひび割れ部の画像

写真― 5 乾式穿孔で孔内に硝酸銀溶液
を塗布した例

写真― 6 床版の画像（1）



ひび割れ周辺では中性化深さが大きく異なることが分

かる。ひび割れから離れた位置では，中性化深さは

2.5 mm 程度であるのに対し，ひび割れ部では最大で

13 mmと，5倍以上の中性化深さとなっている。これ

は，和泉らの研究 2）が示すように，内部においても幅

が縮小しないひび割れが存在すると，ひび割れに沿っ

て中性化領域が広がるという結果と一致している。中

性化深さから構造物の耐久性などを評価する場合に

は，健全部のみならず欠陥部においても中性化深さを

測定する必要がある。以上のように，本方法は構造物

の原位置で，1つの検査孔から中性化深さやひび割れ

幅などの各種計測ができるという特徴がある。

6．おわりに

小径ドリル孔を利用した棒形スキャナによる検査方

法は，従来のコア抜きによる方法に比べ効率的にかつ

安全に作業ができ，また，構造物の原位置での情報を

精度良く取得でき，さらに，後の解析によって種々の

分析が可能となるという特徴を持つ。現在は，高解像

度の棒形スキャナの開発や穿孔時間短縮のための装置

改良を進めている。また，アルカリシリカ反応や凍害

などの劣化診断への適用性についても検討を行ってい

る。 J C M A
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1．はじめに
約 130 年前に新橋～横浜間に初めて鉄道が開通して

から，我が国では数多くの構造物が建設され，維持さ

れてきた。特に，高度成長期に建設された大量の構造

物の経年が 40 年～ 50 年を超えてきており，メンテナ

ンスの対象となる構造物の量が加速度的に増加してい

る。また，近年，現場における技術継承の困難さなら

びに深刻な労働力不足などの問題も浮上してきてい

る。施設の需要の飛躍的な増加が望めず，施設の改良

や新設が困難な現状では，現在ある構造物を少ないリ

ソースで効率的にメンテナンスし，安全の確保と構造

物の長寿命化を図っていくことが必要であり，確実で

効率的な維持管理手法の研究開発が望まれている。こ

こでは，鉄道総研や鉄道事業者の，検査・モニタリン

グ技術，健全度判定の考え方等，構造物のメンテナン

スに関する最近の技術や取り組みを紹介する。

2．維持管理の変遷と現在の課題

（1）維持管理の変遷 1）

従前の維持管理体系は，何か問題が発生してから対

処する，いわゆる事後保全であった。戦争中の構造物

の荒廃などから事故が多発するようになったが，先輩

たちの努力の末，昭和 40 年頃を境に事後保全から事

後・予防を組み合わせた効率的な保全に変わり，自然

災害等による事故が急激に減少した（図― 1）。昭和

48 年には，取替え標準が制定された。この体系は，

現在の維持管理体系であり，事前に定期的に検査を行

って健全度判定を行い，弱点箇所や変状箇所を抽出し

詳細な検査を行い，必要な場合は措置（監視，補修・

補強等）を行うものである。

その後，昭和 50 年代には，高性能のコンクリート

や無塗装鋼材などを用いるメンテナンスフリーの考え

方が生まれてきた。しかし，近年，コンクリートの中

性化や剥落の問題等が顕在化し，小まめに調査し，悪

いところに手を入れて使っていくことの大切さが見直

され，現在はミニマムメンテナンス（必ず定期的に手

を入れる）という考え方になっている。

（2）維持管理標準 3）4）

維持管理標準は，鉄道施設等の検査方法や検査周期

など維持管理に関する技術基準で，国土交通省におい
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経年 50 年を過ぎた構造物が急増している現在，維持管理の技術に関する関心が高まっている。鉄道分
野では，今年，国土交通省より鉄道構造物の維持管理標準が制定され，すべての鉄道事業者が構造物の維
持管理を同じ体系で行うことになった。このようなことから，膨大な対象構造物を，検査時に，的確に正
しいデータを収集し，状態を把握し，健全度を評価するための様々な技術が開発されている。ここでは，
構造物の維持管理に関する検査・計測機械，検査方法，分析方法などの検査技術ならびに健全度評価技術
についての最近の話題を，鉄道に関するものを中心に紹介する。
キーワード：鉄道，維持管理，検査，健全度評価

構造物の検査・計測技術
―検査機器，検査方法，健全度評価法―
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図― 1 災害発生件数の減少 2）



て平成 19 年 2 月から施行され，すべての鉄道事業者

が同じ体系で維持管理を行う事になった。この体系と

は，①性能照査型の体系，②全ての鉄道事業者に適用

できる体系，③全ての鉄道構造物に共通な体系，④国

鉄時代から行われてきた構造物維持管理を大きく変更

しない体系である。内容は，コンクリート構造物，

鋼・合成構造物，基礎・抗土圧構造物，土構造物（盛

土・切土），トンネルを対象に，総則，維持管理の基

本，初回検査，全般検査，個別検査，随時検査，措置，

記録および付属資料といった構成になっている。新し

い内容としては，維持管理における構造物の性能レベ

ルの設定方法，条件に応じた通常全般検査周期の見直

し，検査員の定義，記録およびその保存方法等が記述

されている。設計・施工のみならず維持管理を含めて

供用中の構造物の性能をある水準以上に確保する，と

いった性能規定型の体系の基本的な考え方でまとめら

れている。図― 2に性能の確認の考え方，図― 3に

維持管理の手順を示す。

3．新しい検査・診断・モニタリングシステ
ムおよび健全度評価支援システム

（1）センサを用いた検査法

実際の検査では，地中，被覆や高所，トンネル内，

危険箇所等，直接目視することが困難な場合が多い。

そこで，センサを用いてこれらをサポートする研究開

発が進められており，最近の例を紹介する。

（a）疲労亀裂検知センサ 5）

疲労亀裂センサは，図― 4に示す切り込みを入れ

た長方形の小片（120 ～ 270 mm）を橋梁に貼り付け，

橋梁および小片が繰り返し荷重を受け疲れにより発生

した小片切りこみ部分の亀裂の長さを調べることで，

疲労亀裂の発生を事前に検知し損傷度の目安を示すも

のである。亀裂長さそのものを構造物の受ける累積疲

労損傷度として評価するもので，数十年程度の長期間

における構造物の応力履歴の評価が可能である。構造

が簡単で電源も不用であるため，複数箇所への設置や

取替えも容易である。従来の検査では鋼橋に生じる疲

労き裂を小さいうちに発見する必要があったが，本手

法を導入することによって橋梁本体の疲労亀裂発生前

に検知することが可能となり，構造物の安全性，信頼

性を高めるとともに，検査の大幅な効率化を図ること

ができる。

（b）橋梁下部構造物診断システム 6）

地中にある基礎構造物の健全性を直接目で確かめる

ことは難しいため，基礎の健全度を判定する方法とし

て「衝撃振動試験法（IMPACT Ⅲシステム）」（図―

5）を開発した。この試験では，橋脚や高架橋の天端

を重錘で打撃し，それにより得られる振動応答波形を

収録し，フーリエスペクトル解析を実施し橋脚や高架

橋の固有振動数を決定する。そして，この実測固有振
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図― 2 性能の確認の考え方 4）

図― 3 維持管理の手順 4）

図― 4 疲労検知センサおよび設置状況 5）

図― 5 衝撃振動試験法の概要 6）



動数と健全な場合の固有振動数を比較することで，健

全度を評価する。また，変状を発見するだけでなく，

補強効果の確認にも用いられている。

（c）河川増水時の橋脚基礎安全性評価システム 6）

河川増水時には橋脚周りの地盤が洗掘され根入長が

少なくなり橋脚基礎の安定性が低下する場合がある

が，同時に橋脚の固有振動数も低下する。このシステ

ムでは，橋脚の微動データを基に橋脚の固有振動数を

自動的に算定し，それと橋脚基礎の状態に応じて予め

定めた基準の固有振動数とを比較し，橋脚基礎の健全

性をリアルタイムで評価し列車の運転規制の可否を判

断する際の定量的な情報のひとつを提供する。システ

ムは，橋脚天端に設置する振動センサ，計測処理装置，

水位計，電源部と橋梁上で操作する表示装置とで構成

されている（図― 6）。可搬型のため設置移動が容易

で，また，バッテリ－駆動のため新たな電気設備が必

要ない。このシステムにより，作業者が増水時に点検

する場合の安全が保たれる。

（d）コンクリート剥離検知システム（赤外線法）4）

コンクリート剥落検知は至近距離での目視検査と打

音が用いられているが，足場の問題から膨大な時間と

費用を費やしている。このようなことから，鉄道総研

では，赤外線法によるコンクリート剥落検知システム

の開発も進めている。この方法は，コンクリート表面

で剥離等の変状箇所と健全な箇所で温度差が生じるこ

とを利用して，赤外線カメラで変状を検出するもので，

自然の温度分布差を利用するパッシブ赤外線法とコン

クリート表面を強制的に加熱するアクティブ赤外線法

がある。前者については，変状検出精度と気象条件の

関係を調査分析し，年間約 75 日程度の稼働率である

ことがわかった。後者については，キセノンアークラ

ンプを用いた方法を開発した（図― 7）。また，赤外

線および可視光線の撮影画像を現場においてリアルタ

イムに高精度処理し，融合補正処理した画像を出力す

ることが可能なシステムを構築した。

（e）トンネル覆工の検査技術 4）

トンネルの維持管理において，従来の目視観察・ス

ケッチにかわり，覆工表面の鮮明な映像を連続的に撮

影し，画像処理を行うことで変状展開図を作成したり，

ひび割れ等の変状の自動抽出や健全度判定を行う技術

が鉄道総研や各鉄道事業者で研究され開発されている

（表― 1）。

トンネル覆工の非破壊検査は，覆工の表面，内部，

背面を破壊せずに調査する方法で，打撃音法，超音波

法，弾性波法，電磁波法，熱赤外線法等が，鉄道総研

および各鉄道事業者で開発・実用化されている。表―

2に各方法の適用性を示す。図― 8には，JR 東日本

で実用化されている電磁波法のシステムを示す。

また，トンネル外の遠隔から，光ファイバーや導電

塗料などを利用してトンネル覆工の動きを常時監視す

る方法も研究している。前者は，光ファイバーをトン

ネル覆工に貼りつけ光の散乱によってひずみの発生位

置と大きさを長距離に渡って計測するものである。ト

ンネルのひずみ分布，ひび割れの発生あるいは補強・

補修部分の剥離等がわかる。後者はトンネル覆工に導

電塗料を帯状に塗布し，その両端で通電性をチェック

するもので，ひび割れが生じると通電しなくなること

を利用した検知方法である。安価にひび割れの発生と

その時期を調べることができるが，場所の特定や変形

の大きさまではわからない。現在，どちらの方法につ

いても実用化に向けて実際のトンネル等で，確実性，

耐久性，施工性等を検証しているところである。

（2）モニタリングシステム 7）

現在，鉄道総研で開発に取り組んでいる，IT を積
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図― 7 アクティブ赤外線法実施状況 4）

図― 6 河川増水時の橋脚基礎安全性評価システム設置状況 6）



極的に導入した「構造物ヘルスモニタリングシステム」

を紹介する（表― 3）。

（a）異常時モニタリングシステムの開発 7）

① RCラーメン高架橋損傷レベル検知システム

地震時の RC ラーメン高架橋の柱の損傷は，通常，

被災後の随時検査において目視により確認している。

しかし，柱の耐震補強として鋼板補強が用いられる事

例が増加しており，目視による損傷の把握が困難とな

っている。そこで，地震時に生じる柱の傾きの最大値

（最大応答部材角）と柱に発生する損傷（損傷レベル）

の関係が概ね把握されていることを利用して，RC ラ

ーメン高架橋柱の損傷レベル検知システムを開発した

（図― 9a）。具体的には，部材角測定装置により得ら

れたデータを，地震発生直後に Zig-Bee 無線により送

受信機を中継しながら，土木技術センター等の基地局

へ伝送するシステム，もしくは地震後の徒歩巡回等に

よる随時検査において，RF-ID タグによりデータを

回収するシステムである。最大応答部材角は，高架橋

に設置された部材角測定装置（図― 9b）内の測定棒

が傾くことにより計測位置に生じる最大変位を，線路

方向と線路直角方向に配置したピークセンサ（図―

9c）により測定し，計測した変位と支点から計測位

置までの長さから求めている（図― 9d）。この装置に

より，地震後早期に柱の損傷レベルの評価が可能にな
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手　　法
現在の適用性

調査範囲
表層 内部 背面

①打撃音法 ○ △ △ 点

②超音波法 ○ ○ △ 点

③弾性波法 △ ○ △ 点

④電磁波法 △ ○ ◎ 線～面

⑤赤外線法 ○ △ △ 面

表― 2 非破壊検査法の適用性 4）

＊表層：覆工の表面に近い部分，内部：覆工の内部

背面：覆工の巻厚，空洞の有無等

凡例

◎：実用化され広く利用されている。

○：実用化されているが，広く利用されるには改善が必要で

ある。

△：試験的に用いられている。

図― 8 マルチパス方式レーダ（電磁波）を搭載したトンネル覆工検査車 4）

手　　法

ラインセンサ
カメラ

（連続走査画像）

スリットカメラ

レーザー

赤外線カメラ
可視カメラ

パノラマカメラ

概　　要

走行しながら壁面を走査して画像を
得，連続走査画像から展開図を作成

走行速度とフィルムの送り速度を同調
したカメラにより連続壁面写真得る

主な仕様

JR東海
撮影可能最高速度

15 km/h（単線），27 km/h（複線，
片側）
幅 1 mmのクラック検出

JR北海道
撮影可能最高速度 10 km/h
幅 1 mmのクラック検出

30 － 40 km/h
幅 1 mm以下の解像度

適用実績

・ 1999 年度～稼働
・在来線

・ 1999 年度～稼働

JR西日本
・ 1999 年度に新幹線全線にて実施

レーザービームで全周をスキャニング
し画像処理を施して連続壁面画像を
得，展開図を作成

走行時ヒーターで強制加熱し，赤外線
放射量を赤外線カメラで撮影し，画像
処理後，剥離を検出．可視カメラ
（CCD）によりクラック，漏水等を検
出し，展開図を自動作成

JR東日本
撮影速度 4～ 7 km/h 以下
幅 0.5 mmのクラック検出

・ 2000 年度～稼働
・新幹線・在来線
（箱形トンネルでの実績あり）

JR西日本
撮影速度 2.8 ～ 17 km/h
幅 0.5 mmのクラック検出

・ 2001 年度～稼働
・新幹線・在来線

撮影速度 2 km/h
深さ 5 mmの剥離，幅 1 mmのクラ
ック，等を検出

営団
・ 1999 年度～稼働
（箱形トンネルでの実績あり）

パノラマカメラによりトンネル輪切り
方向に撮影したものを画像処理により
繋ぎ合せ，連続壁面展開図を作成

１晩で 1 km撮影
幅 0.2 ～ 0.3 mm のクラックも検出
可能

近鉄
・ 1991 年度～稼働

表― 1 覆工表面を撮影・記録するシステム（鉄道事業者の場合）4）



り，被災後の復旧作業の効率化や，地震発生から列車

運行再開までの時間短縮が図れる。

②地中部材の損傷自己検知システムの開発　

地中にある構造物の基礎や地中梁の損傷を検知する

システムも開発している。このシステムは，損傷検知

センサと RF-ID タグ，R/W（リーダライタ），制御・

データ収集用 PC（または PDA）により構成されて

いる（図― 10）。RF-ID タグ部は，外部より電源供給

を受けた際にひずみゲージの抵抗値を検出し，データ

を伝送する。パッシブ型のためセンサ部の電池交換等

が不要で，RF-ID タグをコンクリートに埋設するこ

とが可能である。センサ部は，損傷を確実に検知する

ため 3枚のひずみゲージで構成し，あらかじめ損傷が

発生しやすい部位に貼り付けている。PC（または

PDA）と R/W（リーダライタ）は地上で検査担当者

が用いるもので，R/W から電磁誘導方式により RF-

ID タグを起電させ，抵抗値の検出から収録までを制
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検知時 対象構造物 対象部位 検知（損傷）対象 使用センサ 伝送装置

RCラーメン （鋼板巻立て）
応答部材角の最大値 ピークセンサ

高架橋 柱

RCラーメン
（新設構造物）

高架橋
柱，地中部

軸方向鉄筋のひずみ ひずみゲージ

基礎構造物

鋼橋 同左
疲労

FGBセンサ
特定小電力

（繰返し応力等） 無線

トンネル 同左
ひび割れ ひび割れ計

微弱無線
内空変位 導電塗料

駅 仕上材
振動特性

ピエゾ素子
特定小電力

（亀裂，金具の緩み） 無線

表― 3 開発中のシステムの概要 7）

異常時

（地震時）

常　時

RF-ID タグ

Zig-Bee 無線

図― 9 RCラーメン高架橋損傷レベル検知システム 7）

図― 10 システムの基本構成 7）



御させる。図― 11に据付イメージを示す。

（b）常時モニタリングシステムの開発 7）

①鋼橋のためのシステム 7）

鋼橋の疲労亀裂の発生を予測するため，従来，電気

式ひずみゲージによる応力測定で累積疲労を評価す

る。しかし，毎回足場等が必要であることから十数年

に一度程度しか実施されず，少ない測定データで供用

開始から将来までの疲労を推定しており，評価の精度

が問題となっていた。現在開発中のシステムでは，

FBG センサ（光ファイバセンサ）を半永久的に設置

し，応力測定の頻度を増やすことで評価精度を向上で

きる。鉄道橋では列車荷重や列車の通過本数がある程

度既知であり，1年に一度程度の測定を長期間続ける

ことで十分な精度を確保できる（図― 12）。 現在，

実橋梁に FBG センサを設置し，センサの適用性につ

いて検討を行っており，ひずみゲージと同等の測定精

度が得られることを確認している（図― 13）。また，

得られた応力履歴から累積疲労を算出し，余寿命等を

評価するソフトウェアの開発も進めている。

②トンネルのためのシステム 7）

トンネルでは維持管理や近接施工の影響度合を把握

するためにひび割れ計や内空変位計によりモニタリン

グが実施される場合がある。しかし，列車上空にある

構造物であるため，計測器を多数設置する場合には配

線が障害になる。また，施工時の費用，剥離等の安全

性の問題も懸念されるため，無線通信（図― 14）の

適用性を検証している。現在，（1）トンネル坑内の小

型計測器間の通信，（2）トンネル構内から坑口までの

長距離通信，の 2種類の無線システムを検討している。

現時点では，（1）に対応する無線計測器の作成，

PC を利用したトンネル保守台帳とのリンクを中心と

して開発している 9）。無線計測器は，π型変位計，ア

建設の施工企画　’07. 1030

図― 11 施工時の据付イメージ 7）

光ファイバセンサ�

光ファイバセンサ�

光ファイバセンサ�

検査ごとに�
現地に行って測定�

接続端子�
接続端子�

接続端子�

測定器�

図― 12 FBGセンサシステムの運用方法 7） 図― 15 簡易供試体を使用した測定例 7）

図― 13 ひずみ履歴の比較 7）

図― 14 無線システム概念図 7）



ンプ，アクティブ型 RF-ID タグを組み合わせたもの

で，鉄道トンネルでの適用性を確認中である。また，

計測したデータをトンネル覆工の変状展開図上で可視

化できるシステムを作成した（図― 15）。

③鉄道建築物のためのシステム 7）

駅舎等の鉄道建築物は，風雨や列車通過時の圧力変

動・列車振動により仕上部材等で損傷や劣化が生じる

ことがある。これを事前に検知するためには，仕上材

の挙動を詳細に測定する必要がある。そこで，ピエゾ

素子をセンサとし，列車通過時の圧力変動や列車振動

により生じる部材の変形・振動から，損傷に応じた部

材の固有振動数やひずみの相対変化等を推定するコン

パクトな損傷モニタリングシステムを開発している。

このシステムでは，データ収集に特定小電力無線機を

想定しており，測定データを不揮発性メモリ等に一度

蓄積し，必要に応じてホーム上まで転送することでデ

ータ通信に必要な電力消費を軽減している。また，ピ

エゾ素子が発生する電気エネルギーを補助電源として

利用することで，電源の長寿命化を目指している（図

― 16）。

（3）健全度評価支援システム

鉄道構造物の検査および健全度診断には，多くの経

験と労力および知識を必要とする。様々な研究成果か

ら，鉄道構造物維持管理標準・同解説の解説や付属資

料，各種マニュアル，手引き，事例集等に健全度評価

をサポートする考え方，図表，事例が記載されている。

これらに加え，具体的な業務を支援するシステムの開

発も行われているので紹介する。

（a）鋼橋・コンクリート構造物健全度診断支援する

システム（橋守）6）

このシステムは，鋼橋・コンクリート構造物の総合

的な健全度診断システム（図― 17，18）であり，測

定システム，評価システム，データベースより構成さ

れている。全般検査の支援としては，目視検査支援シ

ステム，ひび割れ記録等の機能があり，携帯型端末を

用いた検査の実施や，検査後の結果記録，報告書作成

を支援する他，過去の検査履歴をリンクしたデータベ

ースから呼び出すことができる。また併せて，維持管

理標準の判定基準，過去の同種変状の事例，対策事例

なども表示させることができる。個別検査については，

鉄筋かぶり，中性化深さ，塩化物イオン量などを測定

する機器，評価システムは，荷重相当値，等価繰返し

回数等の荷重評価，中性化，塩害の変状予測，耐荷力

の算定などによる構造物の健全度判定を行うプログラ

ムから構成されている。特徴は，実橋測定から耐荷力，

耐久性や走行性などの定量的診断を一貫して行うこと

ができ，さらに算定結果も報告書の書式で出力される。

（b）トンネル健全度診断システム 8）

鉄道総研では，古くからトンネル健全度診断の自動

化の研究も進めてきた。このシステムは，撮影画像や

電子化された変状展開図等の検査記録，およびトンネ

ル諸元，地形地質，構造，補修履歴等の基本情報を入

力することにより，自動的に変状を抽出し，変状の原

建設の施工企画　’07. 10 31

図― 16 鉄道建築仕上部材モニタリングシステム 7） 図― 17 目視検査支援システムの概念図 6）

図― 18 全体システムの概要 6）



因推定および健全度診断ができるシステムである（図

― 19）。このシステムを用いることにより，全般検査

の省力化が図れるだけでなく，変状現象を自動的に診

断することにより，経験の少ない技術者でもより精度

の良い分析が既存の検査データからできる。このシス

テムは，前述した打音検査装置や光ファイバーによる

トンネル覆工常時監視システム等，最新の研究・開発

している検査技術から得られたデータも盛り込んで判

定できるように構築されている。このシステムは

「Tunos」として，商品化されている。

（c）構造物維持管理支援システム 6）

鉄道総研は「鉄道構造物等維持管理標準」の制定に

合わせて全国 14 の鉄道事業者（大手民鉄及び公営地

下鉄）と共同で，鉄道構造物の検査業務を支援するシ

ステムを開発した。 開発にあたってのコンセプトは，

①検査の効率的な実施をサポート，②検査結果のばら

つきを抑制するシステム，③検査結果の保管および活

用をサポートするシステム，の開発で，鉄道事業者と

鉄道総研で同じシステムを使い維持管理のばらつきを

なくし，また，共に維持管理に関する勉強を進め，ノ

ウハウ等を共有すること，システム開発費・維持費を

複数の鉄道事業者で按分し 1社あたりの費用負担の軽

減を図ることである。この考え方をもとに上記①につ

いてはデータベース，事務所端末，現地端末のネット

ワーク化，②については健全度の判定補助機能の開発，

③についてはデータベースシステムの構築を行った。

特に，健全度の判定補助機能は，現場において端末

上で変状の位置，程度，規模などの情報を 3× 3の簡

単なマトリックス（表― 4）上で選択すると，目安の

判定が自動表示される（図― 20）もので，これを参

考に検査員が判定を下す仕組みになっている。検査時

の健全度判定の考え方を，データとして残したり，初

任者の教育システムとして活用するといった利点もあ

る。現在，各鉄道事業者で運用が始まると共に，運営

協議会を立上げ，システムの改良の検討や維持管理手

法の勉強・情報交換の場として利用している。また，

14 事業者以外の鉄道事業者にも参加を広く呼びかけ

ており，協議会会員は現在 20 社を超えている。

4．おわりに

鉄道構造物について，メンテナンス対象構造物量の

増加，労働力・技術者の不足，技術力の低下，技術継

承の困難さ等の現在の問題点の解決を目指し，鉄道総

研や各鉄道事業者で取り組まれてきた，検査，モニタ

リング，健全度評価技術に関する研究開発について述

べてきた。これらを要約すると，より少ない人員で，

経験の少ない技術者でも，確実でバラツキのない維持

管理を，経済的に行えるようなシステムを，実現象に

対する地道な分析・研究をもとに，IT 等の先端技術

を活用して構築していくことが，当面の課題と考えら

れる。

また，機器や書物によるサポートだけでなく，維持

管理に従事する技術者の技術力の維持向上，人員の確

保を図っていくことも必要であり，ハード面のみなら

ずソフト面でのシステム化も必要と考えられる。具体

的には，

①現場の技術者と研究者あるいは若手技術者とベテラ

ン技術者が意見交換をし，一緒に勉強できるシステ

ムの構築

②IT を応用した自動判定システム等を用いた教育シ

ステムの構築

③維持管理に関する資格制度の充実

建設の施工企画　’07. 1032

図― 19 トンネル健全度診断システム 6）8）

目安判定�総合判定�
目安判定スイッチ�

マトリクスの選択�

図― 20 目安判定マトリクスの入力画面 6）

項目 大 中 小

規模 幅 3 mm以上 幅 1～ 3 mm 幅 0.5 ～ 1 mm

分布 閉合 平行 or 交差 単独

漏水 連続的に流下 滴下 or 滲み 漏水なし

表― 4 目安判定マトリクスの入力例 6）



等である。

最後に，今後は，ハードとソフト両面での研究開発

を進め，安全で信頼される構造物の維持に寄与したい

と考えている。

《参考文献》
1）市川篤司：鉄道構造物等維持管理標準・同解説（維持管理標準），平
成 18 年度 鉄道総研　鉄道技術推進センター講演会「維持管理標準の
概要と土木構造物・軌道のメンテナンス実務」テキスト，2006．

2）片寄紀雄：最近の災害と対策，JREA，日本鉄道技術協会，Vol.29，
No.9，pp8-12，1986．

3）市川篤司：鉄道構造物の新しい維持管理体系，鉄道総研報告，Vol.19，
No.12，pp1-5，2005．

4）国土交通省鉄道局監修，7鉄道総合技術研究所編：鉄道構造物等維
持管理標準・同解説（構造物編），丸善，2007.

5）杉館政雄，後藤貴士，阿倍允：疲労き裂センサーの鋼橋への適用に関

J C M A

する検討，RRR，鉄道総研，Vol.57，No.6，pp8-11，2000．
6）鉄道総研：鉄道事業者等に利用されている鉄道総研の成果，鉄道総研，
2007．

7）仁平達也，小林裕介，峯岸邦行，磯野純治，仲山貴司，山田聖治，佐
藤紀生，小西真治：鉄道構造物におけるヘルスモニタリングシステム
の開発，検査技術，2007．9 月出版予定

8）津野究，小島芳之，栗林健一，蒲池秀矢：トンネル健全度診断システ
ムの開発，平成 16 年度土木学会全国大会　第 59 回年次学術講演会
概要集，6-086，2004．

建設の施工企画　’07. 10 33

［筆者紹介］
小西　真治（こにし　しんじ）
財団法人鉄道総合技術研究所
構造物技術研究部
部長

建設の施工企画　2005年バックナンバー
平成 17年 1月号（第 659号）～平成 17年 12月号（第 670号）

1 月号（第 659 号）

建設未来特集

2月号（第 660 号）

建設ロボットと IT技術特集

3月号（第 661 号）

建設機械施工の安全対策特集

4月号（第 662 号）

建設機械施工の安全対策特集

5月号（第 663 号）

災害復旧・防災対策特集

6月号（第 664 号）

建設施工の環境対策特集

7月号（第 665 号）

建設施工の環境対策─大気環

境特集

8月号（第 666 号）

解体・再生工法特集

9月号（第 667 号）

専門工事業・リースレンタル

特集

10 月号（第 668 号）

海外の建設施工特集

11 月号（第 669 号）

トンネル・シールド特集

12 月号（第 670 号）

特殊条件下での建設施工機械

特集

■体裁　A4判

■定価　各 1部 840 円

（本体 800 円）

■送料　100 円

社団法人　日本建設機械化協会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8（機械振興会館）

Tel. 03（3433）1501 Fax. 03（3432）0289 http://www.jcmanet.or.jp



1．はじめに

（独）水資源機構の事業は，農業用水，工業用水，水

道用水を供給する利水事業から，洪水調節，既得用水

の確保，水環境の保全などの治水事業まで多方面にわ

たり，国民生活や経済活動に無くてはならないライフ

ラインとなっている。

（独）水資源機構が保有するゲート設備やポンプ設備

などの機械設備は，これら事業の主たる機能である取

水，制水，揚水，排水などを担うものであり，これら

設備が機能を失った場合，その目的の重要性から地域

社会に与える影響は非常に大きなものとなる。

機械設備は，構成している機器，部品が運転に伴い

回転・摺動するため摩耗や経年劣化により故障や機能

低下を生じる宿命にあり，設備機能を正常に維持する

ためには，日常点検，定期点検，点検結果に基づく修

理，故障を未然に防止するための部品交換や機器更新，

機能等が低下した設備の更新など多岐にわたる維持管

理が必要である。

（独）水資源機構は，平成 6 年に機械設備の点検・整

備基準，機器の標準更新年数および判定基準値などを

定めた「機械設備管理指針（案）」を制定し，設備の

維持管理を行ってきたが，設備数の増加に伴い年間に

要する維持管理費が増大してきたため，将来に向けた

社会資本の効率的な維持管理を実現することが組織の

命題となった。

このため保全方法の決定に設備の社会的重要度分類

と原子力産業や航空機産業などで一般化している信頼

性工学を導入し，設備の信頼性を現状水準に確保した

上で保全方法の最適化と保全コストの適正化を図り，

機械設備の維持管理を合理的かつ論理的とした。

2．検討上の課題と対応策

これまでの機械設備の維持管理は，「設備の故障は

一切許されない」とする観点から，故障を発生させな

い予防保全を基本に実施されていた。

また，ダムの設備と水路の設備のように設置目的や

稼働形態の異なる設備を画一的に維持管理していたこ

とから，適用していた保全方法が合理的でない面もあ

った。

これらの現状を踏まえ，検討課題および対応策とし

て次の項目を抽出した。

〈検討課題〉

①設備の設置目的（治水目的，利水目的など）により，

社会的重要度が異なり，自ずと保全方法（項目，周

期など）も異なるべきではないか。

②設備機能に大きな影響を与えない機器・部品は，事

後保全（故障発生後に機能修復）にできるのではな

いか。

③設備の運転形態（常用系，待機系）により保全方法

（項目，周期など）を変えるべきではないか。

建設の施工企画　’07. 1034

（独）水資源機構では，治水施設や利水施設などの社会資本の効率的な維持管理を実現するために，これ
まで画一的に実施してきた予防保全を見直し，設備の特性に応じた保全方法を採用することとした。
保全方法の採用に当たっては，設備の社会的重要度分類と高い信頼性を要求される原子力産業や航空機
産業などで用いられている FMEA（故障モード影響解析）と RCM解析（信頼性重視保全計画解析）の
信頼性工学をゲート設備やポンプ設備などの機械設備に適用し，設備の信頼性を現状の水準に確保した上
で，事後保全の採用，点検周期の延長，点検項目の削減などにより保全作業の合理化とコストの縮減を図
った。
この報文は，機械設備の維持管理を合理化するために実施した検討内容および解析手法などについて報
告するものである。
キーワード：社会資本の効率的維持管理，設備の社会的重要度，信頼性工学，最適保全方法

設備の重要度と信頼性解析を判断基準とした
機械設備の維持管理

平　子　啓　二

特集＞＞＞ 維持管理・延命



〈対応策〉

①設備の社会的重要度分類基準の設定。

②設備の維持管理に関する合理的解析手法の選定（解

析手法の選定・評価）。

③設備の社会的重要度分類に応じた保全方法の決定。

3．設備の社会的重要度分類

機械設備の社会的重要度分類の検討に当たり，次の

思想を分類の指標とした。

指標に沿って，設備の設置目的・機能および設備規

模から，社会的重要度分類するための具体的分類基準

を表― 1のとおり整理した。

分類基準は，定性的なものとし，設備分類の大枠の

みを規定するものとした。

また，代替設備の有無，設備の冗長性，設置場所の

条件や設備の持つ特殊性などにより，重要度レベルを

調整できる柔軟な分類基準とした。

4．社会的重要度分類と適用保全方法

設備の社会的重要度分類により，論理的に類似の社会

的重要度別グループに区別することが可能となり，保全

作業の合理化を検討する際の区分とすることができた。

分類における社会的重要度区分Ⅰが故障時における

社会的影響が大きい設備，つまり維持管理を重点的に

実施すべき設備とし，区分毎に適用する保全方法は，

表― 2とした。

当該設備が何らかの故障によりその目的・機能

を達成できない状況を想定し，そのことに起因す

る国民生活や資産などの被害規模

設備区分Ⅱに求められる信頼度は，当該設備故障時

の社会に与える影響度が設備区分Ⅰより小さいので，

信頼度も小さくできると考え，点検周期を延長して信

頼度の調整を図った。設備区分Ⅱの信頼度は，暫定的

に設備区分Ⅰの 90 ％信頼度とし，点検周期を設備区

分Ⅰの 2倍として今後の保全作業のなかで周期の検証

を行うこととした。設備区分Ⅲの設備については，設

備区分Ⅱよりさらに地域社会への影響が少ないことか

ら，要求信頼度を引き下げ事後保全とした。

5．合理的解析手法の選定

機械設備は，「目的に応じた機能や性能（品質）」を

持ち，「使用に当たっては故障が少なく安定して使用

できる（信頼性）」ことが求められる。

信頼性が品質と並ぶ製品の性能であると認識された

のは，第二次世界大戦以降アメリカ国防省が信頼性評

価技術の検討を始めたことが契期となっている。

その後原子力産業，航空機産業など各分野で信頼性

技術が導入され各種解析手法が開発，改良され現在に

至っている。

信頼性工学でシステムの故障率を求める手法として

は，一般的に FMEA（Failure Mode and Effects

Analysis）と FTA（Fault Tree Analysis）が広く知

られている。
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表― 1 機械設備の社会的重要度分類基準

分類基準

レベルⅠ

社会的影響度大

レベルⅡ

社会的影響度中

レベルⅢ

社会的影響度小

公衆の人命・財産もしくは社会

経済的に重大な影響を及ぼす恐れ

がある場合。

利水事業者の活動を介して，社

会経済的に影響を及ぼす恐れがあ

る場合。

社会へ影響を及ぼす恐れがない

（小さい）場合。

内　　　　　　　　　　　　　　　容

洪水・高潮などの危険が発生した場合に，災害の発生を防止し，被害を

軽減することは（独）水資源機構施設の責務である。これら治水目的に設置さ

れた機械設備が正常に機能しない場合，重大な災害を引き起こし，直接的

に公衆の人命や財産が危険にさらされ，かつ社会経済的にも重大な影響を

及ぼすことが想定される。よって，これら設備をレベルⅠ（社会的影響度

大）に分類した。

農業用水，工業用水，水道用水，発電用水などの供給と河川流水の機能

を正常に維持することは（独）水資源機構施設の責務である。これら利水目

的・環境保全目的で設置された機械設備が正常に機能しない場合，利水事

業者の活動などを介して地域社会の活動に影響を及ぼす恐れが想定され

る。よって，これら設備をレベルⅡ（社会的影響度中）に分類した。

当該設備の故障影響が機構内部での被害に留まり，国民生活や資産に直

接的影響を与えない（もしくは影響が非常に小さい）場合は，レベルⅢ

（社会的影響度小）に分類した。

表― 2 設備区分と適用保全方法

設備区分 分　類　基　準 適用保全方法

Ⅰ 故障時の社会的影響度　大 予防保全

Ⅱ 故障時の社会的影響度　中 予防保全

Ⅲ 故障時の社会的影響度　小 事後保全



FMEA がシステムにおける全ての機器，部品の故

障を解析できるのに対して，FTA は頂上事象と無関

係な機器，部品については解析されないため，通常は

明確な問題点が設定できる場合には FTA が用いら

れ，問題点がどこに潜んでいるか判断できないときは

FMEAが用いられる。

今回の解析は，全ての機器，部品を対象とした

FMEAを採用した。FMEAは，システムの弱点箇所

や故障率を検討できるが，この結果を以て適切な保全

計画を立てることは難しい。FMEA などを用いて最

適コストの保全方法を検討する手法は，アメリカの航

空会社で開発された RCM解析（Reliability Centered

Maintenance 解析）が最も広く用いられている。こ

の RCM解析は，対象となるシステムの機器や部品が

有する機能と，各機器などの故障が及ぼす影響を信頼

性データ（FMEAなど）に基づき明確にし，機能面，

安全面，経済面などにおける重要な故障について，そ

れに対処するために適用可能で効果的と考えられる保

全作業を体系的に選定できる解析手法である。RCM

解析を適用することにより，次の成果が得られる。

①効果の少ない予防保全を削減し，事後保全とできる。

②設備稼働状態を考慮しながら，時間計画保全から状

態監視保全に移行できる。

③必要な時間計画保全を選定し，その保全頻度を最適

化できる。

④保全作業の最適化により保全コストを縮減できる。

FMEA と RCM 解析による具体的解析フローを図

― 1に示す。

6．FMEAの実施

標準モデルに従いサブシステムの構成要素である機

器，部品毎に故障モードを抽出し，抽出した各故障モ

ードについて致命度Ⅰ～Ⅳの 4段階に分類し，その故

障が上位のサブシステム，システムに与える影響を解

析した。

システムの機能に重大な影響を及ぼす機器，部品

（致命度Ⅰ・Ⅱ）については，システムの信頼性を確

保するため，故障を発生させない予防保全を施し，逆

にシステムの機能に大きな影響を与えない機器，部品

（致命度Ⅲ・Ⅳ）については，できる限り事後保全と

して機器，部品の寿命を使い切ることにより保全コス

トの縮減を図ることとした。FMEA の致命度評価と

RCM解析への展開を表― 3に，FMEAの解析結果を

表― 4に示す。

建設の施工企画　’07. 1036

表― 4 FMEAワークシート（抜粋）

設備名：非常用洪水吐きゲート

サブシステム名：ワイヤーロープウィンチ式開閉装置

部品名 機能 故障モード 故障原因
故障の影響 致命度

サブシステム 設備（システム） （故障等級）

電動機 ゲート開閉用動力 過熱
過負荷，固着，保

機能低下 機能低下 Ⅱ（予備機有り）
護装置故障

電動機 ゲート開閉用動力 振動，異音
偏芯，ベアリング

機能低下 機能低下 Ⅱ（予備機有り）
経時劣化機能低下

電動機 ゲート開閉用動力 絶縁抵抗不良 湿気，経時劣化 機能低下 機能低下 Ⅱ（予備機有り）

電磁ブレーキ 電動機の制動 固着
腐食，間隙調整不良，

機能停止 機能低下 Ⅱ（予備機有り）
ライニング磨耗

設備形式：ラジアルゲート（ワイヤロープウィンチ巻上式）

冗長性（予備設備）：なし

表― 3 FMEAの致命度分類とRCM解析への展開

致命度

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

故障評価

致命的（機能

停止）

重大（機能低

下）

軽微（機能維

持可能）

微小（機能に

支障なし）

保　全　方　法

予防保全を基本とし，RCM 解析に

展開。（当該故障が発生した場合，

システムが機能停止もしくは機能低

下に陥ることから，設備の信頼性を

確保するため予防保全を実施し，故

障発生を未然に防ぐ。）

事後保全を基本とする。（当該故障

が発生した場合においても，システ

ムの機能維持が可能なため，コスト

効果を考え，異常が発生した時点で

補修等を実施する事後保全とする。）図― 1 FMEAをベースにしたRCM解析フロー



7．RCM解析の実施

FMEA により故障等級が上位（致命度Ⅰ・Ⅱ）と

判断された機器，部品の故障モードにつき，図― 2

の故障モード影響評価 RCM ロジックツリーを用い

て，各々の故障発生におけるシステムへの影響を，影

響別に分類した。このロジックツリーにより機器，部

品の故障モードを FMEAにおける影響評価よりさら

に踏み込んだ具体的な影響別に分類し，その結果を基

にそれぞれの影響内容に応じた保全計画を策定した。

図― 2により分類したそれぞれの影響内容と採用

すべき保全方法の基本ルールは，表― 5のとおりと

した。

そして次に，図― 3の保全方法選定 RCMロジック

ツリーに従い最適な保全方法を選定していった。

保全方法選定 RCMロジックツリー上，日常保全は

基本的に全ての機器，部品に適用されるものであり，

他の保全作業は上から順に保全コストが経済的に有利

な並びとなっているため，ツリーに従って上から順に

保全作業を検討し，最初に適切と判断された保全作業

が最も経済的な保全方法となる。

保全方法選定 RCMロジックツリーを適用する際の

留意点と保全周期の設定について次に示す。

（1）機器，部品の劣化モードと発生頻度

機器，部品の劣化状態は，それぞれ独自の劣化・故

障特性を有していることから，劣化モードを腐食・経

時劣化タイプ，脆化タイプ，突発タイプの 3タイプに

分類した。そして，劣化モードに適応した保全方法を

設定するため，劣化モードと適用保全方法を表― 6

のとおり整理した。

建設の施工企画　’07. 10 37

図― 3 保全方法選定RCMロジックツリー

図― 2 故障モード影響評価RCMロジックツリー

表― 5 保全方法採用の基本ルール

RCM影響評価結果

1．機能への影響

機能への影響

（隠れた故障）

コストへの影響

（隠れた故障）

2．運転への影響

コストへ影響

保全方法採用の基本ルール

致命的故障もしくは高リスク故障で

あることを考慮し，定期保全（清

掃・給油）以下，いくつかの保全方

法を組合せた保全方法を採用する。

経済性を考慮し，定期保全（清掃・

給油）の他，モニタリング保全（日

常点検），オンコンディション保全

（定期点検），経時保全（分解点検，

調整，取替）の順に検討し，いずれ

か有効な保全方法を採用する。



突発タイプに分類される故障モードの場合，当該故障

の発生頻度も考慮しながら予防保全の要否を検討する

こととした。ゲート構造部材の損傷，変形など事故に

より引き起こされる故障モードについては，非常に発

生頻度が低いため予防保全の適用は適切でないと判断

したが，突発タイプでも重要な機器，部品でかつ故障

発生頻度が高いものについては経時保全（定期的な分

解整備等）による予防保全を採用した。

（2）設備の稼働形態

設備の稼働形態の違いによる適用保全方法は，表―

7のとおり整理した。

常用系設備においては，日常点検で設備の不具合の

大半を発見できることから，従来の定期点検から日常

点検への移行が可能となり，定期点検項目の大幅削減

に繋がった。

（3）保全周期

RCM ロジックツリーにより保全方法を選定した

後，各保全作業の最適周期を設定した。日常点検は，

通常業務時に常に実施するので，点検周期は設けない。

また，日常保全（清掃，給油など）は，設備構成，運

転状況などにより，各設備毎に異なるので各種条件を

勘案のうえ設備毎に保全周期を設定した。

定期点検については，次の考えに基づいて点検周期

を設定している。

各機器における定期点検周期は，機器毎の故障率と

数量による関数から定量的に配分した。サブシステム

が K 種類の機器から構成されていて，サブシステム

の平均保全周期Mが判明している場合，機器 i に配

分される保全周期Mi を次式で求めた。

n：機器の数量　λ：機器の故障率

この式は，各機器の故障率にその機器の数量で重み

を付け，その「数量×故障率」の総和に占める各機器

の「数量×故障率」の割合から平均保全周期Mを各

機器の保全周期Mi として配分する式である。つまり

機器数量と故障率から保全周期を機器毎に割り振って

いる。

ここまで述べてきた RCM解析手法を用いた解析結

果を，表― 8に示す。

8．標準点検項目表

設備の社会的重要度分類，FMEA および RCM 解

析を経て，予防保全適用となった機器，部品の標準点

Mi＝�
M・ （ni・λi）�

K・ni・λi

Σ�
l

K
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表― 6 機器・部品の劣化モードと適用保全方法

劣化モード

A

腐食・経時

劣化タイプ

B

脆化タイプ

C

突発タイプ

定　　義

劣化の進行が，時間・使用頻度に

比例する場合。

潜伏期間中は，徐々に劣化が進み，

ある時点を過ぎると急激に進行す

る場合。

故障が突発的に発生する場合。

適用保全方法

予防保全により，劣化の兆候および進行状況を把握することができる。よっ

て予防保全を適用。

予防保全により，劣化の兆候を把握することができる。よって予防保全を

適用。

故障が突発的に発生することから，事前に不具合の兆候を発見・把握する

ことができない。よって事後保全にて補修，交換を実施。

表― 7 設備の稼働形態と適用保全方法

稼働形態

常用系設備

待機系設備

定　　義

日常的に，その駆動部（電動機・

内燃機関）が稼働している機械設

備。

日常の大半は待機状態で，その駆

動部が稼働しておらず，必要に応

じて稼働する機械設備。

適用保全方法

常用系設備は，日常的に運転していることより，定期保全（清掃・給油）

とモニタリング保全（運転時点検）を基本とし，できる限りモニタリング

保全で対処し，管理運転は極力減らす方向とした。

各種計測（板厚，絶縁抵抗値，ワイヤロープ径など）や，運転時の点検で

カバーできない没水部分の保全などをオンコンディション保全（定期点検）

による実施とした。

待機系設備は，待機状態にあることより，定期保全（清掃・給油）とモニタ

リング保全（巡視点検）が日常保全の中心となり，オンコンディション保全

（定期点検）により定期的に管理運転を実施し，駆動・制御設備および没水

部を保全することとした。

運転時のモニタリング保全（運転時点検）は，その運転頻度が低いことか

ら現実的とは言えないので，RCM解析に反映させないこととした。
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表― 8 RCM解析ワークシート（抜粋）

設備名：非常用洪水吐きゲート

サブシステム名：ワイヤロープウインチ式開閉装置

部品・ 故　障 故　障 劣化 致命度 現状 算出 影 響 度
予防保全

予防保全作業の内容

機器名 モード 原　因 モード 故障等級 周期 周期 分析結果
作業

① ② ③オンコンディション保全

（YES/NO）
定期保全 モニタリング 保全 作業の

保全 作業 周期

過負荷，固着
（現状周期を

運転への影響
運転時

電動機 過熱
保護装置故障

B Ⅱ 1ヶ月 1とする）
（予備機有り）

Y 清掃 触診・作動確認 －

1.0 電流・電圧値確認

偏芯，ベアリ 運転への影響
運転時

〃 振動，異音
ング経時劣化

B Ⅱ 1ヶ月 1.0
（予備機有り）

Y 清掃 目視・触診 －

作動確認

〃
絶縁抵抗 湿気

A Ⅱ 1年 0.9
運転への影響

Y 清掃 －
絶縁抵

1年
不良 経時劣化 （予備機有り） 抗測定

腐食
運転への影響 運転時

電磁ブレーキ 固着 調整不良 A Ⅱ 1ヶ月 1.9
（予備機有り）

Y 清掃
作動確認

－

ライニング磨耗

設備形式：ラジアルゲート（ワイヤロープウインチ式）

冗長性（予備設備）：なし

表― 9 標準点検項目表（抜粋）



検項目表を表― 9に示す。この標準点検項目表を基

に定期点検を実施している。

9．おわりに

画一的な予防保全を基本としてきた機械設備の維持

管理を，原点に立ち返り「機械設備の維持管理は如何

にあるべきか」と設問し，それぞれの保全方法に論理

的根拠付けを行って，今回の検討を取りまとめた。今

回の検討の解析フローを図― 4に示す。

今回の検討によって得られた成果は，次と判断して

いる。

①保全作業の合理化

設備状況に応じた保全作業が効率的に実施できるた

め，業務遂行が合理的となった。

②コスト縮減

事後保全の導入，運転時点検の採用および点検間隔

の延長などにより保全コストを縮減できた。

③技術力向上

状態監視保全となり担当職員の技術的判断を要する

ことから，結果として技術力が養成された。

④保全データの活用による合理化

保全データの解析により同種設備の寿命予測，故障

傾向の予知などが可能となり，保全作業が合理的とな

った。

その他に長期的な整備計画の精度向上やユーザー説

明の質向上などにも効果があったと考えている。

（独）水資源機構においては，今回の解析と併行して

保全作業のデータ集積と解析を目的とした「機械設備

保全支援システム」を構築した。さらに，保全作業の

実運用に関する手引き書「機械設備保全実務要領」を

作成して保全作業の効率化に取り組んでいる（図―

5）。

また，今回の検討で解析が十分でなかった機器，部

品などの更新，取替年数などについても保全データを

基にしてワイブル解析を用いて検討中である。この検

討内容についても機会があれば報告したいと考えてい

る。

日本が人口減少に転じた今，社会資本の適切な維持

管理体制の構築は社会の急務と考える。社会資本の効

率的な維持管理に拙文が少しでも役立てば幸甚であ

る。

《参考文献》
1）小野寺勝重：保全性設計技術，日科技連，1999
2）小野寺勝重：実践FMEA手法，日科技連，1999
3）塩見　弘：信頼性工学入門，丸善，1998
4）伊藤邦夫： RCM（信頼性重視保全）による保全作業の最適化，
PETROTECH Vol.23 No.8（社）石油学会，2000

5）電力中央研究所報告：原子力発電所に関する確率論的安全評価用の機
器故障率の算出，2001

6）土木研究所資料：機械設備の信頼性評価に関する調査研究，1990
7）土木研究所資料：機械設備の信頼性評価に関する調査研究（第二報），
2001
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図－ 4 機械設備保全方法解析フロー

図― 5 保全作業実施フロー

［筆者紹介］
平子　啓二（ひらこ　けいじ）
独立行政法人水資源機構
ダム事業部
機械課長



1．はじめに

近年，各地で大きな地震が発生しており，旧基準で

建設された既存建築物の耐震診断・補強が積極的に進

められている。これまでの耐震補強技術は，耐震壁の

増設・新設や鉄骨ブレース増設，柱の増し打ち補強な

ど，既存建物内部に補強部材を設置する方法が主流で

あり，居ながら施工，工期の制約，および施工時の振

動・騒音や粉塵などが補強工事の問題となっていた。

そこで，筆者らは既存建物内部をほとんど触ること

なく外部から補強する技術に関し，土木分野の PC斜

張橋（写真― 1）などに用いられている斜め PC 鋼材

に着目し，従来の耐震補強の考え方を発展させた新し

いタイプの外付け耐震補強構法（パラレル構法）を開

発した。

本構法は，補強工事に伴う施工条件や制約を大きく

改善でき，また補強後の建物の使用性の面から，鉄骨

ブレースなどと比較して径の細い PC鋼材を用いるた

め，室内からの眺望や通風・採光を確保でき，内部の

使用環境にほとんど影響を与えないという特徴を有し

ている。

補強後の建物外観（写真― 2）では，補強前の景観

を大きく損なうことはなく，パラレル補強の斜め PC

鋼材を利用し，クリスマスに合わせてイルミネーショ

ンを実施するなど効果的に利用されている（写真―

3）。

建設の施工企画　’07. 10 41

近年，公共建築物などを対象として耐震補強が行われているが，その補強技術は耐震壁の増設・新設や
鉄骨枠付ブレース増設などに代表される既存建物内部からの補強が多く見られ，建物を使用しながらの補
強が困難であることが多い。そこで，本報告では外付けによる耐震補強技術の一つとして，土木分野にお
ける PC斜張橋のイメージに着目し，斜め PC鋼材を応用した外付け耐震補強構法（パラレル構法）につ
いて，構法の概要，補強設計の考え方および小学校校舎の施工事例について報告するものである。
キーワード：既存建築物，外付け耐震補強，斜め PC鋼材，地震時変形，補強後景観，意匠性

斜めPC鋼材を用いた耐震補強（パラレル）構法

荒　木　玄　之・関　口　智　文・林　田　則　光

特集＞＞＞ 維持管理・延命

写真― 1 PC斜張橋のイメージ

写真― 2 パラレル補強後の景観

写真― 3 イルミネーションの状況



本報告は，パラレル構法の概要と小学校校舎の耐震

補強工事について述べる。

2．パラレル構法の概要

（1）構法概要

パラレル構法は，基礎梁とプレキャストの柱・梁と

斜め PC 鋼材で構成されるパラレルフレームを新設

し，既存 RC造建築物の外構面に一体化して補強する

ものである。

既存骨組とパラレルフレームは，上部構造では PC

鋼棒による圧着接合，基礎部はあと施工アンカーによ

る接合によって一体化され，外付けの補強フレームを

形成する（図― 1）。パラレルフレームは 1 本柱と 2

本柱，多本数柱の 3 タイプに分類され（図― 2），そ

れぞれバルコニー先端にも取り付けることが可能であ

る。既存建築物の条件に応じて，意匠性や補強耐力，

施工性と経済性など，総合的に判断して選定する。

（2）補強の原理

（a）応力抵抗機構

本構法の応力伝達機構を図― 3に示す。初期緊張

力導入時はパラレルフレーム内で応力が釣合い，安定

している。地震時には予め緊張した PC鋼材が，引張

側は緊張力を増し，圧縮側は緊張力を開放しながら地

震力に抵抗する。つまり，パラレルフレームが，各階

の補強目標とする終局時層間変形角まで変形すること

に伴って，斜め PC鋼材が伸縮して地震力に抵抗する

応力抵抗機構を示す。

（b）斜め PC鋼材の応力状態

斜め PC鋼材の地震時荷重の変動範囲を図― 4に示

す。本構法では，斜め PC鋼材の引張ひずみが降伏ひ

ずみ以下となるように変形性能を制限しているため，

地震時変動荷重に対し，斜め PC鋼材を弾性域内，か

つ引張状態に留めるように初期プレストレスの導入量

を設計している。

斜め PC 鋼材の地震抵抗力は，斜め PC 鋼材の水平

抵抗力が各階の必要補強耐力を満足するように，最上

層から下層階へ順次決定している。すなわち，斜め
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図― 3 応力伝達機構

図― 4 斜め PC鋼材の地震時挙動範囲

図― 1 パラレルフレームの構成と接合方法

図― 2 パラレルフレームの種類



PC 鋼材の水平抵抗力と必要補強耐力の関係から，斜

め PC 鋼材の断面積（Api）を定めて各層の補強耐力

を定めている。

3．補強工事

パラレル構法を適用した聖学院小学校校舎の耐震補

強工事について紹介する。ただし，本工事では，パラ

レル構法による補強工事以外にも壁の増打補強や建物

内部の設備工事も含まれているが，ここでは，パラレ

ル構法による耐震補強について述べる。

（1）工事概要

建物概要を以下に示す。

工事名称：聖学院小学校校舎・体育館耐震補強工事

工事場所：東京都北区中里 3-13-1

建物用途：学校

建物形式：RC造

建物規模：地上 4階　塔屋 1階

延床面積： 3,063.0 m2

基礎形式：直接基礎

補強仕様：パラレルフレーム 4層 1本柱タイプ

1基設置

パラレル補強：自 平成 16 年 7 月 18 日

工　　　　期　至 平成 16 年 8 月 31 日（Ⅰ期工事）

自 平成 16 年 12 月 21 日

至 平成 17 年 1 月 10 日（Ⅱ期工事）

補強工事設計・施工：鹿島建設株式会社

（2）補強計画

補強計画では，建物の敷地条件などを考慮し，桁行

き方向南面に 1本柱タイプのパラレルフレームを 1基

配置した。補強設計の条件は，既存構造物の終局限界

を層間変形角で R ＝ 1/250（F ＝ 1.0）とし，強度抵

抗型の補強を行った。その配置を平面図（図― 5）と

軸組図（図― 6）に示す。

各層とも斜め PC鋼材の配置角度は 45 °に統一して

いる。今回は庇があるため，パラレル柱部分は，庇に

切り欠きを設け，PC 鋼材が通る部分は貫通孔を設け

ている。また斜め PC緊張端部の柱形状は応力伝達や

意匠性にも配慮している。斜め PC鋼材にはスクール

カラーのグリーンをコーティングした。

図― 7にパラレル圧着 PC 鋼棒位置の詳細，図― 8

にパラレル柱と梁の納まりを示す。固定端はパラレル

基礎梁内に埋め込み，基礎梁上で斜め PC鋼材と接続

する方法とした。

（3）施工

（a）パラレルフレーム基礎梁の施工

パラレルフレーム基礎梁と既存基礎梁の一体化接合

のために，既存梁の目荒らしとあと施工アンカー工事
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図－ 6 軸組図

図― 5 平面図（パラレルフレーム配置）



を行い，斜め PC 鋼材の固定端定着体をセットした。

定着体は配置角度の精度を確保するため鋼製の治具を

製作して用いた。基礎梁は PRC 梁としている（写真

― 4）。

（b）PCa 柱の製作と建て方

PCa 柱部材は，予め工場にて 1 層ごとのピースで

製作した。斜め PC鋼材の緊張側定着プレートを埋め

込むため，その配置角度の精度に十分に留意した。各

層の PCa 柱は 1 層毎に建て込み，機械式継手（グラ

ウト注入方式）を用いて接続した（写真― 5）。

（c）斜め PC鋼材の配線および緊張

斜め PC鋼材の配線は，クレーンを用いて緊張端側

から挿入し，上階の庇部開口位置を通しながら順に落

とし込んだ。

基礎梁側固定端まで引き込んだ後，基礎梁側定着体

と斜め PC鋼材の材端（マンション）をカプラーにて

接続した（写真― 6）。
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図― 7 斜め PC鋼材の緊張端および固定端の納まり

図― 8 パラレル柱と梁の納まり

写真― 4 斜め PC鋼材固定用治具設置

写真― 5 PCa 柱部材の建て込み



緊張は二台のジャッキを用いて，左右同時緊張とし，

下層階の斜め PC鋼材より順次行った。緊張管理は左

右の斜め PC鋼材の荷重計の示度が同様の値を示すよ

うに緊張作業を行い，所定の緊張力を導入した時の斜

め PC鋼材伸び実測値が計算値の± 5％以内であるこ

とを確認した（写真― 7）。

（d）パラレルフレームと既存骨組の一体化

上部構造では，PCa 柱の建て方時に通した PC鋼棒

をセットし直し，圧着面に目地モルタルを注入して硬

化後，所定の荷重まで PC鋼棒を緊張した。基礎部は，

予めコンクリート打設時に設けた既存基礎梁とパラレ

ルフレーム基礎梁の隙間にコンクリートを打設して一

体化した。

4．おわりに

今回開発したパラレル構法は，土木分野の PC斜張

橋をイメージしたもので，従来からの耐震補強のイメ

ージを一新させたものである。耐震補強計画において

強く望まれる補強後の景観や室内からの眺望や採光，

通風などの室内環境を確保することができた（写真―

8）。また，クリスマスにはイルミネーションを実施

するなど補強のイメージを効果的に利用する発想にも

対応が可能である（写真― 9）。

今後は，これまでの実績を踏まえ，学校校舎や病院

などの施設を中心に，積極的に普及・展開を図ってい

きたい。 J C M A
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写真― 6 斜め PC鋼材の固定端の取付け

写真― 7 斜め PC鋼材の緊張

写真― 8 補強後の室内からの眺望

写真－ 9 イルミネーションの状況
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1．はじめに

本州四国連絡橋には，海峡部に建設された吊橋やこ

れに接続する高架橋などの鋼製及びコンクリート製の

高層構造物が多数ある。このうち，主塔等の鋼構造物

の保全には，塗膜診断，タッチアップ塗装及び塗替塗

装作業が重要となる。また，アンカレイジ，高架橋脚

等のコンクリート構造物の保全には，中性化や塩化物

イオンの浸入による内部鋼材の腐食防止対策として，

点検調査結果データによる劣化予測と劣化防止対策及

び修復等の保全作業が重要となる。これらの作業には，

いずれも作業対象部位への接近が必要になり，既往の

接近手段としては，

①汎用ゴンドラによる方法

②橋脚等に設置している既往管理路による方法

③橋梁点検車，高所作業車等の特殊車両による方法

④枠組足場による方法

がある。しかし，これらの方法には，それぞれ

①ゴンドラは，風によって揺れやすく，ドリル作業等

の作業反力の確保が困難なため，作業性が低下する。

②接近可能範囲が既往管理路の近傍に限られる。

③橋梁点検車は路面上の規制が必要となり，高速道路

上での長期規制は好ましくない。また，高所作業車

は橋脚基部にスペースを要し，さらに進入路が必要

である。

④枠組足場の設置・撤去に期間と費用がかさむ。

の課題があり，より安全，確実，容易に接近できる手

段が必要となった。

このため，本四高速㈱では高層鋼構造物の安全，確

実，容易な接近手段として，強力な永久磁石（希土類

ネオジウム）を内蔵した車輪を既往のゴンドラに装着

し，壁面に吸着しながら自由に移動できる磁石車輪ゴ

ンドラを開発した 1, 2）（写真― 1，表― 1）。

磁石車輪ゴンドラは，前述の汎用ゴンドラでの作業

における課題を解決するものであり，実構造物での主

塔塗替試験施工において，従来のゴンドラに比べ次の

有効性が確認された。

①磁石車輪により壁面に連続吸着するため，風によっ

て揺れず，作業風速は従来の 5 ～ 6 m/秒から

13 m/秒まで可能となった。

②磁石車輪により壁面に吸着するため，地上作業と同

様の作業反力の確保ができた。

③磁石車輪とステアリング機構により任意の位置に安
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本州四国連絡橋には，海峡部に建設された吊橋やこれに接続する高架橋などのコンクリート製の高構造
物が多数ある。コンクリート構造物の保全では，中性化や塩化物イオンの浸入による内部鋼材の腐食防止
対策として，点検調査結果データによる劣化予測と劣化防止対策及び修復等の保全作業が重要となる。こ
れらの作業には，作業対象部位への接近が必要となるため，既往の接近手段より，安全，確実，短時間で
安価な接近手段である真空吸着車輪ゴンドラを新たに考案・開発し，実構造物のコンクリート壁面で実用
化に向けての試験施工を実施した。
本報文では，開発にあたっての技術的課題とその解決方法，および実際の構造物での基本性能確認や壁
面劣化調査，断面補修等に適用した場合の施工性について紹介する。
キーワード：真空吸着車輪，ゴンドラ，コンクリート構造物

コンクリート高構造物の保全作業における接近装置の開発
～真空吸着車輪ゴンドラ～

八　杉　行　治・三　谷　宣　博・中　村　　　修

特集＞＞＞ 維持管理・延命

写真―１　磁石車輪ゴンドラ



定して広範囲の横行や昇降の移動ができた。

④風等により揺れないため安定性が向上し，稼働率は

従来の 50 ％から 80 ％に向上した。

⑤移動しながら作業反力が確保できるため，ゴンドラ

が揺れず自動塗装装置による素地調整と塗替塗装の

機械化が可能となった。

以上の結果を基に，コンクリート構造物においても

壁面に吸着して移動する機構を備えた汎用ゴンドラを

用いれば，安全・確実・容易に接近することが期待で

きる。そこで，汎用ゴンドラにコンクリート壁面に真

空で吸着し移動する機構を搭載した真空吸着車輪ゴン

ドラ（以下，「本ゴンドラ」という。写真― 2）を考

案・開発した 3）。

以下に，本ゴンドラの開発に当たっての解決すべき

課題と対応及び実構造物における実用化を目指した試

験施工結果について，その概要を述べる。

2．真空吸着車輪の開発

（1）要求性能

真空によりコンクリート壁面に吸着して移動する機

構を備えたゴンドラに必要な性能は，次のとおりである。

①作業時，風に揺れず，かつ作業反力をとるためにコ

ンクリート壁面に常時吸着できること。

②作業に必要な資機材を搭載し，広い作業エリアで高

速移動できること。

③瀬戸大橋のアンカレイジ壁面には，船舶のレーダー

偽像対策として 5 °の反射角を持たせた段差高

252 mm のテクスチャー（図― 1）を配しているた

め，それらを乗り越えて移動できること。

これらを含め、要求性能をまとめると表―２のとお

りである。

（2）技術的課題と対応

前述の要求性能を踏まえ，試作車輪により技術的課

題を抽出した。また，その対策は，簡易な構造で製作

コストを低減するため一般的に入手できる製品を応用

することを基本とした。

（a）技術的課題

真空吸着機構の技術的課題を整理したものを次に示

す。

①凹凸面への密着性確保と耐久性

コンクリート壁面は打継目，不陸など凹凸面がある

ため，吸着パッド内の真空を保つには凹凸面の密着性

を確保する必要がある。一般に流通している吸着パッ

ドは硬質ゴム製であり，凹凸に対する密着性は劣る。

また端部が薄く比較的柔軟性を有する円形パッドで
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写真― 2 真空吸着車輪ゴンドラ

図― 1 吊橋アンカレイジのテクスチャー

表― 2 真空吸着車輪の要求性能

項　　目 要求性能

所用吸着力 490 N/輪× 4輪で連続吸着

横 抵 抗 力 245 N/輪× 4輪

移 動 速 度 昇降速度 7.2 m/min

大重量搭載 積載 300 kg 以上

作業エリア 50 m× 50 mで安定した自在移動

安 全 性 耐風速 16 m/s で揺れない

段差走行性 高さ 252 mmのテクスチャ－乗越

表― 1 磁石車輪ゴンドラの仕様

項　　目 性　　能

吸 着 力
平滑部　2.45 kN/輪× 4輪で連続吸着

添接部　0.83 kN/輪

横 抵 抗 力 1.96 kN/輪× 4輪

昇 降 速 度 7.2 m/min

積 載 量 300 kg 以上

作業エリア
ステアリング機構により横行，斜行動作が簡単

にできる

安 全 性 風速 10 m/s 以上でも揺れない

段差走行性 高さ 40 mmの添接板乗越



も，車輪の回転によりパッド端部に巻き込みを生じや

すく，真空破壊を起こしやすい。このため，凹凸面へ

確実に密着する柔軟なパッドが必要になる。

また，吸着パッドは壁面に吸着して回転しながら移

動するため，耐久性も併せて必要となる。

②吸着パッドへの吸気機構

吸着パッドは車輪周りに回転するため，壁面に接触

していないパッドからエアを吸い込むと真空は形成さ

れない。この対策として，各パッドへの吸気配管を独

立させると真空形成は可能になるが，機器構成が煩雑

になり現実的ではない。このため，簡素な機構で壁面

方向のみに真空が形成できる吸気機構が必要になる。

③真空発生機構の選択

メンテナンス上からは特殊品ではなく小型軽量で汎

用性のある真空発生機構が必要である。

（b）技術課題の対策への対応

各課題に対して，次のような対応を行った。

①密着性が確保できる吸着パッド

吸着パッドは，鋼板に内部が空洞で柔軟性が富み耐

久性が期待できるスポンジパッドを貼り付け，凹凸面

の密着性と耐摩耗性を確保した（写真― 3）。

②吸気機構

車輪の回転中心にディストリビュータハブを組み込

み，壁面に接しているパッドのみを吸気する簡素な機

構とした。さらに，安定した吸着力を得るために，常

に複数の吸着パッドが壁面に接するようにした。具体

的には，図― 2のような構造とした。

③真空発生機構

真空発生機構には，真空ポンプ方式とコンプレッサ

ー方式がある。前者は，概ね 300 kg と大型であるの

に対して，後者は，小型軽量のため人力で容易に可搬

でき，市場に多く出回っているため汎用性に優れ，不

具合時の代替品も容易に確保可能であることから，コ

ンプレッサー方式を採用した。コンプレッサーから供

給される圧縮空気でエジェクタ（図― 3）のノズル部

の空気を高速に通過させることにより，のど部の圧力

が低下するものであり，連続で真空を発生することが

できる。また，今回 0.5 MPa，0.38 m3/min（1 車輪当

たり）の真空が必要なのでエジェクタの大きさは

120 mm × 60 mm × 40 mm，900 g 程度となり，ゴ

ンドラ上に搭載できる。

3．真空吸着車輪ゴンドラの概要

真空吸着車輪を装着したゴンドラの概要は、次のと

おりである。

（1）真空吸着車輪ゴンドラの構成

本ゴンドラは，真空吸着車輪，伸縮装置，懸架装置

（支持フレーム），ステアリング装置，制御盤，ゴンド

ラケージ，ワインダーより構成される。本ゴンドラの

仕様を表― 3，概略図を図― 4，エアシステム構成図

を図― 5，真空車輪の詳細を写真― 4に示す。
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写真― 3 吸着パッド

図― 3 エジェクタの構造

図― 2 ディストリビュータハブ

表― 3 真空吸着車輪ゴンドラ主要諸元

項　　目 仕　　様

昇降速度 7.2 ｍ/min

積載荷重 400 kg

耐風速 16 m/s

・設計真空吸着力
吸　　着

490 N 以上× 4輪＝ 1960 N
保 持 性

・設計横抵抗力

245 N 以上× 4輪＝ 980 N

不　　陸 伸縮装置により，最大段差 252 mmのテクスチ

走 行 性 ャーを乗り越えることが可能

電　　源 三相 200/220 V 50/60 Hz 11 KVA

（工具用動力含む）

圧縮空気
0.7 MPa 2.5 m3/min（汎用品）

（送気距離： 50 m）



本ゴンドラは，通常のゴンドラに空気圧縮機（今回

は，0.7 MPa，2.5 m3/min）を動力源としたエジェク

タで発生した真空度－70 kPa 以下の圧力により，1輪

当たり 490 N の吸着力を発生する真空吸着車輪を 4

輪装着したものである。吸着時の横抵抗力は 4 輪で

980 N であり，これによりゴンドラは風速 16 m/秒ま

で壁面から離れないため，風により揺れず，かつ作業

反力を確保できる。

ゴンドラケージとワインダーはレンタル品でも取り

付け可能であり，安価に装置を構成できる。また，ワ

インダーを制御してゴンドラケージを常に自動的に水

平に保つ水平維持装置を装備している。

（2）連続吸着性

本ゴンドラの最大の特徴は，ディストリビュータハ

ブにより壁面に連続して吸着する機構にある。即ち，

車輪を一定速度で回転させればパッドの真空度で連続

吸着する。実験時の一般的な測定データを図― 6に

示す。これは，連続した 3パッドに圧力計を取り付け，

ゴンドラの昇降速度 7.2 m/min で車輪を回転移動さ

せた時の圧力変化を測定したものである。計測装置の

関係で全 18 パッドのうち 3パッドのデータであるが，

グラフの重なりから 3パッドが同時に，車輪の回転に

合わせて等間隔で吸着していることが判る。

また，1回転後も同様の傾向を示していることから，

吸着の切替は等間隔で連続性を持って円滑にできてい

る。

（3）段差乗越えのための伸縮装置

懸架装置（支持フレーム）と真空吸着車輪は，2本

のエアーシリンダで伸縮するリンクにより連結されて

おり，アンカレイジのテクスチャー等の壁面段差を円

滑に乗越えることが可能である（図― 7）。

乗り越え時には，上部 2輪若しくは下部 2輪が吸着

しており，全車輪が壁面から同時に離れることがない

ため，安定性が確保できる。

4．実用化実験

神戸淡路鳴門自動車道の亀浦高架橋 7P 橋脚（桁下

高 34 m のコンクリート製橋脚）において，基本性能
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図― 4 真空吸着車輪ゴンドラの概略図

図― 5 エアシステム構成図

写真― 4 真空吸着車輪の詳細

図― 6 連続吸着性



と耐久性の確認及び実際の保全作業（点検調査，補修）

に供して施工性の検証を行う実用化実験を行った。

（1）基本性能

基本性能の確認として，以下の 3項目について実験

を行った。

①真空吸着車輪の吸着力（真空吸着力，横抵抗力）

②ゴンドラの昇降能力（昇降速度，昇降安定性）

③吸着パッドの耐久性

真空吸着力はゴンドラケージ正面中央部を，横抵抗

力は車輪吸着面の近傍とケージ側面中央部を水平方向

に引っ張り，車輪が離壁した時の荷重を確認した。

昇降速度は橋脚壁面 20 m 区間を昇降する時間を計

測し，昇降安定性は昇降時のゴンドラの挙動（揺れ，

車輪の剥がれ）を観察した。

吸着パッドの耐久性は，移動距離によるパッドの損

傷状況（ゴムの剥がれ，変形，切れ等）で確認した。

実験状況を写真― 5に示す。

基本性能の試験結果は以下のとおりであり，要求性

能を十分満足するものであった。

①吸着力

真空吸着力は 2000 N（4 輪）以上で，横抵抗力は

1000 N（4 輪）以上でともに要求性能（真空吸着力

1960 N，横抵抗力 980 N）を満足した。

②昇降能力

昇降速度は 7.2 ～ 7.7 m/min であり，風速 10 m/秒

においても昇降時のゴンドラの揺れを感じることはな

く，安定して昇降できた。

なお，3 mm以上の段差を有する打継目や表面欠陥

（あばた，砂すじ等）がある箇所では，車輪が吸着困

難になることがあったが，離壁は 1輪ずつ発生し，残

り 3輪が吸着した状態で昇降でき，昇降中は作業しな

いため 3輪での吸着力は十分であった。また，真空度

制御による伸縮装置の再吸着機構により自動でスムー

ズに再吸着できた。

③耐久性

吸着パッドの耐久性は，移動距離 1.5 km までは吸

着パッドの交換を要する損傷（切れ）はなかった。ま

た，補修作業を含めた移動距離 10.3 km 後のパッド交

換は全数の約 10 ％程度で，いずれも外側端部に切れ

が発生したものであった。

（2）使用性

本ゴンドラを用いて，図― 8に示す範囲のコンク

リートの壁面変状調査，コンクリート非破壊検査，変

状箇所の補修作業，壁面清掃を実施した。

調査面積は，本州側 440 m2，瀬戸内海側 236 m2 で

あり，コンクリート非破壊検査は，橋脚中間及び上部

で実施した。

①壁面変状調査

コンクリート壁面の変状図（マップ）を作成するた

め，たたき点検により，ひび割れ，浮き，セパレータ

変状，鉄筋露出等を調査した（写真― 6）。点検時に

はゴンドラが揺れず安定しているため，良好な作業性
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写真― 5 実験状況

図― 7 テクスチャーの乗越え方法

図― 8 施工箇所図



が確認できた。

②非破壊検査

コンクリート非破壊検査として，鉄筋かぶり調査，

コンクリート中性化深さ調査及び塩化物イオン量の測

定のためのコア採取（4 箇所），ドリル粉末採取（12

箇所）を実施した。ドリル等を壁面に押し付けても車

輪が壁面から離れることなく反力が確保でき，地上作

業と同様に安定して穿孔作業等ができることが確認で

きた（写真― 6）。

（3）変状箇所の補修作業

壁面変状調査結果に基づく変状箇所を対象に，総延

長 29 mのひび割れ補修，205 箇所のセパレータ補修，

点在した 27 箇所の断面補修を施工した。補修作業で

は，サンダー，電動ハンマ等の工具による補修が主と

なるが，作業反力も十分確保でき，地上作業と同様な

作業性が確認できた（写真― 7）。

（4）壁面清掃

ウォータージェット高圧洗浄機によるコンクリート

壁面の水洗い清掃を実施した。19.6 MPa の高圧水を

吹きつけても作業反力が十分確保でき，ゴンドラの揺

れもなく作業性に問題がないことが確認できた（写真

― 7）。

（5）試験施工のまとめ

本ゴンドラを用いて，実コンクリート構造物におい

て壁面変状調査，非破壊検査，変状箇所の補修作業，

壁面清掃等の保全作業を実施し，実用上問題のないこ

とが確認できた。予め吊元さえ設置しておけば，汎用

ゴンドラと同様に容易に使用できるため，枠組足場を

設置する場合と比較すると格段に機動力に優れる。

このため，これまで高橋脚の中間部や上部において

変状等が発見されても，アプローチが大変であった調

査等が本ゴンドラにより速やかに対応できることにな

り，コンクリート構造物の保全に威力を発揮すること

になると思われる。

5．まとめ

本ゴンドラでの実構造物における試験施工を通し

て，枠組足場と変わらない作業性，安全性の確保が確

認できた。

今後は，従来の枠組足場や高所作業車等の使用が難

しい，岩礁地帯に位置する高架橋橋脚や海上部に位置

する吊橋の橋台等（アンカレイジ構造物）の大型コン

クリート構造物の補修工事に積極的に活用し，必要な

改良を加えさらなる使用性の向上を図り，管理の高度

化に繋げて行きたいと考えている。
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1．はじめに

手取川橋は，昭和 47 年 10 月に北陸自動車道で最初

に開通した小松 IC ～金沢西 IC 間に位置し，橋長は

547 mである（図― 1）。

橋梁形式は，上部工が PC（4 ＋ 3）径間連続ラー

メン箱桁で，橋脚は円形単柱式，基礎はケーソンであ

る。本橋は，一級河川手取川の河口部に位置し海岸に

も面していることから，「冬季波浪による飛来塩分の

浸透」「海岸浸食による橋脚基礎の洗掘」「橋脚及び基

礎部の磨耗損傷」等の劣化損傷が進行している。

2．橋脚の劣化損傷

（1）塩分の付着・浸透

橋脚内の塩化物イオン量の分布は，図― 2に示す

ように既設鉄筋付近まで，鋼材腐食発錆限界塩化物イ

オン濃度（以下「発錆限界量」）の 1.2 kg/m3 を超え

ている。

併せて実施した鉄筋腐食度目視判定（土木学会「鉄

筋腐食・防食および補修に関する研究の現状と今後の

動向」平成 9 年 12 月）結果は，写真― 1に示すよう

に腐食度Ⅰ（黒皮状態）～腐食度Ⅲ（薄い浮き錆）と腐

食程度は，軽微である。
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図― 1 手取川橋　橋梁一般図

図― 2 橋脚内の塩化物イオン量の分布

写真― 1 鉄筋腐食状況 写真― 2 基礎洗掘状況



（2）橋脚基礎の洗掘

基礎天端が浅い P1, P2 橋脚では，写真― 2に示す

ように基礎周辺の土砂が浸食・流出し，最大 1.7 m 基

礎が洗掘・露出している。

（3）橋脚及び基礎部の磨耗損傷

冬季，橋脚に波浪が当たると，波浪と共に砂礫が移

動しコンクリートを繰り返しこする現象（ブラスト）

が発生し，写真― 3に示すように，橋脚等のコンク

リートが磨耗する。平成 5年に，P1, P2, P3 橋脚に鋼

板（厚さ 6 mm）とクロロプレーンゴム（厚さ 6 mm）

で被覆防護したが平成 14 年にはその一部が磨耗消滅

した。写真― 4に鋼板の消失状況及び橋脚の磨耗状

況を示す。

P1, P2 橋脚の基礎天端でも，写真― 5に示すよう

な磨耗が発生している。

3．対策工の設計・検討

（1）橋脚耐震補強

下部工補強の主目的である橋脚耐震補強は，鉄筋コ

ンクリート巻立て（以下「RC巻立て」）厚さ 250 mm

とした。河積阻害率の増加抑制のため，鋼板巻立て工

法や炭素繊維巻立て工法も比較し，耐摩耗性や塩害の

耐久性を含めて検討した。

（2）塩害対策

2．（1）で述べたように，コンクリートかぶり内に

高い濃度の塩化物イオンが浸透している。この塩化物

イオンを除去せずにRC巻立てすると，塩化物イオン

の拡散予測値は，図― 3に示すように『将来，塩化

物イオンが再拡散して，既設鉄筋，補強鉄筋ともに発

錆限界量以上の環境になること』が予想される。

このため，先ず根本的な塩害対策として，橋脚表面

で塩化物イオン量の多い部分のコンクリートを約

125 mm除去し，その面より RC 巻立てを実施するこ

ととした。この結果，塩化物イオンの拡散が殆ど発生

せず，鉄筋が発錆する恐れが無くなる。また，同時に

河積阻害率の増加を抑制することも可能となる。

更に，道路橋示方書Ⅳ下部構造編 6章「塩害に対す

る検討」で“海岸部”に求められる，最小かぶり

70 mm にコンクリート塗装を併用する対策を実施し

た。

（3）洗掘対策

本橋の洗掘は，河川中流部での洗掘と発生原因が異

なり，河口部での海岸浸食に起因することから，河川，

海岸工学等の学識経験者等による「河口部に位置する

橋梁の補強に関する検討会」（委員長：金沢大学大学

院　玉井信行教授）を設け各種検討を実施した。その

結果，わが国では施工事例が極めて少ないが，河川の

流水阻害の恐れが低く，経済的で周辺環境に調和する

よう，標高＋ 0.5 m の高さに自然の土砂や石を河口部

砂州に投入（土砂投入）し，自然に近い砂州を再生さ

せる対策を実施することとした（写真― 6）。また，

特に防護を必要とする橋脚基礎周辺には，投入した土

砂の安定を図る目的で 6 ton 級のコンクリートブロッ

ク（以下「平ブロック」）を配置する。
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写真― 3 橋脚磨耗状況 写真― 4 鋼板の磨耗消失状況

写真― 5 基礎天端鉄筋露出

図― 3 塩化物イオンの拡散予測



（4）磨耗対策

橋脚の磨耗対策は，超高強度繊維補強モルタル製の

埋設型枠（以下「埋設型枠」）を厚さ 50 mmで橋脚周

面を覆うこととした。埋設型枠の設置高さは，平成 5

年及び現況の磨耗範囲に約 0.5 m の余裕代を確保し

て，標高－ 1.5 m ～＋ 2.4 m の範囲とした。埋設型枠

の取付け方法は，既設躯体にアンカーを打ち込み，ア

ンカーに帯バンドを設置し，帯バンドに埋設型枠を取

り付ける構造とした（写真― 7）。このアンカーと帯

バンドは円形単柱式橋脚に合わせた専用の取付け金具

として設計した。

4．施工・仮設計画の検討と結果

（1）施工時期

河川内の工事は，非出水期（10 月～翌年 6 月）に

施工することが一般的である。しかし，日本海では冬

季（特に 12 月～ 2 月頃）に波高 6 ～ 8 mの波浪が発

生し，手取川橋では写真― 8に示すように橋脚が直

接波浪を受けることから，この時期の施工は危険であ

る。

また，今回の橋脚工事は「仮締切工」「基礎等損傷

部の補修」「中空橋脚内の洗浄」「コンクリートのはつ

り」を実施した後に「足場工」「鉄筋工」「型枠工」

「コンクリート工」「コンクリート塗装」「足場解体」

「仮締切工撤去」までが一連の作業であり，約 7 ヶ月

間の作業期間を要する。特に，本工事の特徴として，

工事初期の段階に塩害対策として，塩化物イオン量の

多い部分のコンクリートをはつり出し，既設鉄筋をほ

ぼ露出させることから，施工途中に一時休止して冬季

波浪を受けることは，塩害対策から避けなければなら

ない。このことから，本工事の施工期間は春 4月～秋

11 月頃とした。

（2）仮締切等仮設計画

日本海側では，冬季を除く平穏期（4～ 9月）でも，

作業基面（または仮設防波堤）は，標高約＋ 2.5 m の

高さを確保し，更に消波ブロック設置等の波浪対策を

実施し，作業箇所が波浪を受けない仮設計画が一般的

である。しかし，今回は河川内であることから流水阻

害となるこれらの仮設計画は困難である。また，前項

で述べたように，施工時期が出水期にあたることから，

仮締切を始めとする仮設備は河川流水への影響がほと

んど発生しない高さ・構造とすることが求められる。

このため，仮締切工の高さは，「準二次元不等流計算」

（「建設省　河川砂防技術基準（案）同解説・調査編

（平成 9 年 10 月）」）による水位計算を行い，施工前

（仮締切無し）と施工中（仮締切有り）の水位の差で

検討した。その結果は，仮締切高さ（施工基面高さ）

が標高＋ 1.5 m であれば，河川への影響がほとんど発

生しない計算結果を得た。この仮締切工の構造は，ラ

イナープレートと大型土のうによる土堰堤とし，土砂

は砂州内の土砂により構築する構造とした。これも出

水時に土砂がフラッシュして流されることにより流水

阻害を低減することを目的としている。

建設の施工企画　’07. 1054

写真― 6 土砂投入状況 写真― 8 冬季の波浪状況

写真― 7 埋設型枠取付け状況



更に仮締切工への波浪対策として，3．（3）洗掘対

策で述べた土砂投入の前浜勾配（海側に形成する盛り

土のり面の勾配）を 1：10 とし，海岸工学の緩傾斜堤

の機能（波の浅水変形による波の減衰）を持たせた。

その上，橋脚基礎の洗掘対策に使用する平ブロックを

工事開始と同時に製作し，投入した土砂の波浪や出水

による流出防止として平ブロックを波打ち際に仮置き

した。

（3）コンクリートはつり工

橋脚の表面約 125 mm を除去することは，“円形形

状の健全・強固なコンクリートを，均一にはつり取る”

ことであり施工実績が殆どない。

一般的に既設コンクリート構造物をはつり取る工法

は，既設躯体にマイクロクラック等の影響を発生させ

ないウオータージェット工法（以下「WJ 工法」）を

採用することが多い。本工事でWJ工法を採用した場

合，はつり体積が多く，工期を要し，コストも多大と

なる。

そこで市場に出回っている工法で，既設躯体に影響

が少ないと思われる機械はつり工法の適用性を試験し

た。このはつり機械は，写真― 9に示すようにコン

クリート表面を，圧搾空気で押出されたハンマーが繰

り返し打撃して，コンクリートを細かく粉砕するもの

である。

試験の結果，粉塵の付着，表面数 mmの深さにマ

イクロクラックの発生，一部の粗骨材にひび割れの発

生，新旧コンクリートの付着力低下が確認されたこと

から，機械はつり工法単独での適用には，課題が多い

ことが明らかとなった。従って，機械はつり工法と

WJ 工法を組み合わせることで，これらの課題が解決

でき，適用することができると判断した。

橋脚コンクリートは，強固なコンクリートであるこ

とから，コンクリートはつり工に，想定以上に多くの

時間と労力を要した。

コンクリートはつり工では，深はつりを防止するた

め密な間隔･頻度で深さ管理を行い，はつり面の平坦

性も確保した。機械はつり並びにWJ工法によるはつ

り表面の平坦性を写真― 10に示す。新旧コンクリー

トの付着力も十分確保された。この組合せた工法の採

用により，工期の短縮と，コストの低減を図ることが

できた。

5．周辺環境対策

（1）野鳥

手取川河口部の砂州内には，環境省のレッドデータ

ブックに指定されている希少鳥類「コアジサシ」の営

巣地がある。本工事では，この営巣地脇を工事用道路

および作業ヤードとして利用する必要があり，1箇所

の大きな砂州を工事現場と希少鳥類の営巣地で分け合

う形となる。県内では，自然営巣地がこの手取川河口

部 1箇所だけであり，野鳥の会，地元自然愛好グルー

プ等が頻繁に観察している。また，国内においては，

工事現場にコアジサシが営巣したことにより事業が遅

れた事例が幾例も発生している。そのため，「コアジ

サシ」が現場内へ侵入しないと同時に，例年並みに同

じ砂州内で営巣することが求められた。

（2）対策

本工事での対策は，日頃から現地をよく観察してい

る，関係機関，専門家から多くの提案・助言を受け，

コアジサシが飛来する前に現場に乗り込むことや，営

巣地への人の立入禁止措置，営巣地内の整備及び現場

内巡回等を行なった（表― 1）。

この結果，例年通り，コアジサシは飛来し，人間と

の共存もでき，例年以上の飛来・営巣が確認された。
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写真― 9 機械はつりによる施工状況

写真― 10 コンクリートはつり面の状況（WJ工法後）



このことは地元新聞にも記事として掲載され（図―

4），十分な結果が得られた。

6．おわりに

河口部での施工は，非常に特異な検討が必要となり，

補修・補強のコンクリート工学以外に河川工学，海岸

工学，周辺での施工実績，自然観察者の意見・情報等

を広く収集し，当初の目的に応じた対策工および施工

法を検討し，周辺環境に配慮しながら本工事を行った。

「機械はつり工＋WJ 工法」，「土砂投入」，「平ブロッ

クの仮置き・移設」，「埋設型枠」は，いずれも検討の

中で工夫した新しい試みであり，これまでのところ期

待した効果を発揮できた。

塩害対策で採用した機械はつり工は，WJ 工法や人

力はつり工よりも安全で効率的で均一な仕上がりとな

った。

洗掘対策で施工した土砂投入（緩傾斜堤の効果）に

よる施工現場への波浪低減，仮置き平ブロックによる

投入土砂の流出抑制等，一定の効果が見られた。また，

施工中に新たに必要となった追加波浪対策について

は，海洋土木の専門家による経済的で効果的な対策工

の提案があり，その対策工を取り入れて工事を進める

ことが可能となった。

磨耗対策では，埋設型枠パネルの組み付けや目地詰

めに苦労したが，堅牢な構造とすることができた。

工事着手時から，水面部での汚濁防止膜使用，工事

用道路の仮舗装，水洗いした栗石・自然石の使用，コ

アジサシ営巣地の整備・囲い・現場内巡回等を着実に

実施し，この結果，鮭・鮎は例年通り遡上し，コアジ

サシとも共存できた。

これらの検討・施工は，「河口部に位置する橋梁の

補強に関する検討会」の玉井委員長を始めとする先生

方や国土交通省を始めとする関係機関のご指導，地元

のご協力，施工業者の方々のご努力によるものである。

この紙面をお借りして厚くお礼を述べたい。引続き，

洗掘対策・磨耗対策の効果が維持すると共に本工事で

工夫した新しい技術・工法が普及することを願ってい

る。 J C M A
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表― 1 コアジサシ対策

目的 対策工 実施場所

飛来期前の現場着手 現場内全域

野鳥 立入禁止用フェンスの設置 営巣地外周

保護 営巣地内の整備（誘導用） 営巣地内

現場内巡回（侵入防止） 現場内全域

図― 4 新聞記事（2006 年 5月 17 北陸中日新聞）
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中日本高速道路㈱　金沢支社
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1．はじめに

2005 年 6 月高松塚古墳石室の解体協力依頼の第一

報がはいってきた。古墳のことなど何も知らない筆者

らにとって，初めは何のことやらさっぱりわからなか

った。依頼元である奈良文化財研究所，並びに飛鳥建

設の適切な指導をいただきながら説明を聞いているう

ちに，この解体が大変な難作業であることが見えてき

た。

①壁画が国宝であり，損傷は許されないこと。

②壁画面に一切触れてはいけないこと。

③壁石も傷つけてはいけないこと。そのため，下面が

使えないこと。

④壁石が 1300 年の経年変化により脆くなっており，

その強度は明確でないこと。また，切り出して強度

確認はできないこと。

⑤石室は，解体直前まで埋もれており，詳細寸法が全

くわからないこと。

写真― 2：最北側の天井石 4。

写真― 3：最北側の天井石 4 の解体後。北壁石の上

面だけが見えている。

⑥自然環境保護のため，作業領域は最小限に狭く，治

具の大きさに制限があること。ちなみに，古墳石室
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写真－ 1 最北側の天井石 4の解体（1128 kgf，162 × 103 × 46 cm）

写真－ 2 最北側の天井石 4の解体前日

写真－ 3 最北側の天井石 4の解体後

トピックス�TOPICS

高松塚古墳石室解体用吊上げ治具の開発
山本　耕治・坂井　敬通・小阪　孝幸

1972 年 3 月高松塚古墳壁画が発見されて以来，今日に至

るまで石室壁画の劣化を防ぐために，さまざまな対策がな

されてきたにもかかわらず，壁画の劣化を止めることはで

きなかった。国宝高松塚古墳壁画恒久保存対策検討会で検

討が重ねられ，2005 年 6 月，ついに壁画保存修復のために

石室の解体が選択された。2007 年 4 月 5 日に最北側の天井

石 4 の解体（写真― 1）から始まり，2007 年 8 月 21 日に

最後の 4 枚の床石まで，壁画は元より，壁石をも全く損傷

させることなく，高松塚古墳石室の解体は無事完了した。

本報告では，石室解体用にどんな治具を開発し，どのよう

に解体に活用したかについて解説する。

キーワード：高松塚古墳，国宝，壁画，治具，解体



解体作業領域（写真― 1）は，3.8 m × 4.8 m であ

る。その内石室は 1.8 m× 3.8 mある。

このような未知と多くの制限の中，壁石の吊上げ治

具の開発を 2006 年 4 月より開始した。

2．吊上げ治具の検討

石室の構造と依頼元からの条件により，治具タイプ

を大きく分けてΠ型とΓ型の 2種類とした。

天井石，北壁石，南壁石などは，図― 1の A― A

面を把持して吊上げることができるのでΠ型治具で対

応することにした。整列している東西側壁は，側面を

把持できないため，2箇所の B部を押付けて吊上げる

Γ型治具で対応することにした。

（1）Π型治具

（a）把持力による変形

壁石を把持したときの把持部の広がり変形が大きい

と，壁石を吊下ろしたとき，変形が戻り，パットが壁

石を擦り，傷つける恐れがある。そのため，把持部の

広がりをできる限り小さく，3 mm以下とした。同時

に，パット部に自由度を持たせた（図― 1）。

（b）すべり安全率（Sf）と圧縮強度安全率（Sp）

Π型治具は，壁石を挟んで吊上げるとき，パット把

持力（Ff）が小さいと，壁石（W）は落下する。また，

壁石の推定圧縮強度（PS）は，5MPa 程度と低く，落

下させないように把持力を上げすぎると壁石自身を破

壊させてしまう。そこで，凝灰岩の実寸大の壁石で実

験を繰返し行い，初めに，落下しない限界摩擦力（Fl）

を求め，摩擦係数（μ）を算定した。実際の壁石を吊

上げて確認ができないので，安全性を考え，把持力は

限界摩擦力（Fl）の 4 倍以上とるようにした。また，

そのときの把持力による壁石の面圧強度が壁石推定圧

縮強度（Ps）の 1/4 以下になるように，壁石を押付け

るパットの面積（AP）とパット数（N）を求めて治具

設計した。

μ＝W/Fl――――――――――――――――― ①

Sf＝ Ff× N/Fl――――――――――――――― ②

Sp＝（Ff/AP）/Ps――――――――――――――― ③

（2）Γ型治具

縦刃には，壁石の僅かなモーメント力しかかからな

いが，横刃には壁石の全重量がかかる。ここでも，Π

型治具同様に，圧縮強度安全率を 1/4 以下になるよう
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図－ 1 石室の壁石名称と治具で押付けられる面



に，横刃の面積を決定した。ただし，刃は側壁と床石

の隙間に挿入することが前提であるため，厚くできな

い。そのため，刃幅を広くし，面積を大きくすること

で強度を確保した。

3．治具の開発

当初，石室の解体は，発掘を全て完了してから実施

する計画で，発掘後，壁石の状態や寸法などの情報が

十分得られる予定であったので，治具開発は解体前に

は万全の体制がとれると考えていた。しかし，発掘初

期段階になり，地震の影響で石室が倒壊する恐れがあ

るとの判断により，1壁石ごとに発掘と解体を並行す

ることになった。そのため，事前に寸法など壁石の正

確な情報が全く得られないままに治具（表― 1，2）

を開発せざるを得なかった。解体期間中は，予想以上

に壁石の寸法の違いや新たな亀裂などが見つかり，壁

石は 1つとして同じものはなく，治具の改良・改造の

連続であった。しかし，形状，寸法の違いに何とか対

応できたのは，治具に融通性を持たせてあったことが

大きかったと考える。特に，単独でも組合せでも使用

できるようにしていたことが好を奏した（写真― 4

～ 6）。ただ，開発，製作までしながら活用できずに

表に載せられなかった治具もあったことは，開発者と

して残念であった。

4．解析

どの治具も壁石を固定したとき，変形をできる限り

小さくするため剛性の高い構造を心掛けた。図― 2，

図― 3は，FEM解析結果である。Π型治具，Γ型治

具共に，強度は全く問題なく，壁石を吊上げたときの

変形は 3 mm以内に押さえられた。実験でもよくその

結果は一致した。またこの解析より，壁石の状態を確

認するために，壁石の荷重に比例して歪の変化が計測

できる歪センサーの適正な位置を求めた。
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写真― 4 Π型治具南壁石用使用　南壁石（835 kgf，118 × 137 × 54 cm）

写真― 5 天井石用と補助具との組合せ　天井石 1（1400 kgf，180 ×
98 × 61 cm）

写真― 6 Γ型治具使用　東側壁石 3（685 kgf，116 × 89 × 42 cm）

表― 1 Π型治具

吊り具名称 把持方法※ 適用幅 適用高さ

天井石用 C－ B 1760 ～ 1850 400 

B － B 1500 ～ 1800 400

TB － TB 1420 ～ 1720 400

（補助具） B－ B 900 ～ 1080 540

南壁石用 C－ B 1360 ～ 1450 930 

北壁石用 C－ B 1480 ～ 1570 930 

※C：シリンダー，B：ボルト，TB：ツインボルト

ツインボルトは，1連のΠ型治具にボルトが 2列配置

表－ 2 Γ型治具

吊り具名称 適用幅 適用高さ

側壁用Ver.2 805 ～ 1055 1175 ～ 1205 



5．油圧システム

Π型治具は壁石を把持する動力源として，Γ型治具

は縦刃で壁石を押付ける動力源として油圧を活用する

ことにした。ただし，作動油が万が一にも壁石にかか

らないようにする必要がある。そのため，圧力は

5 MPa 以下と低圧にし，油漏れが考えられる部分は，

完全密封した。しかし，Π型治具の場合，図― 4のC

部分から，シリンダーの構造上油漏れが僅かに発生す

る恐れがあったため，把持の動力源は油圧としたが，

把持解除の動力源は空圧にすることにした。また，常

に壁石を解体するたびに作動時の漏れ確認を徹底し

た。全ての解体が完了するまで，一度も油漏れはなか

った。

6．計測

各壁石の吊上げから吊下ろしまでの作業工程におい

て，壁石が正常に吊られているか，亀裂進展はないか，

異常に壁石に負荷はかかっていないかなど壁石の状態

をリアルタイムに測定監視した（図― 5）。

（1）圧力センサー

油圧システムから油圧シリンダーで壁石を徐々に把
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図― 2 Π型治具の FEM解析結果

図― 3 Γ型治具の FEM解析結果

図― 5 天井石 1の計測結果

図― 4 Π型治具パット＆シリンダー



持していきながら，目視で壁石の異常確認をした。も

し，把持で破壊された場合，圧力が下がっていく。設

定圧力まで，壁石を把持したが，全く圧力に異常はな

かった。吊上げた瞬間，吊り具のワイヤーの影響で圧

力が若干上昇しているが，すぐに設定圧力に戻って，

正常に壁石が吊上げ・吊下しができた。

（2）歪センサー

治具の歪変化により，治具が壁石に正常に固定した

ことの確認および，壁石を吊上げ・吊下ろしたときの

壁石の異常変化を確認する。歪は，圧力と比例関係に

あることがわかる。また，吊上がったときの歪は，予

測どおりの値であった。

（3）ロードセルセンサー

壁石の重量を計測し，壁石の把持力の変更や壁石を

吊上げ・吊下ろしたときの壁石重量の異常変化を確認

する。吊上げ開始から吊下し完了まで，全く問題なか

った。また，吊上げて初めて，予想より壁石が軽いこ

とがわかった。比重を凝灰岩の含水も考慮して 2.25

と予測していたが，約 1.6 であった。壁石が予想より

軽かったことで，すべりや圧縮強度をより安全に取る

ことができた。

（4）圧力感知紙

壁石を把持したとき，壁石に対するパットの当たり

の程度を確認する（写真― 7）。約 60 ％以上確実に当

たっていることを圧力感知紙により確認できた。この

ことから，パットがきれいに壁石にそって固定されて

いることや，パットに使用したウレタンゴムの弾性効

果が適正であることが証明された。

7．おわりに

高松塚古墳解体は無事完了した。初めは治具の開発

だけの予定が，いつの間にか解体班のメンバーになり，

治具の取付け，解体時の計測などを担当していた。そ

の中で奈良文化財研究所，並びに飛鳥建設の適切な指

導をいただきながら，我々の役目を果たせ，壁画・壁

石を損傷することなく完遂できたことは，本当によか

ったと実感している。また，建設機械とは全く違う世

界での経験は，全てが新鮮で本当に勉強になった。また，

高松塚古墳の解体を通じて次のような技術が残せた。

①すべり安全率，圧縮強度安全率の決定

②Π型治具，Γ型治具の開発

③石室を安全に解体するための計測の確立

最後に，筆者が解体前に亀裂状態を確認するために

古墳の中に入ったとき印象深かった，北壁に描かれて

いる玄武を写真― 8に示す。 J C M A
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写真－ 8 玄武

写真－ 7 所定圧力時の感圧状態
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1．はじめに

平成 13 年（2001 年）度に東京都が主催した『東京

駅周辺の再生整備に関する委員会（委員長：伊藤滋早

稲田大学教授）』において，東京駅周辺の再生整備に

係る都市計画上の諸課題の整理とその解決のための基

本的方向が検討された。その中で，首都東京の顔とし

ての景観形成が重要であり，そのためには丸の内駅舎

の保存・復原が必要不可欠だと認識され，保存・復原

の目標を次のように定めた。

安全性や機能性の向上を図りながら『赤レンガ駅舎

の恒久的な保存・活用』を実現するとともに，都市景

観的役割並びに歴史的価値を認識して，『風格ある都

市景観の形成・歴史的建造物の継承』を目指す。

すなわち，東京駅丸の内駅舎を現役の建物として恒

久的に利用しつつ，創建当時の姿に復原するというも

のである。

この委員会の終了後，JR 東日本では学識経験者を

交えた専門委員会を設けて保存・復原に関する検討を

進め，東京駅丸の内駅舎保存・復原の着手を決定した。

2．丸の内駅舎の歴史

（1）開業に向けて

明治 22 年（1889 年）に東京府知事より告示された

東京市区改正計画において，新橋・上野両停車場を結

ぶ市内貫通高架線の建設が定められ，翌年，東京市中

央に停車場を設置する旨の訓令が出された。

設計は当初逓信省工務顧問として雇われていたドイ

ツ人フランツ・バルツァー（Franz Baltzer）によっ

て進められた。その外観は西洋風煉瓦建築の上に瓦葺

の屋根を載せ，出入口上には唐破風を載せるなど和洋

折衷であった。しかし，この案は，「ステーションの

ごときは，外国式がよい」という明治天皇の意向で却

下されたとされている。

そこで，辰野金吾（辰野葛西事務所）が設計を担当

することとなる。一時は，予算や機能の見直しにより

規模が縮小されたが，日露戦争に勝った後，当時の鉄

道院総裁・後藤新平の「大国ロシアを負かした日本に

ふさわしい，世界があっと驚くような駅を」という要

望により，3階建ての大規模な駅になった。

工事施工については，鉄骨の製作・組立てを石川島

造船所が，建屋の工事を主に大林組が，ホテル内部の

造作を清水組が，衛生・排水設備を鉄道院が直営で行

った。

建設当初は，地上 3 階・一部地下 1 階建で，背面

（ホーム側）には平屋付属部分があり，総建築面積は

約 10,600 m2 であった。創建当初の出入口については，

南ドームが「乗車客用」，北ドームが「降車客用」で

あり，中央部分には「帝室専用昇降口」とその北方に

「電車線専用の出口」があった。1 階には，駅長室，

皇室用休憩室および待合室，1，2，3等待合室，食堂，

建設の施工企画　’07. 1062

「赤レンガ駅舎」として国民に広く親しまれている東京駅丸の内駅舎は，わが国近代建築の祖，辰野金
吾氏の設計によって大正 3 年（1914 年）に開業した。以来，先の大戦末期の戦災，戦後の応急復旧と大
きくその姿を変えてきたが，東京の中央停車場として人々と共に歴史を歩んできたわが国の明治・大正を
代表する建築である。今回，戦災復旧された丸の内駅舎を創建当時の姿に保存・復原する。
キーワード：駅，文化財，保存・復原，レンガ，天然スレート，免震

鎌　田　雅　己

東京駅丸の内駅舎保存・復原

写真― 1 外観（創建時）



小手荷物交付諸室等が設けられた。2，3 階について

は南側約半分がホテルの客室や食堂であり，北側が鉄

道院の事務室であった（写真― 1）。

（2）震災と戦災

大正 12 年（1923 年）関東大震災が起こり，火災に

よる被害を含め，周辺の建物等には甚大な被害が生じ

たが，東京駅丸の内駅舎には特に被害はなかった。

しかし，昭和 20 年（1945 年）5月 25 日，空襲によ

る火災で屋根や天井部分が損壊した（写真― 2）。

屋根の復旧工事においては，陸軍から本省建築課に

移籍した高山馨氏が木造トラス等の構造設計を行っ

た。当時，屋根葺材はトタン板を亜鉛メッキして葺き

上げてペンキ塗り仕上げがされた。

その後，昭和 27 年（1952 年）に，平屋部（切妻部）

は雄勝産の，南北中央のドーム部は登米産の天然スレ

ートによって全面葺き直された。

ドーム部天井は，今村三郎氏が設計を行った。戦争

終結により，専ら飛行機に使用されていたジュラルミ

ンの入手が容易になったため，鉄骨で裏打ちしたジュ

ラミン板張りペイント仕上げと決定された。そして，

旧 3 階建てから現在の 2 階建てへの復旧工事は昭和

22 年（1947 年）3月に完了した。

その後解体されることなく，現在もその姿を留めて

いる。

3．復原工事の概要

（1）外観の保存・復原

（a）外壁

①広場側外壁

・化粧レンガ

創建当初の化粧レンガは，品川白煉瓦株式会社にて

製作され，いわゆる「下駄歯積み」された構造煉瓦の

表面に，厚さ 15 mmと 45 mmのものが交互に貼り付

けられている。

切妻部における 3階部分の復原（増築）にあたって

は，現存部分との風合いをあわせ，調和させることを

目標としている。

・石

腰部，窓台，まぐさ等に北木島産及び稲田産の花崗

岩が用いられているが，現在，腰部の多くはモルタル

で補修されている。また，石は全体的に変色しており，

今後復原・改修される部分との色の違いが明らかにな

ると思われるため，色の違いの対処について検討を深

める。

・擬石

柱形のエンタシスならびに窓枠の一部は，花崗岩粉

を用いた擬石塗で仕上げられており，化粧レンガとの

鮮やかな対比が，外観を強く印象づけている。しかし，

経年等による変色（汚れ）があるため，復原・改修部

との色の違いの対処について検討を深める。

②線路側外壁

創建当初は広場側と同様に化粧レンガが貼られ，石

や擬石による柱形や窓枠のアクセントが設けられてい

た。しかし，昭和 20 年（1945 年）に受けた空襲によ

ってその多くが失われ，その結果，現在は線路側全面

にわたってモルタル補修の上塗装が施されている。復

原にあたっては，化粧レンガ，柱形，開口部枠などの

設置を行う。

（b）屋根

創建当初，屋根は雄勝産の天然スレートで葺かれて

いたが，戦災復興を含むこれまでの葺き替えによって，

現在は登米産の天然スレートが使用されている。南北

及び中央ドームは魚鱗葺で，その他の切妻部は一文字

葺である。創建当時が一文字葺であったことが，今回

調査で確認できたことから，今回一文字葺で復原する。

（2）ドーム内観（見上げ部）の復原　

いくつかの写真や文献等から，創建当初の仕様が概

ね明らかになってきた。壁のレリーフには兜，剣の他，

干支等の日本的モチーフが用いられていたこと，天井

の色漆喰塗が「黄卵色」であり，全体として「麗（は

れ）やか」な色彩であったことなどの記述が残ってい

る。更に客観的情報を集め，意匠の特定を進める。

現在，ドーム天井の裏の壁には，創建当初のレリー

フの一部が残存している。その表面のほとんどは焼け

落ちているが下地は健在であり，保存・修復の方法に

ついて今後更なる検討を行う（写真― 3，4）。
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写真― 2 戦争による被災状況



（3）耐震性能の確保～免震工法の採用～

前述のように，「赤レンガ駅舎の恒久的保存・活用」

が本計画のテーマのひとつである。そこで，目標とす

べき耐震性能を以下のように設定した。

・震度 5クラスの地震時：レンガ壁に，ひび割れが発

生しない。

・震度 7 クラス（想定される最大級クラス）の地震

時：レンガ壁にひび割れが発生するが，大きな補修

をすることなく，建物を使用できる。（人命の確保

に加え，十分な機能を確保できる。）

次に既存レンガ内壁の保存量や 3階復原部の架構形

式の想定（後述）を行い，上記耐震性能を確保するた

めに必要な耐震補強量を算出した。その結果，免震工

法を採用した場合には耐震補強がほとんど不要である

ことに対して，在来工法の場合には，想定される内壁

の概ね 5割に対して耐震補強が必要であることが分か

った。よって，安全性・活用自由度・保存精度等が向

上すること等から免震工法を採用する。

（4）架構の保存・復原方針

（a）既存床

建設当初の床スラブに用いられている炭殻コンクリ

ートについては，圧縮試験結果にもとづき，安全性に

配慮して撤去することとした。しかし，床組鉄骨につ

いては可能な限り保存・利活用に努めるべく検討を進

める。

（b）既存鉄骨

火害を受けた鉄骨の再活用を図るために，強度試験

や化学成分分析を行った。その結果，火災による鋼材

の強度・材質の影響は小さく，溶接する場合に注意は

要するが再活用が可能であることが分かった。ただし，

局部座屈などの変形が著しいものについては，補強材

を用いての保存・活用を図ることとする。また，機能

上，施工上，あるいは施設利用上，現位置での保存が

困難な場合は撤去することを考えている。

（c）復原部架構

復原（増築）する部分の架構・壁については，耐震

性・保守性を重視して，SRC 造とする。屋根小屋組

についても同様に，現代の材料・構法によって施工す

る。

4．計画概要

（1）丸の内駅舎施設計画　　　

復原後の駅舎においても，現状と同様に「駅」，「ホ

テル」，「ギャラリー」の機能を継続する。また，地下

に 2層の躯体を新設し，付置義務駐車場，機械室，駅

業務施設および将来利活用の店舗スペースを配置す

る。

また既存内部レンガ壁を保存上の観点から極力残す

ことにも配慮しつつ，施設計画を行った。駅の施設計

画は，出改札口や兼掌窓口等の営業施設は現状と同様

に南・北ドーム及び中央 3箇所に配置する。

ホテルについては，2階・ 3 階を客室として利用す

る。全長で 300 m を超える建物内の宿泊客動線の短

縮化を図るため，中央 1階にフロントを，2階にレス

トランを配置する。ギャラリーは，1階広場側にエン

トランスを設け，北ドーム周りの 2階・ 3階部分を展

示スペースとしてお客様の回遊性を持たせた計画とす

る。

5．おわりに

平成 19 年 5 月 30 日起工式及び起工祝賀会も終了

し，丸の内駅舎の保存・復原工事に着手した。平成

23（2011）年度末の竣功に向けて，将来も現役の建物

として，広く国民に親しまれるような駅舎にすること

を目標に，施工段階においても更なる詳細な検討を進

める。 J C M A
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写真― 3 ドーム（創建時） 写真― 4 ドーム（現在）
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大阪阿倍野橋に地下 5 階地上 59 階建て，約 300 m

の駅ビルが平成 26 年春の完成を目指して着工，｢平成

の通天閣｣として市民に親しまれるようになりたいと

いう報道がありました。

こんな高層建築が建ちあがったとき，地上からはど

のように見えるものか，今から興味津々です。

話は変わりますが，かつて奈良の法隆寺西院伽藍を

調べていて妙なことに気付いたことがあります。平面

図によると，中門の位置が境内の中心線から 4メート

ル余りも左に，つまり西の塔側に寄っていたのです。

周知のように法隆寺は中門から境内に入ると左手に

五重塔が聳え，右手に金堂が並んで建っています。

元々寺院の塔はインドの仏塔（ストゥーパ）やアジ

ャンター石窟寺院のチャイトヤ堂に見るように，本来

は仏舎利を納め，礼拝の中心となる建物です。

日本に伝来した仏教寺院も当初は大阪四天王寺のよ

うに，礼拝対象である塔は中門の真正面に建ち，その

背後に金堂・講堂が軸線上に配置され，左右対称性も

保たれていました。

現存する法隆寺が建てられた白鳳時代には，建築や

彫刻において左右対称性を保つという一般原則が後退

し，シンメトリーの静的様式からアシンメトリーの動

的様式に移っていきます。法隆寺において，塔・金堂

というそれまで縦列配置だったものを 90 度回転し，

あえてアシンメトリーの横列にするという大胆な発想

に，ダイナミックな時代精神を感じます。

また塔に先立って金堂が建てられたことからも，金

堂が塔に匹敵する存在になったことが窺われます。

ところが背が高く細長い塔と，塔とは対照的な横に

広がりのある金堂が左右に並んだとき，極端なアンバ

ランスは避けたかったようです。

そこで解決策として当時の優れた工人たちは，塔の

軒を出来る限り広く張り出すことで塔を太短く見せ，

反対に金堂の方は概観上二層にして丈を高くし，両者

の形態の差異を少しでも軽減し，バランスの破綻を修

整しようとしたのではないかと推測します。

しかしこのように調整しても，五重塔の第一層は

幅・奥行き共約 14 m，二重基壇上の高さ 32 m近い丈

の高い建物です。それとは対照的に金堂は幅約 20 m

と横に広く，高さは約 16 m で塔の半分ほどしかあり

ませんから，左右のバランスが取れたとまでは言えな

いと思います。

それにもかかわらず，法隆寺のこれら堂塔が極めて

力強い建築美を持ち，今日なお私たちの心を強く打つ

ことは否定出来ません。匠たちの際立った造形力に頭

が下がります。

初めに述べた中門の位置が境内中心軸上にはなく塔

側に数メートル（1間分）寄った位置に建てられたの

は，塔・金堂間のスペースの中央に門を合わせた結果

と思われます。伽藍が完成した当時，回廊は塔と金堂

を取り囲み，経蔵と鐘楼の手前 2間の所で東西に直結

していました。講堂は後世の建築ですから，当時は中

門から境内に入ると正面にあるのは五重塔と金堂の隙

間，その向こうは回廊ということになります。当初の

法隆寺伽藍配置の根本的と言ってよい難点をここにも

指摘出来そうです。門を入った正面には何もないので

すから。おそらくこれには匠たちもたいへん困ったの

ではないかと思います。

ところが実見すると，異常に接近している塔と金堂

が同時に視野に飛び込んできます。つまり五重塔と金

堂の造形的迫力と両者の一体感によって，正面に何も

ないという隙間の異常に気付かせないようにする目論

みに見事成功したのではないかと思います。

さらに諸堂宇と回廊間のスペースも狭すぎますし，

敷地に目いっぱい大きな塔･金堂を建設したのは何故

かという疑問が残ります。

こんな疑問を持って見るのでなければ，法隆寺の伽

藍は奇異にも破綻にも見えません。むしろこれらの建

築物は非常に力強く堂々として見る者に迫り，深い感

銘を与えます。

CG で細部から全体まであらかじめ完成した姿をど

んな視点からも検討することが出来る今の時代にあっ

ては，視覚的困難を事前に発見することはたやすいか

も知れません。しかし，造形に対する空間感覚の徹底

さ，厳しさは今も昔と変わらないだろうと思います。

――なかむら　よしひろ　神戸文化短期大学　服飾学科　教授――
（平成 20 年 4 月より神戸ファッション造形大学短期大学部　ファッション
デザイン学科と名称が変わります）
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・会議名： ISO/TC 127（土工機械）/SC 3（運転及

び整備）/WG 2（ISO 15998（機械制御））

・開催地：ドイツ国　ボン近郊サンクトアウグスティ

ン（BGIA労働災害保険組合合同研究所）

・開催日： 2007 年 7 月 3 日（火）～ 4日（水）

・出席者：［ドイツ］Dr. Michael Schaefer（国際WG

主査），Mr. Karl-Heinz Buellesbach（HVBG），Mr.

Reinhold Hantdegen（BG-Bau），［フランス］Mr.

Sobaru（CETIM），Frederik Knecht（Liebherr

France S.A），［スェーデン］Mr. Jorgen Bergsten

（Volvo），［英国］Mr. Andrew Williams（JCB），

［米国］Mr. Ricky Weires（John Deere），Dr.

Daniel Roley（Caterpillar），［日本］中野　一郎

氏（コマツ），西脇　徹郎（協会），計 11 名出席

経緯説明：

近年は建設機械にも電子機器が多用されており，機

械系の確定論的な安全性に対して，電子機器に関して

は IEC 61508 ＝ JIS C 0508 シリーズ「電気・電子・

プログラマブル電子安全関連系の機能安全」で確率論

的な安全性が論議されているので，それを参考として，

ドイツ提案で ISO 15998「土工機械－電子機器を使用

した機械制御系（MCS）－機能安全のための性能基

準及び試験」を作成することとなり，国際ワーキング

ISO/TC 127/SC 3/WG 2 がドイツを主査として結成

され，6年前及び約 3年ほど前に会議で検討した経緯

などがあるが，米仏などは参照 IEC 規格は複雑過ぎ

て対応困難として反対するなど難航し，ようやく昨年

4 月期限の FDIS 投票にこぎつけ，ISO のルール上承

認に必要な大多数の賛成かつ反対が規定以下（日本は

従来適用範囲に指針として適用する旨WG で論議し

たものを，文書中の shall が多いとして中央事務局職

権により指針でなく要求事項的文書となったのは不具

合として米英仏とともに反対）となったので本来であ

れば承認・出版となるところ，投票終了直後にブリュ

ッセルで開催の TC 127 議長諮問グループ会議にて，

ISO 中央事務局担当官も出席のもと，TC 127 議長

（米国）よりWGの主要メンバーが反対の状況では規

格として国際市場性Global relevance を満たしていな

いので不承認と論議，中央事務局権限で期限超過を理

由に案件キャンセル（その直後これも中央事務局職権

により委員会原案 CD として再登録），日本は本件担

当の SC（分科委員会）の幹事国として対処要も日本

としては反対なので動きがとれず，昨年 11 月の TC

127（土工機械専門委員会）総会で担当国のドイツは

ISO専門業務指針の規定によらずに承認でなくキャン

セルとされたのは非民主的な決定と不満を表明，ISO

の中央事務局担当官は自転車関係で世界の自転車生産

の大半を占める中印 2ヶ国の反対で不承認のケースも

あると指摘，日本は（TC専門委員会の下の分科委員

会である）SC 3 国際議長・幹事国の立場からWGで

規格の問題点を調整して早急に再度FDIS 投票に付す

べきと調整，ドイツはなおも不満で ISO の上層機関

である TMB（技術管理評議会）への異議申し立ても

主張したものの（SC での異議申し立てはまず上部の

TCに対してとなり，本件に対して一貫して反対して

いる米国のTC議長に異議申し立てをしてもとりあっ

てもらえない不具合が予想される）結局WG 開催と

なり，7月 3 日～ 4 日ドイツ国ボン市郊外サンクトア

ウグスティンのBGIA（労働災害保険組合合同研究所）

にて会合，日本からは専門家の中野氏（コマツ）及び

SC 3 国際幹事の西脇が出席し調整を図ることとなっ

たので，以下報告する。

（会議での論議）

1．従来経緯説明：

ISO/TC 127 の分科会 SC 3 幹事国の日本としては，

本件を早急に前進させる責任もあり，上記経緯に関連

してTC 127 シドニー総会での SC 3 国際議長（コマ

ツ小竹常務執行役員）まとめに基づいて説明するとと

もに，文書中で要求事項とされている事項（shall を

用いて表現）は 7割がたは文書化及び識別などの当然

の要求事項で，特定の要求で製造業者の対応に困難が

生じうるのは残りの 3 割程度として，それらのみを

sha l l（要求事項：～しなければならない）から

should（推奨事項：～するのがよい）に修正した文書
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を準備して，全部を should にしてガイドライン文書

とした場合（これも準備）よりも技術的には従来案文

の意図に沿っている旨を説明した。

2．「要求事項」主体の規格とするかガイドライン文

書とするかの論議：

ISO 15998 を「要求事項（requirement）」主体の規

格とするかガイドライン文書（記述内容は should な

どで記述される推奨事項主体となり shall などで規定

される要求事項を含めることはできない）とするかの

論議が行われ，特に欧州勢の意向により，EUの法令

である機械安全指令で（それに対応する機種別安全C

規格 EN 474 の引用文書として）参照される関係から，

要求事項主体の規格文書とすべきとされた。

この決定により，昨年投票を実施した ISO/FDIS

15998 に基づき論議し，以下 3項及び 4項に示す案文

修正を行うこととなった。

3．規格の適用範囲について：

昨年の FDIS 案文の適用範囲文面に対して，この規

格の代替方法として，従来から記述のECE R 79 に加

えて ISO 13849-1 及び IEC 62061 の手順も適用可能で

ある旨を追記した。

4．規格本文及び附属書の一部における規定項目を

shall（要求事項：～しなければならない）から

should（推奨事項：～するのがよい）とするかの

論議：

2 項の決定により，規格中に約 40 数箇所ほどある

sha l l（要求事項：～しなければならない）から

should（推奨事項：～するのがよい）について逐一検

討した。主な項目は次のとおりである。

・機械制御系が機能不全のときは，危険な範囲又は位

置から機械又はその作業装置の移動が可能でなくて

はならない（shall）との要求事項を，ショベルな

どで，作業装置を下げる方向での危険な範囲からの

移動は可能であっても，作業装置を上げる方向の移

動は（動力源を要し）困難との日本意見により「…

とするのがよい（should）」と推奨事項に変更。

・電磁両立性（EMC）に関して，ISO 13766 を参照

しているが，欧州の安全規格 EN 474-1 で引用して

いる EMCに関する欧州規格 EN 13309 のイミュニ

ティ要求水準が改正後の ISO 13766 の要求水準を

下回ることから，欧州での適用に関して懸念を指摘

したが，欧州勢からの反応はなく，そのままとなっ

た。

・EN欧州整合化規格での参照上（法令上の要求か否

かを明確とするためか？）ドイツ意見により shall

以外の should は本文から注記に変更（should の文

面を全部注記に移行した訳ではないが…）。ISO の

ル ールである I S O / I E C 専 門 業務用指針

（Directives）では規定を表す言葉の表現形式に関

して要求事項 shall（～しなければならない）と推

奨事項 should（～するのがよい）の選択について

明確に規定しており，ドイツの意見はこれと考えを

異にしているので，TC 127 議長よりこの点の指摘

があったが，ルールに反する訳ではないので会議と

しては一応ドイツの主張を受け入れた。

・「機械制御系の仕様は，機械を使用する環境条件に

（should） 基づくのがよい。」といった一般的な当

然の規定は，当然の要求事項として「…（shall）

基づかなければならない。」に変更。

・機械制御系の機械振動及び衝撃に対する試験条件に

関して，特定の加速度などを規定しているが，実機

シミュレーション条件にて試験する場合もあること

から「機械の作業条件及び電子部品の装着条件が特

殊である場合は，製造業者は他の環境条件を規定し

てもよい。」と追記。

これに関連して，振動試験で具体的な条件は推奨

条件に変更，逆に試験結果で「機能に影響が出ては

ならない。」は「安全機能は一切損なわれてはなら

ない。」と要求事項を明確化。

また，衝撃試験で，試験供試体の取付方法などは

いずれも推奨条件に変更され，衝撃負荷に関しては

製造業者の仕様を最低値とする要求事項とされ，但

し，具体的な値は例示のみ。

・不具合の回避及び不具合の制御に関して，従来推奨

事項であったが，当然の要求として要求事項とされ，

但し，手法に関しては特定せず，IEC 61508-2 の附

属書 A及び附属書 B又はそれ以外の同等の手段に

よる旨とされた。

・特定の IEC規格を参照している「IEC 61508-2 の手

法及び技術のあるものは基本的に重要であり，安全

度水準に関わらず使用しなければならない。それ以

外のものも同じく安全度水準に関わらない。これら

の手法を実現するために必要とされる作業は，IEC

61508-2 の表 B で要求される有効性（低／中／高）

が達成されるように選択するのがよい。それ以外の

手法は，一般には置き換え可能である。それらは単

独に又は他の手法と併せて置き換えが可能である。」

は，他の手法を適用することが考えられることから

「…使用するのがよい。それ以外のものも…にかか
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わらず使用するのがよい。…」と推奨事項に変更，

同時に段落から注記に変更。

・プログラマブル電子系の安全性の確認に関して，要

求事項であることを明確とするよう「必要とされる

安全構想に関連するいくつかの手段／手法の選択に

関しては，IEC 61508-3，附属書Aに表形式で説明

している。」を「ソフトウェアは適切な手法（例え

ば IEC 61508-3:1998 附属書 A 又は ISO 13849-

1:2006）により開発し評価確認しなければならな

い。」と変更，但し参照規格は例示（IEC など特定

のものの参照を義務づけていない）。

・環境温度及び湿度の下での機能試験に関して，安全

関連機械制御系の構成部品の完全な機能試験が推奨

事項として規定されていたのを要求事項であること

を明確とし（試験条件はもともと製造業者の仕様に

よるか，又は IEC 60068-2-14 の指針の下に…とあ

り特定条件を指定していない），但し，温度変化，

電圧など具体的な条件に関しては，「～するのがよ

い。」と推奨事項に変更された。

・安全関連機械制御系の追加機能試験に関して推奨事

項を要求事項に変更，また，「IEC 61508-7:2000,

B.5.1 による単純な機能試験及び IEC 61508-7:2000,

B 6.8 による拡張された機能試験を行うのがよい。」

を「単純な機能試験を例えば IEC 61508-7:2000,

B.5.1 により，拡張された機能試験を例えば IEC

61508-7:2000, B 6.8 により行わなければならない。」

と具体的な手法は例示に留めた上で要求事項に変更

された。

・附属書 Aに参考として示されているリスクグラフ

に，IEC 61508 の安全度水準（SIL）の他に，ISO

13459-1 による性能水準（PL）による記述が追加さ

れた。

・その他若干の記述事項が明確化された。

5．米国からの附属書（参考）追加提案：

従来 ISO 15998 を IEC 61508 に基づいて制定する

ことに一貫して反対してきた米国から，IEC 61508 を

基本として ISO 15998 を適用するための指針を附属

書 E（参考），附属書 F（参考）として追加すること

がそれぞれの草案を付して提案された。これに関して

は，今回は時間の制約もあり，今後米国から新業務項

目提案を行うこととされ，それ以上の論議は行われな

かった。

6．所感：

ドイツとしては，前回 FDIS 投票の扱いに関して大

いに不満と思われるが，今回コンベナーでプロジェク

トリーダのDr. Schaefer（会議場所であるドイツの労

働災害保険組合合同研究所の安全部長）は各箇条の規

定項目に関して丁寧に shall か should かを逐一論議・

決定，出席の各国（日・米・仏・独・スェーデン）専

門家も，対応困難と考えられた事項は should となっ

たので了承した。また，前記米国の附属書追加の新業

務項目提案に関しては，ISO 15998 へのメーカの対応

の必要性などから我が国としても重点的に取り組む必

要があると思われる。

なお，今回決定に基づき，直ちに幹事国の日本から

改訂案文を ISO 中央事務局に提出，FDIS 二次投票に

進めるため中央事務局で準備中であり，早急な規格成

立をはかりたい。

（文責：標準部会事務局　西脇　徹郎）

J C M A
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目的：CONEX KOREA 2007 展示会（2007 年 9 月 6

日（木）－ 10 日（月）5 日間）に JCMA がブ

ースを設け，JCMA ・施工技術総合研究所の

紹介を行った。

1．開催概要

主 催 者：KOCEMA（韓国建設機械工業会）

開催期間： 2007 年 9 月 6 日－ 10 日

会　　場：KINTEX（韓国国際展示会センター）

会場面積： 21,400m2（屋内展示のみ）

出 展 者：183 社（国内 107 社　海外 76 社　内：日

本　21 社）

2．特記事項

今回は 2 年前と比べ，出展者数で約 35%の増加と

なり，主催者である KOCEMA は展示会の成功を表

明していた。

日本製品に関しては様変わりで，前回（2005 年）

には全く展示が見られなかった日本メーカが軒並み出

展をしており，韓国市場へ対する各メーカの意気込み

が感じられた。

今回初めて出展したメーカは，コマツ，日立，久保

田，IHI，KOBELCO 等があり，その他部品メーカも

含むと 21 社が参加していた（現地代理店参加も含む）。

ヤンマーは前回にも出展していたが，日本勢の攻勢

に気を引き締めているのが印象的であった。

機体メーカは，各社とも主要戦力商品はミニショベ

ルで，今後韓国での市場開拓に焦点を当てている。

一方コマツ，日立は中型ショベル，ローダの展示も行

っており，これらはこれから本格参入をするとのこと。

（参考：日本出展社一覧　--- 大和機工，日立建機，

北越工業，IHI，JCMA，常磐製作所，神崎高級工機

製作所，川崎重工，KOBELCO，コマツ，久保田，三
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菱 CATフォーク，三菱重工，諸岡，岡田研磨，大久

保歯車，酒井重工，神鋼電機，住友精密工業，タダノ，

ヤンマー）

従来は韓国メーカの独壇場であったものが，このと

ころの財閥解体，排ガス規制等で日本勢が最新型を投

入して来ることで，韓国各社は苦しい戦いが始まると

いわれている。

また，韓国政府の中古車輸入の規制が厳しくなった

ことも，新車販売に拍車をかけていると言われていた。

ただ，韓国製との販売価格差は大きく，日本勢とし

ては，この差を性能，機能，サービスなどでどこまで

ユーザのニーズをつかむ事ができるかが要となろう。

この為日本メーカ各社は，代理店の強化，新規契約

などを進めており，コマツは JUNJ IN，日立は

SOOSANと組むなど，大手代理店との契約が目立つ。

これらの動きは全てここ 2年間で行なわれていて，各

社の韓国市場への注目度が高くなっていることを示す

ものである。

一方韓国メーカは，今後日本メーカの競争に巻き込

まれていくことになるが，先進技術での遅れ，また従

来あった財閥の支援が無くなること等から，生き残り

が厳しい状況に立たされることになろう。将来，改め

て日本メーカとの協力関係が再構築されるかも知れな

い。

3．プレゼンテーション

海外展示会主催者（CONEXPO, INTERMAT,

M&T EXPO, BAUMA CHINA）は，出展者向けプレ

ゼンテーションを行い宣伝に努めていた。

建機工も日本の経済状況，建設機械市場についての

プレゼンを行なった（これに先立ち，徳永常務から建

機工の概要説明が行われた）。会場は約 50 名程度でほ

ぼ満席で，質問も活発に行われ，日本への関心が高い

ことを示していた。

4．その他

前回同様に今回も屋内展示のみであり，出展者から

は，やはり屋外での実演が欲しいとの声も聞かれた。

（文責： JCMA業務部 国際業務担当部長 天野 裕一）

J C M A
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高度情報化時代における建設事業特集

B巻 頭 言　新春を迎えて …………………………

建設ロボットの揺籃期から現在，そして将来へ …

建設CALS と施工・維持管理の合理化 ……………

これからの建設現場における施工情報化 …………─建設 ICカード施工情報システム─

土工事の情報化施工 …………………………………

ダム工事における施工情報システム ………………

アスファルト舗装工事の情報化施工 ………………

シールド工事における情報化の現状と将来展望 …

新しい時代に向けての全社情報システムの ………再構築

建築生産の情報化と今後の展望 ……………………

B巻 頭 言　ダム施工機械に期待する ……………

大阪港咲洲トンネルの建設 …………………………

建設省 50 周年記念事業
建設省 50 周年記念座談会─建設機械化 50 年

吉野川水系富郷ダムコンクリート …………………自動運搬システム

地下鉄軌道スラブ設置の機械化施工 ………………

深礎杭の孔内無人化施工 ……………………………─ SH-SHINSO工法─

建築耐火被覆工程の作業廃棄物低減工法 …………

PC橋梁片持架設用移動作業車の開発 ………………

バケット容量を大幅アップした
テレスコピック式クラムシェルの開発 ……………

平成９年度建設機械と施工法シンポジウム

シールド工法特集

B巻 頭 言　シールド工法の変遷と発展 …………

最近のシールド工法・自動化システムの …………概要と将来展望

球体シールドと適応例
─コスト縮減に向けたタテヨコシールド─ ………

親子シールド工法
─シールドからシールドが発進─ …………………

最近のシールド掘削機開発状況 ……………………

最近の資材搬送システムの開発現況と事例 ………

シールド工事における測量システムの開発状況 …小坂仁左衛門ほか

望月政美ほか

辻吉太郎ほか

赤石　進ほか

栄　毅熾ほか

菊 池 雄 一

清 水 英 治

及 川 正 純

岡本　浩ほか

矢口則彦ほか

木 村 明 弘

清水　宏ほか

高橋征夫ほか

安立重昭ほか

葛 城 幸 一 郎

森 田 真 弘

畑 　 久 仁 昭

藤 井 　 攻

田中智彦ほか

麻 生 公 裕

宮嶋俊和ほか

配 野 　 均

吉 田 　 正

大 林 成 行

長 尾 　 満

施工管理システムの現況と事例 ……………………

セグメント組立の現況と事例 ………………………

シールド発進立坑用地の省スペース化 ……………

B巻 頭 言　新道路五箇年計画に沿った日本
………道路公団の施設施策

─レインボー 21 が始動─

明石海峡大橋の施工 …………………………………

世界最大級 200,000kL 埋設式…………………………LNG地下タンクの建設

TWSを用いた泥岩トンネルの急速施工
─多機能型全断面掘削機と新支保方式 ……………
による山王トンネルの施工─

シールドトンネルにおける二次覆工の ……………自動鉄筋組立

吹付けコンクリートを用いた大口径
深礎杭壁面保護工の施工
─山形自動車道　風明山トンネル工事─

…………

ウォータジェット式ダムコンクリート ……………打継ぎ面処理機の開発

電気集塵装置による坑内集塵システム ……………─北青沢トンネル工事─

平成９年度除雪機械展示・実演会見聞記
ゆきみらい'98 in 盛岡・滝沢Winter Festival………
─除雪展 50 回目を迎えて─

B巻 頭 言　建設機械の新世紀 ……………………

平成９年度社団法人建設機械化協会の事業活動

児島湖における底泥（ヘドロ）の浚渫・ …………脱水・埋立処理工事の実施状況

スリップフォーム工法による複雑な ………………形状をしたRC塔状構造物の施工

静的締固めによる地盤改良工法の
開発と実証実験
─低騒音・低振動の圧入による締固め工法─

……

ゴムクローラ型トラクタを用いた
田面均平作業機の開発
─レーザー光線制御による田面均平─

……………

300t 吊りクローラクレーン「7300 － 2」の開発 ……─ラッフィングジブ能力と輸送性の向上─

B巻 頭 言　長大橋管理の機械化 …………………

自昇式足場による高橋脚の施工
─東海北陸自動車道　鷲見橋─ ……………………

プレキャスト埋込型枠による橋脚の施工 …………─西神自動車道　柏木谷高架橋─
笹部和房ほか

橋本和重ほか

星 野 　 満

田村和治ほか

田辺義男ほか

田中幸芳ほか

伊藤正己ほか

上 山 泰 宏

河 井 清 和

山 田 一 彦

芳賀佳之ほか

栗副耕治ほか

渡辺将之ほか

風間慶三ほか

田名瀬寛之ほか

中野正文ほか

土 山 正 己

庄 野 　 豊

前田正博ほか

榊原英正ほか

木 戸 義 和

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 10年 1月号（第 575号）～平成 10年 12月号（第 586号）

平成 10年 1月号（第 575号）

平成 10年 2月号（第 576号）

平成 10年 3月号（第 577号）

平成 10年 4月号（第 578号）

平成 10年 5月号（第 579号）

平成 10年 6月号（第 580号）
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20 径間連続非合成鋼床版の舗装 ……………………─明石海峡大橋の舗装工事─

連続（長尺）ベルトコンベヤを用いた
TBMによる避難坑の施工─東海北陸
自動車道　袴腰・城端トンネル避難坑─

…………

縦横連続シールド工法による長距離・
……………急曲線施工

─東京都下水道局荒川幹線工事─

1.2m3 級水中バックホウによる被覆石均しの施工 …

重炭酸ナトリウム粒を用いた道路付属物の洗浄 …

全旋回式クローラキャリアCD60R の開発 …………

B巻 頭 言　港湾建設機械技術今昔 ………………

常陸那珂港北ふ頭埋立工事の施工
─バケットホイールエキスカベータを ……………
利用した土取・埋立システム─

自動化オープンケーソン工法による
大規模立坑の掘削
─玉里立坑（石岡第５立坑）新設工事─

…………

カッタ引込み方式によるシールド地中接合
の計画とその実績
─東京電力環７東海松原橋管路新設工事─

………

軟弱地走行車の開発
─軟弱地での調査・測量・管理への適用─ ………

土木構造物のレーザ画像計測とデータ処理 ………─トンネル・路面・橋梁への実用例─

B巻 頭 言　自然災害における
無人化施工に望む………………………

新道路整備五箇年計画の概要 ………………………

既設下水道管の非開削撤去埋戻し …………………工法（TU工法）の開発と実施

移動式クレーンの作業中の
転倒事故低減システムの開発 ………………………

最大積載量 150t 大型ダンプトラック（530M）……

環境・リサイクル特集

B巻 頭 言　環境保全の核“下水道”………………

リサイクル緑化「ネッコチップ工法」の開発 ……

伐採木のチップ加工とその有効利用 ………………

周辺環境に配慮した液状化対策工法
─静的締固め砂杭（SAVEコンポーザー）…………
工法の施工例─

土質改良プラントの紹介
─第三セクター運営のプラント─ …………………

バッテリ駆動型ミニ油圧ショベルの開発 …………

油圧ショベルを活用した自動車解体機 ……………

油圧ショベル等を活用した廃家電処理機械
…日立建機AC事業部・技術部・日立建機東北支社応用開発グループ

B巻 頭 言　機械と人 ………………………………

橘湾石炭火力発電所新設工事の ……………………コンクリート製造プラント
井筒康雄ほか

岩 下 　 修

西塚正義ほか

久武経夫ほか

近藤總明ほか

佐々木康蔵ほか

森　郁雄ほか

岡田　喬ほか

串 山 宏 太 郎

大貫廣明ほか

小笠原　保ほか

鈴木章文ほか

建設省道路局

柳 澤 栄 司

奥野　昇ほか

木村龍馬ほか

神尾正充ほか

谷村大三郎ほか

大 森 秀 一

金 澤 　 寛

松田行信ほか

山下秀信ほか

中川　豊ほか

長嶋　康ほか

越野洋一ほか

栗野純孝ほか 磯子火力発電所更新工事
─石炭灰を利用した深層混合処理工法 ……………
（FGC-DM）によるポンプ場の施工─

中硬岩対応のトンネル掘削機の開発
─高規格 127 号富津・館山道路竹岡 ………………
第１トンネル工事─

吹付けコンクリートを用いた小断面 ………………シールドトンネルの覆工

ダムコンクリート締固め専用機の開発導入 ………─綾里ダム建設（堤体工）工事─

杭リバウンド計測システムの開発 …………………

高性能コーンクラッシャの開発 ……………………─サイバスコーン─

B巻 頭 言　コスト削減と技術開発 ………………

鋼管柱建込みによる地下鉄中柱 ……………………耐震補強工事の機械化施工

リヨン北部環状道路カルイエ・ ……………………トンネル工事の紹介

大口径全旋回ボーリングマシンによる ……………立坑の構築工法

油圧ショベル接触事故防止システムの開発 ………

大型遠隔操縦除草機械の開発 ………………………

偏土圧を受ける大規模土留工の設計と計測 ………

Eastside Reservoir Project
─北米最大級の大型土工事の紹介─ ………………

B巻 頭 言　ISO（9000，14001）に期待するもの…

MMST工法による大師ジャンクション ……………換気洞道工事の施工

DGPS を用いた盛土の締固め管理システムの適用
…─関西電力能勢変電所敷地造成工事における

管理技術─

卵形消化槽構築用の外周自走式回転足場の開発
…─奈良第一浄化センター汚泥消化タンク

施設工事─

自由断面 SPR工法の開発
─非開削による下水道矩形渠更生工法の開発─ …

小規模コンクリートダムの合理化施工
─石小屋ダムの堤体に適用した PCD工法─ ………

吹付けコンクリートの急速施工機械
（スプレイメック 9140WP）による試験施工 ………

海底ケーブル埋設用海底岩盤掘削機 ………………成瀬俊久ほか

泉　信也ほか

廣 瀬 成 道

大迫健一ほか

山本啓幸ほか

波多野　憲ほか

柄川伸一ほか

酒 井 　 孝

輦止俊磨ほか

野村耕司ほか

井良沢道也ほか

橋元和男ほか

新宮健二ほか

紺 田 眞 一

渡邊正美ほか

鈴 木 剋 之

片山　司ほか

西村　淳ほか

永岡昭彦ほか

酒井芳文ほか

今岡彦三ほか

金川昌義ほか

平成 10年 7月号（第 581号）

平成 10年 8月号（第 582号）

平成 10年 9月号（第 583号）

平成 10年 10月号（第 584号）

平成 10年 11月号（第 585号）

平成 10年 12月号（第 586号）
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準特集　変革期に挑む建設事業

B巻 頭 言　新春を迎えて …………………………

激動する経済社会と建設事業 ………………………

日本版 PFI の導入に向けて …………………………

コスト縮減に向けて …………………………………

新技術開発・普及の現状と課題 ……………………

異分野技術の建設技術への導入方策
─「異分野技術研究会」の検討結果について─ …

開発技術の実施例
─矩形・揺動シールドの開発 ………………………

環境保全に配慮した解体工事
─都心部における火力発電所の解体工事─ ………

新しい教育訓練を目指す富士教育訓練センター …

技術・技能者育成
─施工能力の向上を目指す教育訓練─ ……………
建設機械オペレータの育成─

B巻 頭 言　よりよい鉄道建設をめざして ………

地下鉄道と河川浄化用導水管の一体施工 …………─埼玉高速鉄道線工事─

水搬工法を用いた海底放水底部の埋戻し施工 ……─橘湾発電所放水管路工事─

さいたまスーパーアリーナ半円形
…………………耐力壁の高速施工技術

─OSF工法による躯体の構築─

RC自動化建設システムによる高層集合住宅
………の施工─神戸東部新都心住宅建設事業に

おける適用例─

泥水シールド発生土の再生利用 ……………………─埼玉高速鉄道線─

や建築耐火被覆工程の作業廃棄物低減工法 ………

ウォータジェットによる下水処理場の補修技術 …

油圧ショベルのコンパクト化技術
─標準機性能を確保した後方小旋回機の開発─ …

自走式土質改良機「リテラBZ200」の開発 ………

山岳トンネル特集

B巻 頭 言　少子・高齢化社会の建設業 …………

山岳トンネル技術の変遷と展望 ……………………

東北新幹線岩手トンネルの工事概要 ………………

トンネル発破掘削におけるずりだし
………………システム連続ベルトコンベヤ

─九州新幹線　田上トンネル─
松雪光明ほか

梅田雅司ほか

今 田 　 徹

水 野 光 章

田口明人ほか

庭田孝一郎ほか

中西　勉ほか

矢口則彦ほか

竹内雄三ほか

猿渡栄太郎ほか

池 田 宏 俊

原　次郎ほか

山崎一政ほか

飯 田 威 夫

渡邊武明ほか

三 輪 洋 二

安 　 光 男

尾上順吉ほか

桐 部 仁 志

野 村 正 之

石松　豊ほか

大 島 邦 彦

一 瀬 益 夫

長 尾 　 満

国内最大径φ 8.3mTBMによるトンネル施工………─滝里発電所導水路トンネル工事─

パイプルーフ工で低土被り文化財
…………………直下のめがねトンネルを施工

─前田トンネル工事─

不良地質・低土被りのなか …………………………JR東北本線直下を掘削

ベルトコンベヤ式電動連続ローダの開発 …………

長大トンネルにおける効率的な換気方式の実証 …─北陸新幹線親不知トンネル西工事─

山岳トンネル用TBMの現状と動向…………………

B巻 頭 言　建設のロボット化と……………………オートメーション

シールド自動化による急速施工 ……………………

大規模跳ね出し部を有する超高層建物の施工 ……─川崎市立川崎病院の建設─

ICカードによる機械安全システムの実用化 ………

高速道路の非常電話部除雪装置の開発 ……………

建築内装施工ロボットの開発 ………………………

油圧ショベルの安全装置の開発 ……………………

平成 10 年度除雪機械展示・
実演会（網走）見聞記
─'99 ふゆトピア・フェア in 網走─

…………………

（社）日本建設機械化協会 50周年記念号

B巻 頭 言　知　命 …………………………………

社団法人日本建設機械化協会 ………………………設立 50 周年を祝して

社団法人日本建設機械化協会 50 周年祝辞 …………

建設機械の今後の展望・期待

油圧ショベルに関する今後の展望と期待 ………

ブルドーザの歴史と今後の展望 …………………

移動式クレーン ……………………………………

ホイールローダの歴史と今後の展望 ……………

シールド機の歴史および今後の期待と展望 ……

建設施工法の今後の展望・期待

建築関係の建設の機械化・工法の…………………今後の展望と期待

21 世紀に期待される建築工事と施工機械 ………─超高層から超々高層ビルへの挑戦─

建築工事の機械化 …………………………………

建設の機械化─今後の期待─ ……………………磯 部 岩 夫

星 野 春 夫

腰越勝輝ほか

前 田 純 一 郎

高橋　清ほか

近 藤 成 人

和 田

松 本 　 毅

佐 京 　 剛

熊 本 昌 弘

錢 高 一 善

高 野 浩 二

北 村 　 征

鈴木賢礼ほか

鈴木英隆ほか

渡辺雅彦ほか

小笠原　保ほか

桑幡靖浩ほか

三垣信弘ほか

福 田 敏 男

南　好人ほか

早坂治敏ほか

畠山好郎ほか

石渡徳久ほか

松田安次郎ほか

内田正孝ほか

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 11年 1月号（第 587号）～平成 11年 12月号（第 598号）

平成 11年 1月号（第 587号）

平成 11年 4月号（第 590号）

平成 11年 5月号（第 591号）

平成 11年 2月号（第 588号）

平成 11年 3月号（第 589号）
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国産最大・超大型油圧ショベルの開発 ……………─ 550 トン級 EX5500 ─

第二東名高速道路における …………………………盛土の効率的な機械化施工

水噴霧点検車の開発
─道路トンネル非常用設備─ ………………………

B巻 頭 言　港湾施設の技術基準の改訂と…………国内外の情勢への対応

管中混合固化処理工法を用いた ……………………浚渫土砂の長距離圧送実験

東京国際空港における資源再生 ……………………地盤改良工法の開発

吸水型振動締固め工法による液状化対策工法 ……

多機能型ケーソン掘削機ドリームⅡによる
………高気圧下（0.42MPa）の岩盤掘削

─高気圧下岩盤掘削の無人化施工─

山岳トンネルにおける岩盤 …………………………トレンチャ溝掘削工法

コンパクト型地中連続壁掘削機による施工 ………─MM21 線横浜地下駅新設工場─

クローラクレーン自動運転システム ………………

工事中の大気質の環境影響予測と評価
─工事における粉じん等，二酸化窒素，……………
浮遊粒子状物質の予測─

B巻 頭 言　設計の原点は壊れること ……………

三軸削孔鋼管矢板ソイル柱列工法の施工 …………

デッキプレート自動敷込みシステム ………………「デッキマウス」の開発

昇降ロボットジャッキシステムによる ……………高層構造物の施工─FCF工法─

高速道路清掃作業における路肩清掃の機械化
検討─東京外環自動車道における試行導入例 ……
紹介─

工事中の騒音の環境影響予測と評価 ………………─工事における騒音の予測─

B巻 頭 言　長大橋の維持管理にあたって ………

掘削土の流動化処理による再利用 …………………─神戸市営地下鉄海岸線─

鋼管巻立て工法における情報化施工を実施した …コンクリートアーチ橋─夢乃橋─

大滝ダム施工機械設備の概要 ………………………

親子ショベルによる道路法面整形工 ………………および人力軽減施工

工事中の振動による環境影響の予測と評価 ………

建設工事における最近のプラント設備特集

B巻 頭 言　素直に …………………………………

骨材生産プラントの新技術 …………………………

コンクリート製造プラント …………………………

アスファルトプラント ………………………………岡本紀海夫ほか

矢田正美ほか

小 田 悦 弘

今 岡 亮 司

村松敏光ほか

田 口 　 正

名波義昭ほか

飯森　功ほか

橋本　昇ほか

奥 川 淳 志

新田恭士ほか

村 東 浩 隆

松 尾 宗 義

高 田 秀 行

中込秀樹ほか

和 田 克 哉

朝倉義博ほか

吉岡由郎ほか

中村俊男ほか

垣内幸雄ほか

上 月 直 昭

中 川 　 誠

藤h治男ほか

上薗　晃ほか

田 端 竹 千 穂

田 中 　 薫

横 田 聖 哉

吉 井 勝 敏 濁水・泥水処理プラント ……………………………

管中混合固化処理プラント …………………………

カーブベルトコンベヤによる長距離輸送 …………─カーブコンベヤの運転実例─

B巻 頭 言　新しい指標 ……………………………

海中構造物の防食工法
─電着工法での試験結果報告─ ……………………

住宅密集地下の含水未固結地山掘削 ………………─長田トンネル─

効率的な無発破掘削工法の開発 ……………………

泡で粉塵の発生を抑えこむ …………………………「ダストバスタシステム」

スリップフォームペーバによる ……………………最近のコンクリート舗装

アスファルトフィニッシャへの ……………………材料供給方法の合理化

B巻 頭 言　土木構造物のデザイン（景観設計）…を誰が担うか

ETC機器の開発とその整備計画 ……………………

大ブロックプレキャストセグメント工法に
よる施工─第二名神高速道路　木曽川橋・ ………
揖斐川橋─

真空圧密工法による地盤改良
─N&H強制圧密脱水工法─…………………………

NARAI 掘削システムによる
丹生第３トンネルの施工
─ロードヘッダ過掘り防止システム─

……………

大型タワークレーンを載せて ………………………鉄骨梁橋をリフトアップ

既存競技場ドーム化における機械化施工法 ………

３次元内空変位画像計測システム …………………

軌陸両用型ラフテレンクレーンの開発 ……………

B巻 頭 言　建設工事の公開 ………………………

千葉市寒川雨水ポンプ建設工事
─山留予測解析（MARK-Ⅲ）─ ……………………

河川の浚渫土の高濃度圧送
─沖縄県報徳川浚渫工事─ …………………………

盛土の自動締固め管理システム ……………………

飛騨トンネル避難坑用TBMの設計…………………

挿入式拡径泥水シールド機（MSD対応型） ………の開発

香港向けφ 3m級全旋回ボーリングマシンの
………開発と施工例─香港沙田地区住宅建設下部

工事 34 階建てビル建設─

移動発射台（ML）運搬台車の開発 …………………大倉廣高ほか

堀 　 國 彦

木村　宏ほか

佐野信夫ほか

緒方健治ほか

嘉 手 納 　 烈

高橋利治ほか

佐 伯 謹 吾

高田邦彦ほか

和田孝史ほか

高橋　敬ほか

川 上 宏 伸

配野　均ほか

石原公明ほか

中 須 　 誠

小 暮 　 深

根 本 　 洋

福 川 光 彦

菊 地 　 深

葛西三芳ほか

萩森健治ほか

森岡　登ほか

岩垣富春ほか

佐 々 木 　 康

巽 　 成 一

堀井良介ほか

炭 田 光 輝

平成 11年 6月号（第 592号）

平成 11年 10月号（第 596号）

平成 11年 11月号（第 597号）

平成 11年 12月号（第 598号）

平成 11年 7月号（第 593号）

平成 11年 8月号（第 594号）

平成 11年 9月号（第 595号）
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情報化施工技術特集

B巻 頭 言　西暦 2000 年の新春を迎えて …………

情報化施工の促進に向けて …………………………

情報化施工を支える先端技術 ………………………

情報化施工の実証実験 ………………………………

「動画像現場監理システム」による …………………建設CALS の取組み

超大型油圧ショベルのモニタシステム ……………

地下工事の無線情報伝送システム
─作業性，安全性に役立つモバイルシステム─ …

B巻 頭 言　21 世紀への節目 ………………………

第 600 号記念特集：「建設の機械化」誌 600 号によせて
千三百年の歴史の中で　渡辺和弘／ 600 号の時代　成田秀志／ざっ
かん　安食昭吾／編集委員としての思い出　藤崎正／建設の機械化
に更なる期待を　小松信夫／大不況と言われた時代　芹澤富雄／カ
ントリーミュージックに魅せられて　志田純一郎／建設と環境問題
穴見悠一／トルコ，台湾等の大地震被害に思う　塩山國雄／ 8年間
を振り返って　桑島文彦／機関誌編集委員会の思い出　平田昌孝／
自然と親しむ　望月光／機械化施工との出会い　石崎 ／携帯電話
事情あれこれ　後町知宏／建設現場の安全管理を体験して　永井
健／勇気と自信を与えてくれる詩賦　根尾紘一／元気のある企業に
学ぶ　久保裕之／建設機械との出会い　佐藤輝永／最後のお務め
土山正己／日本建設機械化協会との出会い　加藤実

淡路夢舞台建設工事における揚重計画と
その実施
─広大な敷地に配置された建築物の施工─

………

大区画ほ場整備におけるレーザブラウと …………レベラを用いた低コスト整地工法

土圧式シールドの新しい排土方法の開発 …………

泥水式シールド工法 3方向切替え …………………バルブ台車の開発

200t 吊りクローラクレーン「7200」の開発 ………─作業領域の拡大と採算性の向上─

油圧伸縮ジブ付きラフテレンクレーンの開発 ……─WING500 パワーズームジブ仕様車─

海洋土木技術特集

B巻 頭 言　港湾建設における機械化技術 ………

我が国における海洋土木技術の変遷と展望 ………

来島大橋の海中基礎（3P・ 4A）の施工……………

新大型自航式浚渫船によるシンガポール …………埋立て事業

石炭灰硬化体によるブロックの製造と沈設 ………─人工海底山脈工事の例─

海洋深層水の取水施設 ………………………………津波古善正ほか

鈴木達雄ほか

山 内 定 義

西田勝彦ほか

寺 内 　 潔

坂 田 和 俊

澤藤佐敏ほか

若 松 邦 夫

服部勝佳ほか

上田尚輝ほか

藤森新作ほか

秦 　 力 ほ か

森 脇 亜 人

横田依早弥ほか

田中康雄ほか

北 舎 和 彦

成田秀志ほか

神崎　正ほか

喜安和秀ほか

長 尾 　 満

パージコンソリダーシステムの開発
─浚渫土リサイクルのための新固化システム─ …

上川口港防波堤工事での「水中バック ……………ホウピッグクラブ」による施工例

油圧ハンマ方式によるサンドコンパクション船 …─YS-HHM工法─

B巻 頭 言　建設の機械化から保守の機械化へ …

松山自動車道「宿茂高架橋（鋼上部工）工事」……─ジャッキアップ回転架設工法─

縦 2連分岐式H&Vシールドの施工…………………─東京都下水道局南台幹線工事─

オープン型TBMによるトンネル施工
─第二名神高速道路 鈴鹿トンネル下り線工事─ …

掘削とセグメント組立ての
同時施工法による高速施工 …………………………
─F-NAVI シールド工法─

全自動ビル建設システムの高層建築への適用 ……─ABCS ロボット工法─

地下工事用超低車高の油圧ショベル ………………─ PG75 スーパジオの開発─

土質改良機 SR-P1200 の開発
─建設発生土リサイクル対応─ ……………………

B巻 頭 言　南アフリカを訪問して ………………

社団法人日本建設機械化協会定款

平成 11 年度社団法人日本建設機械化協会の事業活動

上野ダムの施工設備
─神流川揚水式発電所下部ダム─ …………………

大型石炭サイロ工事におけるリングビーム式 ……スリップフォーム工法の採用

インターネットを使用した
超遠隔操作による無人化施工 ………………………

大規模土工現場における施工の総合管理
…………─RTK-GPS と無線ネットワーク等を

駆使した施工機械の広域管理─

自走式木材破砕機「リフォレBR200T」……………

トンネルトレーラの開発 ……………………………

B巻 頭 言　ETCの動向について
─ 21 世紀の道路交通システムが ……
スタート─

大型クレーンの相吊りによる橋桁の一括架設 ……─第二東名　豊田ジャンクション─

大口径シールドセグメントの自動
ストック・搬送システム
─横浜市・今井川調節池建設工事─

………………岡本　正ほか

井上康司ほか

高 橋 文 雄

村上隆生ほか

田口明人ほか

久武経夫ほか

茶山和博ほか

松田　護ほか

堀部慶次ほか

安 崎 　 暁

中桐史樹ほか

西村　悟ほか

田 中 俊 次

後藤和男ほか

都築敏樹ほか

萩原　徹ほか

井置　聡ほか

梅 原 俊 夫

木下博雄ほか

金 山 裕 幸

大塚　誠ほか

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 12年 1月号（第 599号）～平成 12年 12月号（第 610号）

平成 12年 1月号（第 599号）

平成 12年 2月号（第 600号）

平成 12年 3月号（第 601号）

平成 12年 4月号（第 602号）

平成 12年 5月号（第 603号）

平成 12年 6月号（第 604号）
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既設トンネル覆工背面の空隙充填用
高速施工システム
─新充填工法「アクアグラウト工法」の施工─

…

トンネル覆工変状調査の最新技術
─レーザ画像計測，電磁波レーダの適用例─

……

GPS を利用した雪氷車両運行管理システム ………

小口径曲線推進工法
（スーパーミニ・カーブ工法）の開発 ………………
─工法概要と実証実験結果─

エチオピア国に対する建設機械に関する …………技術協力

B巻 頭 言　大水深潜水チーム ……………………

CAES-G ／ Tパイロットプラント建設工事
─圧縮空気地下貯蔵施設（気密ライニング構造）…
の施工─

スリップフォーム工法による
特殊形状RC煙突の施工
─磯子火力発電所更新工事に ………………………

おける煙突外筒工事─

さいたまスーパーアリーナ
─世界最大級の可動客席（ムービングブロック）…
の施工─

大深度連続地下壁の掘削精度管理装置 ……………

ラフテレーンクレーン
（Mobile Tower 300 TT）の開発
─ 7段ブーム＋自動伸縮・起伏ジブを装備─ ……

B巻 頭 言　土砂摩耗の話 …………………………

大深度地下埋設物に対応した透かし掘り工法 ……（SATT）の施工

SAVEコンポーザー（静的締固め砂杭工法）………における小型施工機の開発

バケットホイールエキスカベータによる …………常陸那珂港北ふ頭埋立て工事

アスファルト舗装の常温式路上再生工法 …………

三連スクリードを搭載した
アスファルトフィニッシャ …………………………

引張りラジアルゲートの
開発と羽地ダムへの適用 ……………………………

基礎および山留特集

B巻 頭 言　都市内道路トンネルの…………………建設と技術開発

掘削土再利用地中連続壁工法による ………………開削トンネル山留の施工

地中斜め控え護岸工法による低水護岸工事
─阿武隈川平成の大改修　腰浜地区工事─ ………

小型水平多動軸回転式連壁掘削機による土留工事
─阪神高速大道工区交差部開削・トンネル工事─

舞鶴発電所新設工事のうち石炭サイロ工事用
……地中連続壁および杭基礎の施工

─連壁掘削機による岩盤掘削─
牧野浩保ほか

森岡　登ほか

中沢重一ほか

原田哲伸ほか

惠 谷 舜 吾

中川博次ほか

小倉昭司ほか

泉　秀俊ほか

黒田　泰ほか

大塚　誠ほか

米村光文ほか

室 　 達 朗

丸 山 克 哉

宮口幹太ほか

松崎重一ほか

三浦俊悦ほか

合田佳弘ほか

堀 　 正 幸

渡 邉 和 夫

三澤孝史ほか

秦　直明ほか

奥野　昇ほか

朝倉俊弘ほか
軌道内での超低空頭杭打ち機による ………………鋼管杭打設施工

マルチドリル工法の特徴と施工事例 ………………

B巻 頭 言　公共工事 21 世紀のキーワード ………

有珠山の無人化施工による泥流対策工事 …………

砂防ダム土砂掘削の無人化施工
─山形県東田川郡六淵ダム堆砂敷整正工事─ ……

超遠隔制御システム（Multi Link System）
─雲仙普賢岳赤松川除石工事─
………………建設省九州地方建設局雲仙復興工事事務所・吉田貴

車載型電気集塵機を用いたトンネル工事 …………換気システムの開発

電気クライミングフォーム工法による ……………超高鉄筋コンクリート煙突の施工

トンネル工事におけるマルチメディア情報通信
システムの開発─情報通信の一元化システム─ …

多自由度ブーム装着型油圧ショベルの開発 ………

B巻 頭 言　本四連絡橋の建設を振り返って ……

JIOCE式高速連続ミキサによる ……………………コンクリートダムの施工

斐伊川放水路工事における土砂搬送設備 …………

遠隔操縦ロボットの開発 ……………………………

超大型空中足場による法面施工 ……………………─スカイステーション工法─

移動式クレーンのバリアシステム …………………

SWING-HIJET工法による地盤改良…………………

直角分岐式シールドで分岐部立坑を省く …………

B巻 頭 言　電気設備の安全規制に関する
最近の動向
─安全管理審査制度の導入─

…………

大鳥発電所増設工事における取水口仮締切り工 …

葛野川発電所の急勾配トンネルにおける …………TBM掘削施工

奥三面ダム貯水池における立木等の処理と ………奥三面発電所放水口の施工

現場内ネットワークを用いた
大規模重機土工の施工管理
─関空Ⅱ期造成工事への津名採土地の ……………

効率化施工─

大深度立坑掘削工法
─自立式掘削機とカプセル空気輸送方式 …………
による搬送システム─

スパイキーハンマ付きコンクリート ………………はつり機による下水道改修工事

土圧式シールド工法の排土システム ………………─TSシールドシステム─

「スーパー・バキューム・プレス」を利用した ……建設汚泥リサイクルシステム
滝口健一ほか

栄　毅熾ほか

関　俊一郎ほか

松井信行ほか

大前延夫ほか

高橋　晃ほか

渋川雄二郎ほか

殿村敦典ほか

中 村 　 進

酒井勝利ほか

柳　栄治ほか

宮崎裕道ほか

富 田 　 実

佐藤修治ほか

林 原 英 晶

和田一範ほか

村 田 正 信

阿南　徹ほか

今岡彦三ほか

田 　 奇 ほ か

萩森健治ほか

猪原幸司ほか

西 尾 正 巳

岩 本 日 出 雄

松尾純喜ほか

川 h 光 雄

平成 12年 7月号（第 605号）

平成 12年 8月号（第 606号）

平成 12年 9月号（第 607号）

平成 12年 11月号（第 609号）

平成 12年 12月号（第 610号）

平成 12年 10月号（第 608号）



建設の施工企画　’07. 10 77

21世紀の建設機械施工特集

B巻 頭 言　新世紀を迎えて ………………………

21 世紀の国民生活を支える …………………………建設技術の実現のために

建設機械施工の展望 …………………………………

海中土木分野における機械化施工の展望 …………

ITが変えるか建設生産 ………………………………

建設施工における ITの活用 …………………………

未来の建築工事 ………………………………………

交通インフラストラクチュア整備と機械施工 ……

海洋土木と機械施工 …………………………………

大深度地下工事と機械施工 …………………………

エネルギー・発電関連技術と機械施工 ……………

省力化と建設機械 ……………………………………

情報化と建設機械 ……………………………………

自走式リサイクル機による現場循環型工法 ………

安全と建設機械 ………………………………………

21 世紀夢の技術展（ゆめテク）開催記 ……………

B巻 頭 言　これからの駅 …………………………

シールドトンネルの長距離・急速施工技術
………─石岡トンネルシールド掘進機の

点検・整備実績─

大口径偏心多軸シールド機による
トンネルの施工
─みなとみらい 21 線・本町シールドトンネル─

…

ニューマチックケーソン自動掘削工法 ……………─長崎港湾空港女神大橋下部工事─

大規模埋立てに対応した土運船用 …………………光波式土量自動計測システム

650t 大型クレーンの採用による屋根トラス架設 …─小笠山総合運動公園スタジアム建設─

大型ブルドーザの直動式
遠隔操縦による押土作業
─中部電力碧南火力発電所建設 ……………………

工事における掘削土の埋立て─

スーパーストラクチュアフレームの合理化施工 …

省散水型路面清掃車の開発 …………………………

無機性汚泥の再生利用システム
─脱水ケーキリサイクル装置「ケークル」─ ……

脱水ケーキリサイクルプラント「RPS」……………─混練造粒ミキサ「ペレガイア」─
江草忠男ほか

栗原正春ほか

井 手 隆 幸

石川敦雄ほか

中島英雄ほか

馬場孝文ほか

尾崎正明ほか

山縣延文ほか

木村光夫ほか

鈴木勇喜ほか

安 藤 恵 一 郎

斉 藤 義 信

小 林 真 人

桶 谷 文 勇

杉 山 玄 六

久 武 経 夫

西 田 光 行

中 村 俊 男

松木田正義ほか

河 野 重 行

宮 川 哲 也

村 松 敏 光

今 岡 亮 司

野 村 　 剛

喜安和秀ほか

大 林 成 行

玉 光 弘 明

建設リサイクル技術の現状と展望特集

B巻 頭 言　「環境の世紀」に循環社会の
構築を急げ………………………………

建設副産物のリサイクルの現状と展望
……………………………国土交通省総合政策局事業総括調整官室

アスファルト塊のリサイクル ………………………

コンクリート塊のリサイクル ………………………

建設汚泥のリサイクル
─安定液リユースシステムの開発─ ………………

建設混合廃棄物のリサイクル
─破砕・選別・精選システム─ ……………………

建設発生木材のリサイクル …………………………─自走式木材破砕機─

建設発生土のリサイクル ……………………………

建設機械のリサイクル ………………………………

B巻 頭 言　改革の時 ………………………………

北陸新幹線飯山トンネル富倉工区 …………………─ずりだしシステムの紹介─

大口径岩盤掘削機による立坑掘削
─滝沢ダム原石投入立坑の施工─ …………………

滝沢ダム施工機械設備の計画 ………………………

RC造超高層マンション向け機械化施工システム …の開発と適用─ニュー・スマートシステム─

湖水観測水中ロボット「淡探」の開発
……………─自律型水中ロボット（AUV）の

仕様と運用成果報告─

クレーン機能を利用した油圧ショベルの …………現状と課題

プロダクトモデルと建設に関する …………………情報化の国際的な現状

B巻 頭 言　IT革命に思う …………………………

社団法人日本建設機械化協会定款

平成 12 年度社団法人日本建設機械化協会の事業活動

移動式破砕機の活用によるダム施工の効率化 ……

海洋工事における汚濁拡散防止システムの開発 …

昇降式養生システムによる高層ビル解体工法 ……─MOVE HAT解体工法─

超高層構造物解体工法
─高所作業をなくして，解体ロボットが …………
超高層構造物を安全に解体─

建築部材に対応したフラッシュ溶接装置の開発 …梅国　章ほか

望月　武ほか

宮下剛士ほか

石倉　隆ほか

狩 野 弦 四 朗

瀬 口 龍 一

村松敏光ほか

野 村 正 之

熊谷道夫ほか

箕 輪 晴 康

徳 田 憲 治

西影　顕ほか

鈴木恒男ほか

土 屋 功 一

福 田 　 達

鈴 木 弘 康

有 本 康 宏

大 音 　 清

飯塚芳雄ほか

高 橋 久 明

岡本紀海夫ほか

加 藤 三 郎

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 13年 1月号（第 611号）～平成 13年 12月号（第 622号）

平成 13年 1月号（第 611号）

平成 13年 2月号（第 612号）

平成 13年 3月号（第 613号）

平成 13年 4月号（第 614号）

平成 13年 5月号（第 615号）
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B巻 頭 言　プロジェクトXを求めて ……………

苫前ウィンビラ風力発電所の概要と建設工事 ……

ビオトープの世界から見た公共事業の将来 ………

水中構造物の合理的な解体工法の開発 ……………─デメテル工法─

プレストレスを導入したシールドトンネル用
セグメントの開発と施工─ P&PCセグメント─ …

ケーブルクレーンおよびドリル付き油圧くさび
破砕機を用いた硬岩掘削作業─東九州自動車道 …
上野原トンネルにおける急崖対策工─

斜面切取り工事無人化施工
─大崩壊地　大西山を切取る─ ……………………

石炭灰を主材料とする遮水材（フライアッシュ
モルタル）の製造プラント開発─響灘埋立工事 …
1号地 2期管理型および揚灰岸壁他工事─

GPS を利用したダンプトラックナビシステム ……

B巻 頭 言　ETCの今後の展開 ……………………

押出し工法による 13 径間連続 PC箱桁橋の施工
…─第二東名高速道路大平高架橋

（PC上部工）工事─

連動ジャッキを用いた橋桁（1,600t）の台船 ………一括架設工法─荒川横断橋梁─

パイプ形ベルトコンベヤによる市街地大規模 ……土砂搬送設備─大願寺山宅地造成工事─

埋設管水道更新新工法の開発と施工 ………………─プラズマモール工法─

鉄塔生産システムの開発と施工 ……………………─タワー・スマートシステム─

積載型トラッククレーンの安全装置 ………………

B巻 頭 言　新技術の活用にむけて ………………

中部国際空港島の建設における ……………………IT統合情報化施工

北海道電力苫東厚真発電所 4号機増設工事 ………における貯炭サイロの施工

鈴蘭台汚水幹線工事におけるTBMによる掘削
工事─TBMによる急勾配下水道トンネル掘削─…

シールド発進立坑用地を縮小化する ………………省面積システムの開発

電食技術によるシールド直接発進到達工法の
開発─安全性の向上，周辺環境への影響低減，……
コスト縮減を目指して─

リニューアル特集

B巻 頭 言　地方の活性化が日本を再生する ……

耐震性向上を目的としたアースフィルダムの
リニューアル工事─山口貯水池堤体強化工事─ …

自動車専用道におけるトンネルの活線拡幅 ………─大蔵トンネル拡幅工事─

老朽管を蘇らせる SPR工法 …………………………

既設橋梁のリニューアル
─新平和橋改修工事（下部工）の例─ ……………板坂　恵ほか

西村伸一ほか

堂上幸男ほか

高田　武ほか

坂 根 正 弘

中里卓治ほか

鈴木　茂ほか

中村優一ほか

白戸伸明ほか

佐藤恒夫ほか

橋 元 和 男

野 本 修 治

西村　淳ほか

脇　登志夫ほか

黒瀬俊章ほか

小池照久ほか

武田正利ほか

南 部 隆 秋

青野　隆ほか

井関晴夫ほか

牛山博司ほか

柚木崎　守ほか

杉本雅人ほか

松下君俊ほか

中 山 智 晴

佐々木伸也ほか

村 　 良 平

建物を使いながら行う免震レトロフィット工事 …

首都高速道路における高架道路の …………………点検車両の改良

B巻 頭 言　建設現場の ITの利用 …………………

セルフクライミング式大型インクラインの ………開発と実用化

孔壁が自立しない地山に対する
エアグラウトドリル工法の開発 ……………………

シールド・トンネル工事用磁石ベルト式搬送 ……システムの開発─マグネットドライブ─

湖沼等における自律航行型測深システム …………─自動ベルーガの開発─

シールドトンネルにおけるラッピング工法 ………（外周被覆工法）の開発

柔構造式プレキャストセグメント …………………構造沈埋函，PPST

ディーゼルエンジンの排出ガス規制 ………………対応技術の現状と将来

B巻 頭 言　原子力安全・保安院が目指すもの …

高透水性砂礫地盤における密閉型
矩形推進機による洞道構築
─中部電力・楠共同溝取付洞道工事─

……………

自然環境を配慮したダム用コンクリート …………運搬設備（ライジングタワー）の開発

センターポール式深礎掘削工法 ……………………

CSG材料製造システムの開発
─CRTミキサシステムの開発と施工実績─ ………

画像処理を利用したダンプトラック運行管理
……システムの開発─神戸複合産業団地粗造成

及び土砂運搬工事（その 2）─

小口径シールドにおける遠隔測量 …………………システムの現場への適用

2層同時舗設工法と施工機械の開発…………………

水陸両用機械による仮設備の低減 …………………

建設機械のリサイクルの現状と推進 ………………

B巻 頭 言　長大橋保全に関する機械化への………取り組み

側部先行中央部揺動型三連式泥水シールド機の …設計と施工─営団地下鉄 11 号線延伸工事─

大型移動支保工による PRC高架橋の上下線一括 …施工─四国横断自動車道　太田下町高架橋─

パンタドーム・プッシュアップ工法による ………大規模石炭中継施設の鉄骨屋根建設

横行式オーガカッタによる地中連続壁の施工 ……─パワートレンチャ（PTR）工法─

マサ土砂の生産実態と課題
─マサ土砂生産設備（乾式）の開発─ ……………

道路維持管理用車両における ………………………圧縮天然ガス自動車の開発

再利用可能な二重構造シールド掘進機の開発 ……

ハイポスト形マテリアルハンドリング機の開発 …東海林　勇ほか

中村秀雄ほか

宇 田 康 久

高倉寅喜ほか

寺嶋　力ほか

貞 永 　 誠

岩尾　泉ほか

末富裕二ほか

谷 中 幸 和

松 本 　 毅

猪原幸司ほか

斉藤　徹ほか

浅 沼 廉 樹

藤村光治ほか

川村正身ほか

小林光雄ほか

畠山好郎ほか

名和芳久ほか

福 島 　 章

藤 井 恒 介

岩 村 栄 世

島田哲治ほか

増田　稔ほか

中山正夫ほか

緒方健治ほか

馬久地延幸ほか

苗 村 正 三

平林　望ほか

宮崎貴志ほか

平成 13年 7月号（第 617号）

平成 13年 8月号（第 618号）

平成 13年 10月号（第 620号）

平成 13年 11月号（第 621号）

平成 13年 12月号（第 622号）

平成 13年 6月号（第 616号）

平成 13年 9月号（第 619号）
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21世紀のインフラストラクチュアと多様化する建設技術特集

B巻 頭 言　2002 年年頭のご挨拶 …………………

21 世紀的建築と都市 …………………………………

日本道路公団における ITS の取組み
─VICS ・ ETCの導入について─ …………………

超電導磁気浮上式鉄道
（リニアモータカー・マクレブ） ……………………

宇宙構造物の建設 ……………………………………

地下空間の建設を支えるシールドトンネル技術 …

山岳トンネル用建設機械の未来像 …………………

家畜ふん尿のメタン発酵処理と消化ガス発電 ……

動く建築構造物 ………………………………………

旋回可動式浮体橋の開閉設備 ………………………

建設機械のデザインと安全性 ………………………

移動式クレーン技術の方向性 ………………………

B巻 頭 言　混迷の中で ……………………………

ダム用コンクリート自動運搬システムの開発 ……─軌索式ケーブルクレーンへの適用─

ダムフォームスライド機の開発
─コンクリートダム型枠作業の省力化・ …………
安全性の向上を目指して─

箱桁橋梁塗り替え用塗装ロボットの開発 …………

磨砕処理による油汚染土壌の浄化プラント ………─スーパーリサイクロンシステム─

煙突解体システム「ディスマントル・リフター」…

乳剤散布装置付きアスファルト
フィニッシャによる高機能舗装
─乳剤散布システムとその特徴─

…………………

雪氷対策の更なる節減をめざして
─凍結防止剤散布システムの開発─ ………………

連続鉄筋コンクリート舗装
─鉄筋敷設・結束機の開発検討─ …………………

コンクリートの練混ぜ性能と瞬発力を
両立したコンクリートプラントの開発 ……………

ITと建設の機械化特集

B巻 頭 言　新幹線における建設の機械化 ………

ITと建設施工─ Precision Construction の試み─…

情報化施工の推進 ……………………………………

三宅島緊急泥流対策工事 ……………………………山本一遵ほか

久 保 和 幸

建 山 和 由

金 澤 　 博

山本秀彦ほか

羽 山 高 義

高田　尚ほか

山本　肇ほか

田中松男ほか

渡辺輝文ほか

廣田昭次ほか

矢作健治ほか

三好哲也ほか

塩 入 淑 史

後 藤 普 司

宇 井 邦 夫

関戸　孝ほか

油川真広ほか

小川幸正ほか

内 田 正 孝

永 森 邦 博

松 本 信 二

夏 原 博 隆

佐藤元久ほか

宇 野 　 求

玉 光 弘 明

大量土岩工事における統合管理システムを用い …た施工管理─関空 2期工事　加太土取り事業─

大規模高盛土工事の合理化施工法の開発 …………─第二東名・伊佐布 IC工事─

地上型三次元レーザースキャナーを ………………用いた地形計測システム

IT利用による自動化搬送システムの開発
─建築工事における仕上・設備
資材の揚重作業を対象として─

……………………

ITを活用した無人調査機械の開発 …………………

統合型ディジタル無線を利用した遠隔操縦システム…

B巻 頭 言　新世紀を拓く港湾の技術 ……………

トンネル掘削における発破振動の自動計測と管理…

高所ボーリングマシンによる基礎処理工事の合理化…

高耐力マイクロパイル工法を用いた ………………既設橋脚の耐震補強

上向きシールド工法の開発と実証施工 ……………─地上での立坑工事期間の軽減─

6トンクラス油圧ショベルの
省エネルギー効果評価モード ………………………

CNGエンジン搭載ホイールローダの開発 …………

工事用信号車の開発─もらい事故防止対策技術─…

掘削土再利用連壁工法─RC連壁施工技術を
応用した超深度対応可能な掘削土再利用連壁─ …

事業報告特集

B巻 頭 言　建設の機械化運動の半世紀 …………

社団法人日本建設機械化協会定款

平成 13 年度社団法人日本建設機械化協会の事業報告

大口径リバース工法を用いた立坑の ………………合理的構築工法

ITを用いた高速道路の大規模盛土構築─高速 ……道路初の土砂運搬誘導システムの導入結果─

奥只見発電所増設工事
奥只見ダム穴開け工事の概要 ………………………

トンネル掘削機の余掘防止システム ………………（NARAI 掘削）による施工実績

移動体通信を利用した建設機械の管理システム …

路面切削機の変遷と現況 ……………………………

多様化するニーズに対応する建設機械とアタッチメント特集

B巻 頭 言　ETC普及の展望 ………………………山 口 修 一

行木愛通ほか

守 田 　 正

横屋和與ほか

坂田　淳ほか

山崎寿重ほか

滝 沢 　 究

渡 邊 和 夫

織田　茂ほか

相良幸雄ほか

橋口和文ほか

小見山昌之ほか

伊東　憲ほか

守田正一ほか

秋田真良ほか

岡村浩孝ほか

小谷　拓ほか

小笠原　保ほか

千葉　誠ほか

浜田耕史ほか

佐田達典ほか

板垣光春ほか

吉田　功ほか

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 14年 1月号（第 623号）～平成 14年 12月号（第 634号）

平成 14年 1月号（第 623号）

平成 14年 2月号（第 624号）

平成 14年 4月号（第 626号）

平成 14年 5月号（第 627号）

平成 14年 3月号（第 625号）

平成 14年 6月号（第 628号）
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多様化する建設機械の中のアタッチメント ………

油圧ショベルにおけるアタッチメントツール装着
への対応─ツールコントロールシステムの開発─…

クライミングクレーン用アタッチメントの開発 …

オールケーシング工法用万能掘削機 ………………─スカイチャッキングドリル─

廃木材リサイクルのための木質系粉砕機
─ブラッシュチッパ，スーパーシュレッダ，………
タブグラインダ─

ロータリ除雪車の操舵支援技術に関する研究開発…

油圧ショベルのワンレバー式操縦システムの開発…

真横走行・その場旋回フォークリフトの開発 ……─ACROBAシリーズ─

多目的作業車
─通年使用によるトータルコストの削減─ ………

回転羽根分別式海岸清掃車の開発 …………………─ビーチクリーナ─

B巻 頭 言　次なる 30 年にむけて …………………

移動式プロテクタを用いた発破によるトンネル
…活線拡幅工法（エルトン）の施工

─一般国道 229 号岩内町敷島内トンネル工事─

岩盤対応型泥水シールド機の設計と施工 …………─南熱海幹線管渠建設工事その 3─

内胴引抜き再利用型シーリドマシンによる再構築…工事─文京区本駒込，三丁目付近再構築工事─

山岳トンネル工事における爆薬の …………………遠隔装填システムの導入

トンネル工事における連続ベルトコンベヤシステム…

プラズマによる破砕技術の開発 ……………………

B巻 頭 言　地域住民参加型の手法を活用した……直営施工方式の取り組み

大規模アスファルトフェーシング
ダム工事への情報化施工の適用
─北海道電力京極発電所上部調整池建設工事─

…

大規模塔上構造物建設向け「スリップアップ
工法」の開発─関西電力舞鶴発電所 10 万 t 級 ……
石炭サイロ建設工事における適用例─

高速ベルトコンベヤ式撒きだし装置に
よる緑化ブロック内の基盤材充填方法
─関西電力舞鶴発電所物揚げ岸壁緑化 ……………

ブロック充填工事における適用例─

亀裂性岩盤を対象にした動的注入工法 ……………「ダイナプレス工法」の開発

廃棄物最終処分場の遮水シート破損箇所への ……補修工法「スプレッド工法」の開発

ウッドファイバーフィニッシャの開発 ……………

B巻 頭 言　しまなみ海道保全業務を………………通して思うこと

桜島における土石流土砂等を活用した ……………現位置攪拌混合固化工法

のり面除草の炭化処理設備の開発 …………………

New PLS 工法の施工への適用 ………………………─横浜横須賀道路吉井工事─
及川　淳ほか

紺谷正紀ほか

酒谷幸彦ほか

淵 田 政 信

松浦千秋ほか

宮本武司ほか

山本拓治ほか

山野達矢ほか

河合勝実ほか

堀川明広ほか

石 川 佳 市

北原成郎ほか

田口一生ほか

岡田　喬ほか

藤崎　満ほか

杉浦章夫ほか

今岡彦三ほか

桜 井 義 紀

片 山 智 崇

吉 村 考 史

延 命 寺 義 之

江川栄治ほか

荒井　猛ほか

井 上 芳 人

市田邦洋ほか

川 西 詠 二

白木秀明ほか

松田國昭ほか トンネル工事用の集塵強制換気システム …………

泥土圧式シールド工事における ……………………建設泥土処理とリサイクル

親子シールド掘進機の開発・実用化 ………………

歩道下空洞探査車の開発 ……………………………

道路における維持管理機械特集

B巻 頭 言　民営化と機械化 ………………………

高速道路における維持補修用機械の変遷 …………

トンネル覆工打音点検システムの開発 ……………

レーザを用いたトンネル覆工コンクリート ………測定車─測定車による点検の効率化─

国土交通省における道路維持管理車両への ………低公害車（CNG車）の導入

長大橋の維持管理用機械設備 ………………………

橋梁点検車の開発─遮音壁高さ 8mへの対応─……

除雪トラックの自動化 ………………………………

ウォータジェットによるコンクリート ……………構造物のリニューアル

B巻 頭 言　独立行政法人土木研究所の……………役割について

大規模連続土工のシステムインテグレーション─土砂
破砕・搬送設備の総合運転監視システムの構築（岬町多…
奈川地区多目的公園用地造成事業土砂採取供給工事）─

大型起重機船による大ブロック一括架設 …………─新北九州空港連絡橋の建設─

TULIP 工法を用いた先行支保工の施工
─鉄道に近接した飛鳥山下に建設する道路 ………
トンネルの作業基地の築造─

海水浸透取水方式による淡水化プラント施設の概要
─福岡における日最大量 5万m3 の飲料水生産設備─…

盛土転圧情報化施工管理システム …………………

プラスチック焼結体エレメントを用いた …………トンネル工事用集塵機の開発

ラバーシリンダ式高圧水発生方式による …………ウォータジェットはつり工法の開発

B巻 頭 言　電力安全規制の方向性 ………………

岩盤対応型大口径シールドマシンによる海底トンネ…ルの施工─志賀原子力発電所 2号機放水路工事─

大型重機による大規模岩盤掘削
─志賀原子力発電所 2号機基礎掘削工事─ ………

中国横断自動車道浜田東ジャンクション桁撤去
…工事─ユニットキャリア及びデッキリフトに

よる桁撤去工事─

反射法地震探査による切羽前方探査
─三次元TSPシステムの現場への適用─ …………

発破を用いないトンネル切羽前方地質探査法（SSRT）…

画像処理を用いた工事用接近警戒自動監視システム…

小断面トンネル専用覆工コンクリート切削機の開発…

遮水機能検査システム「s-Can light」の開発
─安全かつ信頼性の高い最終処分場を目指して─…

田中　勉ほか

中 野 正 憲

松 本 三 千 緒

加藤卓朗ほか

山本松生ほか

山徳康博ほか

門木秀一ほか

西田勝幸ほか

福 島 　 章

山口久幸ほか

村 上 　 宏

西 澤 修 一

梶原俊昭ほか

小山　宏ほか

藤 原 常 男

江川省三ほか

田 中 康 順

三辺征夫ほか

甲斐　賢ほか

清水勝吉ほか

坂 本 光 重

鈴 木 　 勝

伊藤哲男ほか

小笠原　保ほか

軍 記 伸 一

吉 持 達 郎

持丸修一ほか

田中雄次ほか

荒木輝夫ほか

辰巳勇司ほか

平成 14年 7月号（第 629号）

平成 14年 8月号（第 630号）

平成 14年 10月号（第 632号）

平成 14年 11月号（第 633号）

平成 14年 12月号（第 634号）

平成 14年 9月号（第 631号）
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建設のフロンティア特集

B巻 頭 言　 …………………………………………

宇宙開発の現状と将来動向 …………………………

大深度地下空間の有効利用に向けて ………………

大深度地下開発におけるシールドトンネル工事の現状と将来展望…

─高度情報化施工ヘの夢─ …………………………

空中に大地を築く挑戦 ………………………………

火山災害と無人化施工 ………………………………

装着が簡単な緊急災害用建設機械の遠隔操縦装置……

超高地における建設機械 ……………………………

21世紀初頭の海洋利用技術─持続可能な海洋利用を目指して─…

危険作業従事者の安全管理の未来 …………………

B巻 頭 言　鉄道建設のコスト比率 ………………

線路直下での円形大断面トンネルの施工
─HEP & JES 工法による「りんかい線……………
第 2広町トンネル工事」

重要構造物直下における角型鋼管推進工事 ………─つくばエクスプレス六町駅工事─

高水圧下における斜坑泥水推進工法による施工 …─今井川地下調節池建設工事（その 10）

Non-SC 型泥土圧シールド機の開発 …………………

拡大・縮小シールド工法の開発─ES Tube 工法─

トンネル覆工コンクリート打音診断機の開発─トンネル …ドクター「ソニック・マイスター」の開発─

深層混合処理機の建入れ精度制御システム─パペット工法─ …

細粒化装置付き凍結防止剤散布車の開発 …………─安価な原塩を安全かつ経済的に散布─

ダム特集

B巻 頭 言　独立行政法人水資源機構の発足に向けて…

滝沢ダムにおける新工法への取組み─CSGプラント及び …SPTOMを採用した新しいダムコンクリート施工法─

大規模ダム建設工事におけるコンクリート運搬設備の概要
─国内で初めて採用したレール走行式循環バケットの紹介─ …

滝沢ダムにおける打設設備の自動化─コンクリート打設自動運転システムの概要─…

加速度計とGPS を利用した締固めの管理方法の高度化…

フィルダムロックゾーンのリアルタイム盛立品質管理システムの開発 …

北上川水系猿ヶ石川田瀬ダム放流設備のリニューアル工事…鈴 木 次 男

矢野康明ほか

古 屋 弘 ほ か

太 田 裕 士

黒 川 文 貴

今 村 利 博

達 俊 夫

須田光俊ほか

山本光起ほか

川 上 純 ほ か

阿曽利光ほか

三澤孝史ほか

扇 原 博 ほ か

半 田 卓 ほ か

荒川栄佐夫ほか

高 薄 和 雄

田 中 藤 尚

小 林 日 出 雄

玉 根 敦 司

荒川輝昭ほか

三村洋一ほか

宇 治 川 正 人

岡 本 直 樹

佐 々 木 幸 信

吉 川 和 夫

井 口 雅 一

玉 光 弘 明

気化冷却設備によるコンクリート骨材の冷却─紀の川水系……紀の川大滝ダムにおける細骨材気化冷却設備の実績─

フィルダムにおける基礎岩盤清掃作業の機械化 …

バイブレータ音を利用したダムコンクリートの締固め判定…

自走式土質改良機による骨材プラント脱水ケーキの改良…

コンクリート切削装置「ラスパール」の開発と適用事例…

B巻 頭 言　ストックマネージメントの導入による農業水利施設の有効活用…

全天候型建設工法を支える水平搬送システム─下北半島に …建設中の東北電力・東通原子力発電所第 1号機─

RC造用フロアクライミングタワークレーン工法の開発…

大規模交差点の立体交差化施工方法（ダウニングブリッジ工法）の開発…

シールド機カッタビット交換工法の展開 ………………………─リレービット工法─

鋼管杭の接合・圧入に適用するフラッシュパイリング・システムの開発…

ディープウェル工法における地下揚水自動管理システム …─掘削工程に応じた地下水位の自動管理─

都市のヒートアイランド対策技術の開発─「打ち水ロード」と熱環境予測システム─ …

自走式木材破砕機「リフォレ」によるダム流木のチップ化とその有効活用…

除雪機械展示会（小松）見聞記　ゆきみらい 2003in 小松─みて，ふれて，体験して─…

事業報告特集

B巻 頭 言　シールドの里帰り ……………………

社団法人日本建設機械化協会定款

平成 14 年度社団法人日本建設機械化協会事業報告

シールド機の転用を容易にしたコンパクトシールド工法 …─後方設備内包型 3分割シールド機の採用─

地盤改良の施工における新工法採用（AMP工法） …─高知県中土佐町久礼排水ポンプ場建設工事─

大径化・高速化対応型の深層混合処理工法の開発─進化したCICMC工法─ …

自走式土質改良機を使用した砂防CSG工法の施工と品質管理…

煙突除染ロボット「ペンタクロース」による煙突解体工法…

煙突除染ロボット「ペンタクロース」による煙突解体工法本設柱に …取付けて使用するジブクレーン─ブランチクレーンの開発─

トンネル特集

B巻 頭 言　今こそ，エンジニアリング …………

最近のトンネル施工技術の動向 ……………………

T字型接合シールド工法を採用した地中接合工事─TBOSSW方式─ …高橋範俊ほか

猪 熊 明

前 田 泰 生

鈴木秀之ほか

谷 雄 一 ほ か

中村良光ほか

大 塚 誠 ほ か

川h文也ほか

松浦將行ほか

金 山 良 治

青 木 鉄 朗

有 本 康 宏

小宮英孝ほか

岩 本 宏

梅 国 章 ほ か

永森邦博ほか

稲森宏育ほか

河 原 圭 司

広 谷 浄 ほ か

鈴 村 和 也

高 橋 浩 ほ か

尾下真規ほか

栗本雅裕ほか

矢作健治ほか

瀧本圭一ほか

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 15年 1月号（第 635号）～平成 15年 12月号（第 646号）

平成 15年 1月号（第 635号）

平成 15年 2月号（第 636号）

平成 15年 3月号（第 637号）

平成 15年 4月号（第 638号）

平成 15年 5月号（第 639号）

平成 15年 6月号（第 640号）



建設の施工企画　’07. 1082

圧気併用シールド工法による海底取水トンネルの施工
─中部電力浜岡原子力発電所 5号機取水塔・取水トンネル工事─…

揺動型シールド工法の開発と実工事への展開 ……

シールド機内からカッタビット交換が可能な ……テレスポークビット工法の施工

電力工事におけるシールドの高速施工─FNAVI シールド工法─ …

2段伸縮式シールドジャッキを用いた急曲線シールド機の開発 …

切羽土圧を安定制御するTS工法浅深度・大深度における泥土圧式
シールド工法への適用─ツインスクリュシールド工法の開発と実用化─…

インターネットを活用したTBM掘進管理支援システム …─第二名神高速道路甲南トンネル上り線工事─

長距離施工に適した 3Dカッタシールドの開発……─段形状掘削カッタヘッドの開発─

B巻 頭 言　ロボット設計指針のバイブル ………

建設技術と技術事務所 ………………………………

世界初無人化施工による鋼製スリット砂防堰堤工事
─雲仙・普賢岳水無川 3号鋼製スリット砂防堰堤工事─ …

土工統合管理システムの開発と導入 ………………

高水圧仮締切の開発と自動化施工の導入
─奥只見増設発電所取水口工事への適用─ ………

岩盤切削を中心とした最近のトレンチャ技術 ……

高速道路における維持・補修用機械の多機能化 …─架装装置の効率的な運用を目指して─

トンネル水噴霧設備点検車 …………………………

B巻 頭 言　我が国の製造業について ……………

超大型クローラクレーンによる大ブロック・モジュール工法の …推進─原子力発電所構造物・機器の据付け─

高圧圧送装置によるコンクリート長距離打設─中部電力 …浜岡原子力発電所 5号機取水塔・取水トンネル工事─

一矢・輪谷トンネル改良工事における機械施工─石炭灰
有効利用によるカルバート構築式トンネル工法の採用─ …

大断面シールド機の回転施工─首都高速道西新宿シールドトンネル─ …

小径コアによるコンクリートの性能調査方法の現状…

B巻 頭 言　独立行政法人港湾空港技術研究所の現況と展望…

分級による浚渫土砂の画期的な有効活用
─関門航路浚渫工事における土砂の分級─ ………

水中構造物撤去装置─第三海堡撤去への挑戦─ …

バイラテラル操作系を用いた水中バックホウの …遠隔操作技術の研究開発

既設構造物直下への静的圧入締固め工法の適用 …

改良型真空圧密工法の開発と施工事例 ……………─N&H強制圧密脱水工法─

ダムコンクリート運搬用自昇式テルハクレーンの開発…

低車高深度クラム（PX500）の開発と適用事例……

デュアルモード・シールド掘進機の開発と実用化 …近藤保徳ほか

神 田 昌 一

高橋　博ほか

市川尋士ほか

善 功 企 ほ か

酒 井 浩 ほ か

竹田康雄ほか

井上俊輔ほか

浜 田 賢 二

礒 健 一 ほ か

野尻俊雄ほか

小田康博ほか

小川泰司ほか

舘 鼻 学 ほ か

藤 原 達 也

市川敦史ほか

阿 部 鎮 太 郎

大 山 宏

橋本長幸ほか

秋山満敏ほか

古賀省三ほか

村 松 敏 光

金 子 真

深 井 政 和

戸 田 浩

伊 東 憲 ほ か

三谷典夫ほか

田代和登ほか

磯村繁樹ほか

永森邦博ほか

清 水 昇 ほ か

B巻 頭 言　維持管理技術の開発 …………………

行政情報建設機械施工の安全施策の取組みについて…

プレキャストスパン工法による高架橋架設 ………─台湾新幹線の高速施工─

コンクリートアーチ橋のメラン併用斜吊り張出し架設 …─町道日生頭島線頭島大橋（仮称）の建設─

専用架設作業車による大型プレキャスト PC床版の …架設─第二東名高速道路富士川橋の施工─

エアキャスタを用いた鋼桁橋の送出し架設
─第二東名高速道路駒瀬川橋の施工事例─ ………

高速道に横架する跨道橋の一括除去工法による …架替え─東名高速道路瀬谷橋の施工事例─

ゴンドラとロールによる塗装の機械化 ……………─吊り橋の主塔用塗装装置の開発─　

橋梁の大型化とメンテナンスニーズの増加 ………への対応─大型橋梁点検車の進化─

長大橋保全用自走式作業足場の開発
─韓国の永宗大橋，廣安大橋における事例─ ………

橋のトピックス　錦帯橋─平成の架替え─ ………

B巻 頭 言 「建設の機械化」から顔の見える機関誌を目指して…

特殊自動車の排出ガス規制の動向 …………………

建設施工における地球温暖化対策の手引き ………

CO2 発生を抑制する長大トンネルずり搬出システム…─東北新幹線八甲田トンネルの施工─

大型クレーン不要な煙突解体工法の開発
─富士吉田市環境美化センター第一工場解体の施工事例─…

ダイオキシン類汚染底質浚渫技術の開発 …………

粒状固化工法による建設汚泥の再資源化システム …─捨てるものと捨てるものから有用物を─

木材チップ膨軟化処理機「プレスショットBN037PE」…

PCエクストラドーズド下路桁橋の張出し施工
─西名古屋港荒子川橋りょうの専用架設機械による施工─…

広域測量バギーシステム─中部新国際空港の造成工事─ …

B巻 頭 言　新技術活用を進めるために …………

施工技術の研究とシミュレーションの利用 ………

機械化施工におけるシミュレーション技術─建設コスト…縮減を目的とした製品骨材輸送設備の新たな試み─

採石場の採掘計画及び緑化計画シミュレーション …

バーチャルリアリティー技術を利用した原子力
発電所工事─建築機電間コラボレーションの実施─…

運搬システム支援ソフトウエアの現状 ……………

バージによる投入土砂の堆積形状に関する予測手法と適用事例…

コンクリートの表面変状調査システム─トンネル
覆工コンクリートの変状調査方法とその事例─ …

鋼・コンクリート複合ラーメン橋のキャンチ
レバー架設─東九州自動車道今別府川橋─ ………西 川 孝 一

高橋秀樹ほか

増 田 　 稔

坂井忠浩ほか

田中幸一郎ほか

高 柳 秀 樹

黒 川 文 貴

吉 田 　 正

岡 原 美 知 夫

上用敏弘ほか

越智　聰ほか

牧野澄夫ほか

野口真一ほか

守屋典昭ほか

吉 田 正 ほ か

蓼沼慶正ほか

星隈順一ほか

上 田 健 二

佐 野 正 道

機関誌編集委員会

秋 山 和 夫

茂木正晴ほか

坂本光重ほか

丸山大三ほか

寺田典生ほか

山 村 徹 ほ か

伊藤稔明ほか

丸山哲郎ほか

稲 垣 　 孝

北 川 　 信

平成 15年 12月号（第 646号）

平成 15年 11月号（第 645号）

平成 15年 10月号（第 644号）

平成 15年 7月号（第 641号）

平成 15年 8月号（第 642号）

平成 15年 9月号（第 643号）
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ロボット技術特集

B巻 頭 言　年頭のご挨拶 …………………………

建設分野へのロボット導入の課題と将来展望 ……

建設機械知能化の現状と展望 ………………………

｢技術が支える明日の暮らし国土交通省技術基本
計画」の概要─重点プロジェクト「建設ロボット …
等による自動化技術の開発」を中心に─　

国土交通省におけるロボット等を活用した ………建設施工に関する取組み　

建設作業に人間型ロボットは使えるか ……………

関西圏における次世代ロボット産業の国際拠点化に向けた取組み…

遠隔操縦ロボット（ロボQ）の開発と施工効率化 …

CONET2003 アカデミーロボットの開発状況─大…学など公的研究機関における建設ロボット研究─　

地震防災特集

B巻 頭 言　巨大地震対策 …………………………

東海地震対策，東南海・南海地震対策の概要 ……

災害対策用機械とその整備 …………………………

社会基盤施設の地震災害軽減に資する耐震技術 …

中央合同庁舎第 3号館耐震改修工事
─国内最大級規模の免震レトロフィット─ ………

新材料を用いた道路構造物の耐震補強 ……………

免震技術を活用した阪神高速湾岸線・港大橋の耐震補強…─日本で最初の本格的な長大橋耐震補強─

厳しい施工条件下における鉄道高架橋の耐震補強 …

地下空間特集

B巻 頭 言　地下空間利用の原点 …………………

シールドトンネル技術の現状と課題 ………………

設計・施工一括発注方式によるシールド
共同溝建設工事のコスト縮減─ 26 号大和 …………
川共同溝工事における設計事例─　

地下鉄建設工事における環境負荷低減の取組み─電動式建設機械の開発と導入─ …

新連続地中壁造成システムによる土留壁の施工 …─高精度で構築する原位置撹拌混合工法─

設計・施工提案型入札時VE方式による
共同溝建設工事のコスト縮減─春日井共 …………
同溝工事の施工事例─　

既設高架構造物に非常に接近した地下横断
歩道の施工─国道 1号東野地下横断歩道設 ………
置工事（京都市山科東野）─　

井上正司ほか

加納行雄ほか
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田邊　滋ほか

松 田 道 孝

真 下 英 人

今 田 　 徹

津 吉 　 毅
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末兼徹也ほか
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玉 光 弘 明

霊峰白山を守る高山地域での地すべり
抑制対策事業─地すべりが進む中での ……………
集水井，集排水ボーリング工事─　

小口径管の高深度・長距離・曲線推進に
挑戦する─新しい位置計測技術の開発と …………
それを用いた推進工法の施工事例─　

行政特集

B巻 頭 言　「国の光」と「モノ」づくり ………

平成 16 年度国土交通省関係予算
………………………………国土交通省総合政策局建設施工企画課

公共事業コスト構造改革の推進について …………

港湾整備事業におけるコスト構造改革の取組
─港湾施設のライフサイクルマネジメント確 ……
立に向けて─　

農業農村整備事業におけるコスト構造改革の取組 …

ユニットプライス型積算方式について ……………

盛土の締固め情報化施工管理要領（案）について …

リサイクル特集

B巻 頭 言　循環型社会への課題 …………………

建設リサイクルに関する最近の技術開発 …………

建設発生土等の有効利用に関する …………………行動計画について　

オンサイトにおける骨材再生プラントの適用 ……

路上路盤再々生工法の効率的施工に ………………向けた新たな取組み　

故紙を混ぜて建設汚泥をリサイクル
─繊維質固化処理土の強度特性と施工事例─ ……

流動化処理工法による農業用水パイプラインの …管体基礎工の施工　

条件的嫌気性菌による植物発生材の堆肥化工法 …─悪臭の発生しない堆肥化─　

建設副産物のリサイクル機械の動向
─現場における再生資源化と減容化の取組み─
………………………………社団法人日本建設機械化協会調査部会

海外の建設施工特集

B巻 頭 言　S社長へ…………………………………

建設施工分野における海外協力 ……………………

中国三峡ダムRCC仮締切り重力式 …………………コンクリートダムの急速施工　

ベトナムのフィルダム建設
―大型機械による合理化施工― ……………………西 尾 　 朗

山本　隆ほか

増 　 竜 郎

加 納 研 之 助

齋藤和美ほか
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海外における「居ながらできる空港改修」を ……実現する施工計画と実施結果　

バンコク第二国際空港舗装工事におけるセメン
ト処理路盤CementTreatedBase（CTB）工事 ……

ロンドンユーロスタートンネルの …………………TBM超高速長距離施工　

世界の地雷原で活躍する油圧ショベル型
対人地雷除去機─ロータリカッタ式対人 …………
地雷除去機の実績─　

特殊自動車の排出ガスに関する国際的動向 ………

建設機械メーカの中国戦略…………日本建設機械化協会製造業部会

国際協力の一環としての建設技術・技能等の
移転による人材の育成─海外研修生受入れ及 ……
び技能実習事業のあらましと実績─　

ODA技術協力の現場 …………………………………

安全対策特集

B巻 頭 言　安心できる安全対策─今こそ，………参加型イネイブリング・アプローチを─　

建設機械施工の安全施策の取組み …………………

建設機械の標準化の動向 ……………………………

ケーソン無人化据付けシステムの開発 ……………

道路工事の安全対策用機材について ………………

手すり先行足場による墜落災害の防止 ……………

土工機械のC規格による安全性向上 ………………

建設クレーンの規格化による安全性向上
……………………………………………社団法人日本クレーン協会

大型油圧ショベル転倒時保護構造に関する研究 …

情報化施工特集

B巻 頭 言　情報と建設マネジメント ……………

座談会「情報化施工」…………………………………

国土交通省における情報化施工の取組み …………

ITを用いた出来形管理の提案
─情報化施工の一形態として─ ……………………

情報化施工を活用した次世代建設システム ………

グレーダを用いた情報化施工 ………………………

情報化施工に対応する建設・鉱山機械と …………そのサポートシステム　

中部国際空港セントレア建設における ……………情報化施工の取組み事例　

維持管理特集

B巻 頭 言　維持管理マニュアルの功罪 …………

国土交通省における維持管理用機械 ………………

刈草RDF及び炭化物製造装置の開発と ……………利用用途の試験施工　

樋門の堆砂除去装置の開発 …………………………

下水道管きょ更生工法「バックス工法」……………

高速道路における道路巡回車の性能 ………………市川敦史ほか

金 井 孝 之

岩松裕二ほか

大西隆弘ほか

宮 石 晶 史

西 川 和 廣
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小 島 宏 一
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鹿 野 安 彦
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神 崎 　 正

西ヶ谷忠明ほか

田中健三ほか

藤 h 治 男
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雨宮　清ほか

宇津木　　薫

山本　昭ほか

松 永 勇 雄 首都高速道路の鋼製橋脚隅角部の …………………損傷と補修・補強　

排水性舗装の機能回復・維持作業を目的とし
た装置の開発─高速型排水性舗装機能回復・ ……
維持機 SPECKeeper ─　

鉄筋コンクリート構造物の離・落に関する ………点検および補修　

環境対策特集

B巻 頭 言　建設機械環境規制の導入と …………情報技術の利用　

建設施工と環境対策…………………………………機関誌編集委員会

国土交通省環境行動計画の概要
─国土交通分野における新たな環境施策とは─ …

ダム施工における材料の有効活用と重力を ………利用した混合プラント　

固化処理底泥土を用いた老朽化ため池の …………堤体改修法とその適用事例　

表土の移植復元─表土マット移植工法─ …………

鉛散弾分別回収システムとリサイクル ……………─射撃場の環境保全対策技術─　

コンクリートカッター工事における ………………環境対策への取組み　

建設機械における振動・騒音対策 …………………

排出ガス 3次，4次規制に対応する…………………新型エンジンの開発　

環境に優しい建設機械の消耗部品，
補助資材─作動油，グリース，クー ………………
ラント等の環境対応─　

除雪技術特集

B巻 頭 言　雪国の地域づくり ……………………

利雪の現状と展望 ……………………………………

横断歩道部の間口処理除雪機械の開発 ……………

新技術を活用した消融雪システムの導入と効果 …

除雪作業の効率化を目的とした ……………………
凍結抑制舗装の効果検証　

札幌市の雪対策
─ゆたかな冬の暮らしを目指して─ ………………

多機能型除雪機械の開発 ……………………………

最近の除雪車 …………………………………………

新技術・新工法特集

B巻 頭 言　「正常化の偏見」を減らす …………

公共工事における新技術の活用促進 ………………システムの運用状況と課題　

硬質地盤の無排土掘削工法（RPB工法）と環境施工への適用…

非開削による配管埋設技術の高度化─インテリジェント誘導式水平ドリル工法─…

高橋脚の短期施工法─ 3H工法─……………………

低公害型解体工法を支える大型機械 ………………

放電衝撃力破砕技術と施工適用例 …………………

乾式ワイヤーソーイング工法 ………………………三中達雄ほか
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建設未来特集

年頭挨拶　新年のご挨拶 ……………………………

B巻 頭 言　社会へのメッセージ　 ………………

行政情報　国土交通省平成 17 年度予算（速報）
…………………国土交通省総合政策局　建設施工企画課

逆都市化時代の都市のすがた ………………………

建設施工におけるロボット技術の活用
─油圧ショベルの自動化を例とした一考察─ ……

建設工事におけるバーチャルリアリティ技術への期待 …

建築物の構造性能向上技術の将来─スマート建築構造─ …

4足歩行型法面作業ロボットTITAN XI の開発 …

災害調査の先兵「無人移動体」─危険・汚染区域調査のためのプラットフォーム─ …

建設ロボットと IT技術特集

B巻 頭 言　建設作業のロボット化 ………………

建設ロボットと IT施工に関する最近の技術開発 …

特集　現場ニーズに応えるロボット技術・IT─施工技術 …総合研究所におけるロボット技術・ ITへの取組み─

特集　油圧ショベルのイージーオペレーション化のための操作装置…

特集　ホイールローダの自動化 ……………………

特集　無人ラフテレーンクレーンの開発 …………

ダイオキシン類を有する大型煙突解体システムの開発と実施例…

道路トンネルにおけるシールド技術体系と最新技術…

1台で軟弱地盤から岩盤まで対応する万能型
シールドマシンの開発─実験機による拡縮面 ……
板荷重実験およびFEM計算結果の検証─　

速報新潟県中越地震に関する現地調査の概要
………………………………… （社）日本建設機械化協会調査団

建設機械施工の安全対策特集

B巻 頭 言　リスクアセスメントと災害の未然防止 …

建設機械施工の安全施策の取組み …………………

建設機械による事故撲滅を目指して─建設業従事者の方々の安全のために─…

深度 50 m級のニューマチックケーソン施工における安全対策…

鋼・コンクリート複合アーチ橋工事における安全─第二
東名高速道路富士川橋工事における施工及び安全の特徴─ …

可燃性ガス噴出の可能性がある地盤でのシールドトンネルの安全対策 …

採石現場におけるホイールローダの安全管理 ……

大型重機土工における安全対策 ……………………岡本直樹ほか
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小 野 和 日 児

欧州における建設現場の安全衛生管理の現状─文化の違い・安全管理の違い─ …

パートナーロボットの実用化に向けて─愛知万博のロボット─…

建設機械施工の安全対策特集

B巻 頭 言　安全は安く買えるか？ ………………

建設業労働安全衛生マネジメントシステム（COHSMS）…

ビル建設でのテレスコクラムの安全作業 …………

ダンプトラック等車輌の運行経路における安全管理対策…

道路工事におけるショベル系掘削機の安全管理・安全対策 …

建設現場における移動式ラッフィングタワークレーンの安全作業…

建設用ジブクレーンの安全対策 ……………………

安全の確保─作業現場でのKY活動の推進 ………

災害復旧・防災対策特集

B巻 頭 言　予知に頼らぬ減災対策に向けて ……

大規模災害現場における機械の有効活用 …………

災害に関する危機管理の課題と平常時からの備え

インド洋大津波の被害状況と今後の防災対策 ……

スリランカにおける津波からの復旧状況の調査 …

新潟県中越地震災害復旧における建設機械活動 …

新潟県中越大震災における復旧活動 ………………

レンタル会社の災害復旧支援活動 …………………

総合的な津波防災技術 ………………………………

建設施工の環境対策特集

B巻 頭 言　持続可能な社会を目指して …………

環境影響評価制度を巡る最近の動向 ………………

環境影響評価法に対応した工事大気環境の予測評価手法…

建設業の環境保全への取組み ………………………

環境へ配慮した耐震補強工事─東名高速道路浜名湖内橋梁耐震補強工事─…

骨材枯渇化への対応─瀬戸内海の海砂採取禁止に伴う四国地区骨材資源対策─ …

環境配慮型建築の取組み状況 ………………………

建設機械用生分解性潤滑油の現状と規格 …………

ダイオキシン汚染土の無害化─現地無害化処理（TPS＋ジオメルト）─…松生隆司ほか

杉山玄六ほか

大 野 　 直

梶 　 久 夫

海野清司ほか

大 竹 公 一

星隈順一ほか
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山 田 弘 道

後 藤 普 司

下 垣 内 宏

吉 田 　 貴

岩 崎 章 夫

山 崎 弘 志

加 納 研 之 助

後 藤 久 典

林 　 利 成

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 17年 1月号（第 659号）～平成 17年 12月号（第 670号）

平成 17年 1月号（第 659号）

平成 17年 2月号（第 660号）

平成 17年 3月号（第 661号）

平成 17年 4月号（第 662号）

平成 17年 5月号（第 663号）

平成 17年 6月号（第 664号）
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建設施工の環境対策─大気環境特集

B巻 頭 言　環境に優しい建設機械の開発に期待する…

公道を走行しない特殊自動車に対する排出ガス規制…

建設機械用エンジンの排出ガス・騒音低減への取組み…

建設施工の地球温暖化対策と建設機械の
排出ガス対策─油圧ショベルの省エネルギー………………
モードの効果および建設機械用排ガス対策型エンジンの現状─

光触媒を利用した大気浄化吹付型吸音工法 ………

我が国初の道路トンネル低濃度脱硝設備の設置 …─首都高新宿線換気所大気浄化システム─

電動機駆動建設機械の導入事例 ……………………

建設機械メーカーの販売・サービス会社での ……環境への取組み─環境ガイドラインの紹介─

油圧ショベルのハイブリッド化とその効果 ………

路上表層再生工法による環境負荷低減─見直される路上表層再生工法─…

解体・再生工法特集

B巻 頭 言　施工企画と技術 ………………………

再生骨材・再生骨材コンクリートの JIS 化…………

自走式門型昇降装置（リフター機）を用いて
橋梁 1スパンを 1日で解体─橋梁上部工一括 ……
撤去工法大将軍橋撤去工事（北工区）─　

焼却施設解体時のダイオキシン除去システム ……

わが国最古の重力式コンクリートダムの再生
─布引五本松堰堤補強および堆積土砂撤去工事─ …

鋼斜張橋（かもめ大橋）における地盤沈下 ………および車両大型化に対する再生工事　

PC斜張橋「集鹿大橋」の斜ケーブル再生工事 ……

使用済み発泡スチロール（EPS）再生骨材の………利用技術─吸音板・軽量土への用途開発─　

現場発生木・伐採木の有効的利活用システム ……

専門工事業・リースレンタル特集

B巻 頭 言　建設機械リースレンタル業の役割と課題…

機械土工の歩みと近況 ………………………………

杭施工における品質管理のための自動計測管理装置の開発の必要性 …

土木工事を支える機械施工技術者と技能者教育 …

建設用ジブクレーンの貸与者（レンタル業者）の安全施工への取組み…

レンタル商品の現場ニーズと新技術への取組み …

建設産業に働く若者からのメッセージ
─建設現場を支える専門工事業者のい ……………
きいき・やりがい作文─　

辛さが自分の成長につながった ……………………

施工ロスの低減 ………………………………………

教科書 …………………………………………………

植繊機でのバイオマスの利活用─夢の素材ふわふわ君─…平 田 和 男

大 関 麻 子

長 谷 川 　 淳

熊 谷 忠 信

保 坂 益 男

神 庭 浩 二

斎 木 成 治

菅 井 文 明

山 下 啓 明

岡 本 直 樹

一 瀬 益 夫

宮 下 信 也

小林信明ほか

竹中裕文ほか

辻　丈彰ほか

空中　博ほか

時岡誠剛ほか

平湯栄治ほか

河 野 広 隆

村 松 敏 光

細川　恒ほか

鹿 児 島 昌 之

清 水 里 美

河 野 利 宏

森田俔志ほか

内田季延ほか

桜田明彦ほか

山 田 太 郎

清 水 　 純

大 聖 泰 弘

海外の建設施工特集

B巻 頭 言　海外の建設施工と技術協力 …………

行政情報　国土交通省平成 18 年度予算（速報）
……………………………国土交通省総合政策局　建設施工企画課

我が国建設業の海外展開戦略 ………………………

インドプルリア揚水式発電所工事─海外地下工事における機械化─…

香港ストーンカッターズ斜長橋建設工事 …………

シンガポール長距離下水道建設工事─長距離 ……シールド掘削と防食シート採用の 2次覆工─

マレーシアにおけるRCCダムの施工 ………………
─スンガイキンタダム建設工事─　

建設機械の世界の安全基準 …………………………

海外建設活動の現況─平成 16 年度（2004 年度）海外建設受注から─ …

トンネル・シールド特集

B巻 頭 言　実績主義からの脱皮を ………………

東北新幹線八甲田トンネルの施工─世界一長い陸上複線トンネル─…

直径 12.84mの大断面TBMの設計と施工 …………
─東海北陸自動車道飛トンネル　

トンネル換気設備の効率的な維持管理手法
─換気設備の電力量削減および点検・分解 ………
整備に係わる効率化　

新しい空洞調査手法の開発─既設トンネル ………覆工背面空洞調査システム（PVM）

めがねトンネル中央導坑からの本坑支保工の
構築─先行アーチ支保による地山補強工法─ ……
（PSSArch 工法）

遠心力トンネル吹付け工法と現場展開
─吹付け作業の低粉じん化を目指して─ …………

大断面分割シールド工法による（仮称）
外苑東通り地下通路整備工事─都市再生に ………
おける地下立体交差「ハーモニカ工法」

地盤改良を必要としないシールド発進・ …………到達工法─立坑用スライドゲート─　

新潟中越地震から 1年─復興へ始動─ ……………

特殊条件下での建設施工機械特集

B巻 頭 言　特殊条件下での建設施工機械械 ……

触覚情報を用いた水中バックホウ …………………遠隔操作システムの開発　

都市内での浅層大断面非開削トンネル ……………─MMST工法─　

部分拡幅シールド工法（VASARAシールド工法）…の開発─非開削による大規模地下空間構築技術─　

省スペース型垂直土砂搬送装置 ……………………─鉄道建設工事への適用─　

厳しい施工条件を克服する圧入工法の開発 ………
─GRBシステム工法─　

2つのフロントを有する双腕作業機の開発…………─速度指令式ワンレバー方式で制御─　

狭隘空間で使用する内装解体機の開発と適用 ……

汚染土壌対策を支える無人化施工システム ………杉 本 英 樹

小林直廣ほか

石 井 啓 範

山 口 日 出 男

平井幸雄ほか

神尾正博ほか

池 田 信 哉

平林丈嗣ほか

松 井 宗 広

加 藤 信 夫

佐 藤 修 一

湯口正樹ほか

長野祐司ほか

稲田正毅ほか

大嶋健二ほか

川h和來ほか

川北眞嗣ほか

佐 々 木 幹 夫

今 田 　 徹

松 井 波 夫

田 中 健 三

菊地保旨ほか

一瀬邦生ほか

松樹道一ほか

柴 田 勝 実

森 　 毅 彦

玉 光 弘 明

平成 17年 7月号（第 665号）

平成 17年 8月号（第 666号）

平成 17年 11月号（第 669号）

平成 17年 10月号（第 668号）

平成 17年 9月号（第 667号）

平成 17年 12月号（第 670号）
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夢特集

B巻 頭 言　新年のご挨拶 …………………………

未来の建設と他分野の先端技術 ……………………

新春座談会　世代を超えて　建設が好き …………

公共工事等における新技術の活用促進と …………新システム

新技術の活用普及と技術事務所の役割 ……………

地方公共団体と新技術の採用 ………………………

開発技術の信頼性と採用までの道程 ………………

建設会社における新技術活用 ………………………

新技術の活用普及と学の役割 ………………………

新技術の活用普及とコンサルタントの使命 ………

宇宙への取組み ………………………………………

可変形状トラスを利用した可動
型構造物─ 2005 年日本国際博 ………………………
覧会可動モニュメントへの適用

究極の震動破壊実験施設 ……………………………（E-Defense）

知能住宅「ユビキタスホーム」………………………

上肢動作を補助する人工筋肉 ………………………「マッスルスーツ」の開発

環境特集－温暖化防止に向けて（大気汚染防止・軽減）

B巻 頭 言　大人ができること ……………………

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に ………………関する法律」の施行に向けた取組み

オフロード車輌における排出ガス規制 ……………の動向と今後の国際整合に向けて

風力発電による地球温暖化対策 ……………………

環境を配慮した発電機 ………………………………

二酸化炭素を利用する「工業用トリジェ …………ネレーションシステム」の技術開発

バイオマスの熱分解ガス化発電システム …………

耐震性能の確保と環境に配慮した
回転圧入鋼管杭の施工
─九州新幹線島田北高架橋工事─

…………………

環境特集─環境改善（水質浄化・土壌浄化）

B巻 頭 言　水環境の改善とまちづくり …………

土壌・水質の汚染対策に関する関係法令 …………石 田 雅 博

久 保 田 勝

木下哲龍ほか

天 野 寿 二

大 濱 隆 司

長 谷 川 謙 治

牛 山 泉

溝 口 孝 遠

清 水 純

岡 部 直 己

小 林 宏

山 h 達 也

森 利 弘

井上文宏ほか

吉 田 哲 二

木 寺 佐 和 記

牧 角 龍 憲

早 川 康 之

村 上 俊 明

真 次 寛

藤 本 昭

森 下 博 之

藪ノ和洋ほか

加 納 研 之 助

小 野 和 日 児

廃棄物最終処分場適正閉鎖工事
─新しい原位置撹拌混合ソイル
セメント壁構築工法（CSM工法）

……………………

モバイル型土壌洗浄プラントによる ………………
汚染土壌浄化

ソイルセパレータ工法トータルシステム

…………による建設発生土のリサイクル
─伏木富山港（新湊地区）橋梁下部
工事における土砂のリサイクル─

施工段階における二酸化炭素排出量
削減対策─輸送車輌への省燃費運転 ………………
法の普及とその効果把握─

品確法─公共工事の品質確保─

B巻 頭 言　総合評価方式への期待 ………………

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」 ………と土木機械設備工事

品質確保および向上についての取組み ……………

ITを活用したコンクリートの ………………………品質管理システム

初期欠陥を未然に防ぐコンクリート
施工性能評価システム ………………………………

ソイルレイヤー工法の新しい品質保証技術 ………

3次元プロダクトモデルを用いた……………………土工事施工支援システム

施工現場の安全特集

B巻 頭 言　建設安全に安全マネジ
メント導入決断を─ JR西日本福 …………………
知山線事故の教訓─

建設機械施工の安全対策への取組み ………………

建設業におけるヒューマンエラー防止対策 ………

建築物解体作業に従事する労働者の ………………石綿ばく露防止対策

労働安全衛生マネジメントシステムの ……………実施運用

ITとロボット技術を駆使したニュー ………………マチックケーソンの完全無人化施工

ICタグおよび PHSを使用した
トンネル坑内安全管理システム ……………………

鉄骨建方作業における一層一節工法 ………………

リサイクル特集

B巻 頭 言　固体系廃棄物等の ……………………リサイクルの課題と展望

建設リサイクルに関する今後の動向 ………………田 中 倫 英

嘉 門 雅 史

宮h拓三ほか

伊藤耕一ほか

梅田法義ほか

豊 田 文 延

寺 園 義 弘

高 木 元 也

岩 h 辰 志

堀 野 定 雄

古 屋 弘

黒島一郎ほか

坂井吾郎ほか

太田達見ほか

稲 村 雄 三

森 下 博 之

小 澤 一 雅

水野良治ほか

小泉哲也ほか

毛利光男ほか

則 松 勇 ほ か

“建設の施工企画”バックナンバー紹介

平成 18年 1月号（第 671号）～平成 18年 12月号（第 682号）

平成 18年 1月号（第 671号）

平成 18年 2月号（第 672号）

平成 18年 3月号（第 673号）

平成 18年 4月号（第 674号）

平成 18年 5月号（第 675号）

平成 18年 6月号（第 676号）
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千葉県における建設発生木材リサイクル促進行動計画 …

山武町バイオマスタウン構想 ………………………

土砂混じり廃棄物選別プラントとリサイ
クル─不法投棄廃棄物の原状回復事業─ …………

高流動エコセグメントの導入─下水汚泥焼
却灰の高流動コンクリート二次製品への適用─ …

廃棄物焼却施設の解体技術「トランシッド・システム」…─ダイオキシン類ばく露防止への対応とリサイクル─

防災特集

B巻 頭 言　広重に見る江戸のハードとソフトの防災 …

近年の自然災害への対応と建設機械……………日本建設機械化協会
研究調査部・施工技術総合研究所

トピックス　建設機械等による災害対処・復旧支援に関する懇談会設置……国土交通省総合政策局
建設施工企画課・日本建設機械化協会研究調査部

福岡県警固断層の地下構造調査─地震災 …………害の軽減に役立つ地下構造の可視化─

振動台による粒状改良土の耐液状化抵抗性能の確認実験 …

社団法人日本建設機械化協会の支援体制と取組み…日本建設機械化協会研究調査部

衛星情報による災害解析手法 ………………………

事業継続計画（BusinessContinuityPlans）概論 ……─企業の危機発生時の不測事態対応計画─

災害時における首都圏の港湾物流・人流機能 ……確保のための協働体制構築に向けた取組み

標準化特集

B巻 頭 言　標準化と共有化 ………………………

建設分野における標準化の現状と展望 ……………

新 JIS マーク制度及び国際標準化を巡るトピックス…

社団法人日本建設機械化協会の建設機械に関する標準化への取組み…

新幹線スラブ軌道の標準化施工 ……………………

土工機械の世界と日本の標準化─ ISO規格作成活動紹介─ …

建設機械の安全面の標準化─日本版C規格の整備─ …

情報化施工と標準化活動の現況 ……………………

建設機械用作動油規格の JCMAS化…………………

維持管理・延命化・長寿命化特集

B巻 頭 言　維持管理の重要性 ……………………

橋梁の高齢化に向けたアセットマネジメント ……

本州四国連絡橋の予防保全 …………………………

下水道管きょの更正技術 ……………………………

チタングリッド陽極方式電気防食工法 ……………による阿曽・挙野洞門の補修工事

水路トンネルの補修・補強対策─サポート ………ライニング工法の開発と施工事例─

回転式舗装試験機と試験研究 ………………………

道路舗装の維持修繕計画支援技術 …………………井原　務ほか

神 谷 恵 三

岩井孝幸ほか

樫原一起ほか

福島恒利ほか

長 谷 川 芳 己

原 田 吉 信

魚 本 健 人

長尾正人ほか

山元　弘ほか

渡 辺 　 正

田 中 健 三

坂 本 成 弘

西 脇 徹 郎

高 木 真 人

秋 山 　 実

島 崎 敏 一

福西　謙ほか

松 井 一 洋

原 　 政 直

中山隆弘ほか

宮下由香里ほか

竹 村 公 太 郎

尾 身 武 彦

宇野洋志城ほか

吉岡吉郎ほか

篠 山 浩 文

望月美知秋ほか 交通規制を伴わない橋梁点検用移動足場の試行 …

情報化施工と IT特集

B巻 頭 言　情報化施工と IT ………………………

国土交通省における情報化施工の取組み …………

トータルステーションを用いた道路土工出来形管理の実現 …

道路舗装構築作業に効果を上げたGPS 機能
にゾーンレーザ機能を融合させた高精度位
置検索システム─GPS の高さ精度をレーザ ………

技術で補ったトプコンmmGPS ─

函館港島防波堤ケーソン撤去工事への
高度 ITの適用─統合情報化施工管理 ………………
システム「Beluga.Net」

舗装工の情報化施工 …………………………………

建設機械の知能化，ネットワーク化と

……………情報化施工─無線ネットワーク，
シミュレーションを駆使した施工の
統合管理システム─

Webとデータベースを用いた新しい施工管理手法の紹介 …

3次元マシンコントロールシステム…………………
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1．はじめに

最近，米国や中国で橋の崩壊事故に伴って多くの人

命が失われている。公共の構造物として橋の果たす役

割は非常に大きく，人々が安心して利用できる安全な

ものでなくてはならない。しかしながら，高度成長期

をピークとして大量にストックされているこれらの社

会資本は，年々高齢化が進んでおり，塩害などによる

既設構造物の劣化も顕在化している。加えて橋の維持

管理や新たな建設に対する公共投資は大幅に削減され

る傾向にある。このため，橋の建設費削減に向けて

様々な工夫，技術開発が求められる一方で，施工上余

裕のない断面設計や鋼材配置が行われ，施工に十分な

配慮が行き届かずに施工不良を生じる可能性が一段と

高くなっているのが現状である。

土木学会「施工性能にもとづくコンクリートの配合

設計・施工指針（案）」には図― 1のようなシース下

面の不具合例が紹介されている 1）。また，主桁下縁は

塩害などによる劣化も生じやすく，シースの裏面に塩

化物イオンが浸透した場合，鋼材が密なためはつりが

困難な部位でもある。そこで筆者らは，このような

PC 橋の初期欠陥部や劣化部に対する断面修復工法に

ついて研究した。

本稿ではこれらの試験結果について紹介する。

2．断面修復部の要求性能と補修工法　　

想定した PC桁を断面修復する際に求められる要求

性能としては，鋼材（PC 鋼材，鉄筋）を腐食から保

護すること，断面修復部の性能が既設コンクリート以

上であることが挙げられ，具体の性能は次のようなも

のである。

①変状部を除去し，シースや鉄筋背面等に空隙を残さ

ずに断面修復できること。

②断面修復部が躯体コンクリートと良好な付着性状を

示し，一体化すること。

③断面修復部およびコンクリート躯体にひび割れを生

じないこと。

④腐食因子（塩化物イオン，二酸化炭素，酸素，水等）

の侵入防止性能が躯体コンクリート以上であるこ

と。

⑤躯体コンクリートと同等な強度特性を有すこと。

これらの要求性能を満足するための補修工法の概念

を図― 2に示す。図― 2の断面は図― 1の下床版の

ケーブルを主桁部に配置することで，さらに過密配置

にしたものである。はつりにはウォータージェット工

法 2）を用い，シースの損傷防止を図ることとした。ま

た，塩害等でシース裏面をはつる必要性が生じた場合

には，シース間の狭隘部からシース裏面をはつるもの

とした。はつり後の下面からの上向きの断面修復には，

型枠を使わずに急速施工が可能な吹付け工法 3 ― 5）を，

それより深い鉄筋背面やシース背面の修復について

は，空洞への充填性に優れる材料を用いた注入工法を

用いるものとした。
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CMI 報告

劣化や不具合を生じた PC橋に
対する断面修復工法の研究

設楽　和久・谷倉　　泉

図― 1 空洞やジャンカが生じる恐れのある箇所 図― 2 補修方法の概念



試験体は図― 2のような過密配筋 PC桁を想定し写

真― 1に示すような実物大試験体（高さ 1.2 m，奥行

き 3.1 m，ウェブ幅 0.47 m）を作製した。試験完了後

の試験体はコンクリートカッターにより切断し，断面

修復部の充填状況を確認した。

3．ウォータージェットによるはつり試験

はつりに求められる要求性能は，はつる際に鉄筋や

グラウト後のシースを傷めないこと，過大な塩化物イ

オンが浸透した部分や脆弱部を確実に除去できるこ

と，コンクリート表面に有害なヘアクラック等を生じ

ないこと等である。また，ここではさらに施工後の安

全性を高める目的で，吹付け施工する断面修復材がは

く落しにくいように逆台形にはつり取る性能も確認す

ることとした。

ウォータージェットの施工方法は，写真― 2に示

すように機動性に富むハンドガン（直射 1 穴ノズル）

を使用し，圧力 150 ～ 200 MPa，流量 13 リットル／

分程度でシースを傷めないように巻き重ねの方向（め

くれにくい方向）に照射させた。

試験の結果，脆弱部はムダなく効率的かつ完全に除

去でき，既設コンクリートは逆台形の形状にはつるこ

とができた。また，巻き重ね方向に向かって照射し，

同一点に長時間集中照射しなければ，シースを傷めず

に補修対象部位のみ除去が可能となることも確認でき

た。また，シース裏面についてもシース間の狭隘部か

らはつり取れることを確認できた。

4．吹付けによる断面修復試験

吹付けによる断面修復はシース下面に対して実施し

た。吹付けによる断面修復に求められる要求性能は，

はつり後の断面修復部を鉄筋背面まで充填し，かつ隙

間なく密実に充填し，打継ぎ界面等ではく離せず十分

な打継目付着強度を有し，修復部に有害なひび割れを

生じないことである。

吹付けによる断面修復の施工方法は，一般のコンク

リートよりも耐久性に優れ，施工実績の多いポリマー

セメントモルタル（PCM）による湿式吹付け工法を

採用した。なお，この PCMは NEXCO基準に従って

当研究所が性能を証明した材料を用いることとした。

シースより深い位置は注入工法で補修するため，シ

ース背面のはつりを行ったシース間は，吹付けに先立

って金網を設置し養生した。吹付け施工は床版下面に

対する上向きの吹付けとなるため，自重によるはく離

やだれ等が生じないよう，過去の経験をもとにして 1

層当たりの吹付け厚さを 3 cm 程度とし，修復厚さ 8

～ 10 cm に対し 3 ～ 4 層で施工した。この際，シー

ス裏面の断面修復に使用する注入用・排気用パイプを

予め数本挿入し固定した。

試験の結果，はく離や有害なひび割れを生じること

もなく，吹付けによる断面修復が可能であることが確

認できた。

5．注入による深部の断面修復試験

注入による断面修復に求められる要求性能は，主に

シース上部に形成した空洞を充填すること，吹付けに

よる断面修復部に過剰な圧力を与えることによって，

はく落を生じさせないことである。

深部の断面修復は空洞部に挿入したパイプから注入

を開始し，エアー抜き用のパイプから注入材が排出さ

れた時点で終了とした。注入による断面修復材料は，

充填性に優れるセメント系充填材とし，無収縮セメン

ト・超微粒子セメントのスラリーを使用した。注入圧

力は 0.5 MPa 以下とし，真空吸引法（1気圧に対して

最大で 90 ％減圧，平均 80 ％程度減圧）も試行した。

試験では，注入したセメントスラリーが排出パイプ

からオーバーフローすることで，注入完了とした。こ

の結果，注入孔 1 箇所あたりの空洞の体積約

0.00275 m3 に対する注入速度は概ね 2分であった。す

なわち注入速度は約 0.083 m3/h 程度と推定された。

さらに，真空吸引法の有効性も確認できた。
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写真― 1 劣化・不具合を模した実物大試験体

写真― 2 ハンドガンによる脆弱部のはつり状況



6．充填性および強度試験

充填性の確認は，試験体を切断して内部を目視確認

する方法とし，断面修復材と躯体コンクリートとの界

面および鉄筋周辺に着目して行った。また，強度試験

では，躯体コンクリートと同等の強度，ならびに新旧

コンクリートの一体化に必要な付着性状を有している

かどうか確認する目的で，圧縮強度，曲げ強度，付着

強度を確認する試験を実施した。

断面修復部の充填状況は，写真― 3に示す注入高

さの最も高い位置およびその前後の断面を切断して確

認した。その結果，着目したシース下部の吹付けによ

るモルタル充填部，およびシース上部の注入材による

充填部において，シース回りや鉄筋回りに有害な空洞

はほとんど生じていなかった。ただし，変状部の頂点

までの注入に関しては，真空注入では空隙がほとんど

なく充填されていたが，加圧注入では排出パイプ上部

付近に 2 ～ 4 cm 程度の空隙が見られた。この結果か

ら，確実な注入施工を行うには真空注入がより確実で

あることが明らかとなった。

また，強度試験の結果，断面修復材は躯体コンクリ

ートと同等の強度を有し，新旧コンクリート一体化の

判断基準となる打継ぎ界面の付着強度 1.5 N/mm2 が

確保されていた。

7．おわりに

過密配筋状態の PC構造物を模した試験体に対して

断面修復試験を行った結果，以下のように要求性能を

満足する成果が得られた。

①ウォータージェットにより，シースを傷つけずには

つりを行うことができ，さらにシース間の狭隘部か

ら，シースの裏面をはつることもできた。

②はつり後の PC桁下面は，吹付け工法による断面修

復が可能であった。

③シースの裏面まではつりを行った場合であっても，

注入工法による補修が可能であった。

本研究は PC桁を模して行ったが，過密配筋となり

やすい RC梁やその部材接合部付近などの補修に対し

ても応用が可能と考えられる。ただし，橋の耐荷性能

に影響を及ぼすような大規模な変状を生じている場合

には，別途検討が必要である。

社会資本ストックとしてのコンクリート構造物は，

その量が膨大であることから，今後，適切な維持管理

が求められる。同時に，構造物の新設においても，初

期点検結果に基づいた予防保全対策が重要となること

から，補修関連技術の重要性はますます高まるものと

予想される。当研究所においては，コスト削減をはじ

め，多様化，高度化する多くのニーズに柔軟に対応し，

さらなる技術革新に貢献するため，より一層の努力を

重ねていきたいと考えている。
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写真― 3 注入材の充填状況（a部が注入箇所）
（無収縮セメントスラリータイプ，真空注入）
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低燃費生産性，耐久性，メンテナンス性，環境適合性などの向上

を図ってモデルチェンジした油圧ショベルで，強化型の SK480D-8，

SK480DLC-8（LC はロングクローラ仕様）と後方超小旋回形の

SK225SR である。

搭載エンジンは，コモンレール式燃料噴射システムを採用してお

り，NOxの排出低減を確実にするクールドEGRシステムを装備し

て，日米欧の排出ガス対策（3 次規制）基準値をクリアしている。

また，エンジンの低騒音化のほかに油圧ポンプの改善，SK225SR

における iNDr（Integrated Noise ＆ Dust Reduction Cooling

System）フィルタ（ステンレス製，60 メッシュ，波形スクリーン）

の設置などの対策によって，国土交通省の低騒音型建設機械

（SK480D-8），超低騒音型建設機械（SK225SR）や欧州 2 次騒音規

制に適合する。EMC（電磁適合性）でも欧州基準をクリアして，

電波障害の原因にならないよう対策を採っている。エンジンや油圧

システムは，コンピュータによる総合制御システム ITCS

（Intelligent Total Control System）によって制御されており，油

圧の急激な負荷変動時に生じるエンジン出力のロスが最小限に抑え

られる。ITCS コントローラに不測のトラブルが生じた場合は，非

常アクセルまたはバックアップシステムにより自動で非常運転モー

ドに切替えられて継続運転が可能である。待機時などの無駄なアイ

ドリングをなくすオートアイドルストップ，レバー中立時に自動的

にエンジン回転を低減するオートアクセルなど，燃費，排出ガス，

騒音の低減機構も採用されている。掘削作業では燃費優先の通常

（S）モードと作業量優先の重掘削（H）モードを，さらに，ブレー

カ用（B）モード，各種フロントアタッチメント用（A）モードを

設けて効率的な作業を可能にしている。掘削力，ブーム下げ速度，

アーム引き速度，旋回力，旋回速度，走行トルクなどの向上ととも

に，操作力の軽減や，油圧システムの改良によって微操作，同時操

作を容易にしてスムーズな作業を実現している。作業機は，各部に

鍛造・鋳鋼部材を使用してブームやアームの強化を図っており，上

部旋回体では，底部構造の見直しとともにアンダカバー面積を最小

限に抑えて強度アップを実現している。点検・整備機器類は地上か

らメンテナンスのできる位置に集中配置，ポンプ室とエンジンを隔

離するファイヤウォールの設置，ダブルエレメントエアクリーナの

採用，ラジエータ，オイルクーラ，インタクーラの並列配置

（SK480D［LC］-8 のインタクーラは縦列配置），作動油の交換間隔

5,000 h，作動油フィルタの交換間隔 1,000 h，作業機のピン部には

自己潤滑ブッシュを採用して給脂間隔 500 h（バケット回り 4 ヶ所

は 250h）に延長などでメンテナンス性を向上している。稼動情報

管理機能「MERIT」（自己診断情報，位置情報，稼動情報，メンテ

ナンス関連情報などの管理）を搭載して迅速，確実なサービスを可

能にしている。上部旋回体の幅は 3 mに抑えており，SK480DLC-8

ではトラック幅伸縮機構（超ロング解体仕様機は油圧式伸縮機構）

を採用して輸送性を向上している。

建物や建設構造物の解体工事に使用される油圧ショベルとして開

発された，ZX135USK（地下基礎杭等の解体にも対応），ZX1800K

（解体作業高さ 50 m 可能），ZX70WJ（解体時散水噴射高さ

18.55 m）の 3機種である。

ZX135USK は，ブームフート部から簡単にフロント作業機の組

換えができるマルチアダプタ機構を装備しており，後方超小旋回形

のコンパクト性，分解・組立性を生かして，狭隘な地下作業や屋上

からの解体作業に対応できる。ショートリーチフロントや大形圧砕

機を装着して基礎杭などの解体作業に，ロングフロント（ツーピー

スブームやハイリフト）を装着して高所解体作業に，また，機体の
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写真― 1 コベルコ建機「ACERA GEOSPEC」SK225SR 油圧ショベル
（後方超小旋回形）

標準バケット容量 （m3） 1.9 0.8
運転質量 （t） 47.4［49.3］ 22.3
定格出力 （kW（ps）/min－1） 243（333）/1,850 114（155）/2,000
最大掘削深さ×同半径 （m） 7.81［7.69］× 12.07 6.59 × 9.71
最大掘削高さ （m） 10.93［11.05］ 10.57
最大掘削力（バケット）通常/パワー（kN） 267/292 124/136
作業機最小旋回半径/後端旋回半径（m） 5.14/3.67 2.29/1.68
走行速度 高速/低速 （km/h） 5.4/3.4 6.0/3.6
登坂能力 （度） 35 35
接地圧 （kPa） 81［84］ 50
最低地上高 （m） 0.51 0.445
全長×全幅×全高 （m）11.980 × 3.35［2.99 ～ 8.86 × 3.00 × 3.13

3.49 伸縮］× 3.57
価格 （百万円） 41.5 17.76

SK225SR
SK480D-8

［SK480DLC-8］

表― 1 SK480D-8 ほかの主な仕様

（注）高さ，深さ関係の寸法はシューラグ高さを含まず。

07-〈02〉-14
コベルコ建機
油圧ショベル　　　　　　　

SK480D-8ほか

’07.07発売
モデルチェンジ

s〈02〉掘 削 機 械

07-〈02〉-15
日立建機
油圧ショベル（解体仕様）

ZX135USKほか

’07.05発売
応用製品



分解，クレーン吊り上げ，屋上組立てが容易なことから，屋上に機

械を持上げての解体作業を可能にしている。その他，ZX135US の

基本性能をベースに解体機能を強化しており，国土交通省の排出ガ

ス対策（2次規制），低騒音型建設機械に適合している。

ZX1800K は，現場の作業高さに合わせて使用できるマルチブー

ムシステムを採用しており，ロアブームをベースにハイリフト・ツ

ーピースブームなどへの交換を容易にしている。エンジンは国土交

通省の排出ガス対策（3次規制）をクリアするものを搭載し，本体

および足回りは 120 t 級の油圧ショベルをベースとして作業安定性

を図り，また，作業機の油圧機器および油圧シリンダなどは大形油

圧ショベルで実績のあるものとの共通化を図って信頼性を高めてい

る。ブームシリンダには，万一油圧ホースが破損してもブームが落

下しないように安全弁を装着し，後方視界については監視カメラを

標準装備するなどで安全に配慮している。騒音対策については，エ

ンジン騒音の低減や電子油圧制御の可変型ハイブリッドファンなど

の採用で低騒音化を実現している。輸送時の分解性を向上するため

に，ブームシリンダと元ブームを一体としたブームフートアダプタ

を採用し，独自開発のオートカプラ装置で簡単に脱着できるように

している。さらに，走行体は脱着専用ジャッキを標準装備して，現

場での分解・組立時間の短縮を図っている。総質量 148 t（アタッ

チメントなし）を 8台のトレーラで輸送ができる。

ZX70WJ は解体作業時に使用する散水専用機で，本機を所定の

位置にセットした後は，解体機のオペレータが無線・遠隔操作で散

水噴射位置を調節できる。破砕部分と破砕物の落下部分の 2ヶ所へ

それぞれ 2本のノズルで確実に噴射して粉塵の飛散を防止する。本

体エンジンとは別に水噴射用小形エンジンを搭載しており，電動シ

リンダの無線操作により，ノズルユニットのチルト（上下），アン

グリング（旋回），ノズル A（上 45 度～下 15 度），ノズル B（上

15 度～下 45 度），水停止（ノズルA/B）を調整して散水範囲を決

定する。ZX70 の基本性能をベースとしており，国土交通省の排出

ガス対策（2次規制），低騒音型建設機械に適合している。

都市土木工事で使用されるゴムクローラ装着のミニショベルにつ

いて，環境適合性，安全性，耐久性，メンテナンス性などの向上を
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標準バケット容量 （m3） 0.6 6
運転質量 （t） 14.6 148
定格出力 （kW（ps）/min－1） 63（85）/1,950 397（540）/1,800
最大掘削深さ×同半径 （m） 1.30 × 4.83 8.90 × 21.13
［最大掘削深さ×同半径］（2ピース （4.13/－）× （8.9/－）×
ブーム時/ハイリフトフロント時）（m） （8.34/6.52） （21.13/25）
最大作業高さ （m） 5.915 24.58
［最大作業高さ］（2ピース

（9.83/11.8） （24.58/49.5）
ブーム時/ハイリフトフロント時）（m）
最大掘削力（バケット）（kN） 99 ―
後端旋回半径 （m） 1.51 5.29
走行速度 高速/低速 （km/h） 5.0/3.0 3.5
登坂能力 （度） 35 ―
接地圧 （kPa） 46 ―
最低地上高 （m） 0.44 0.653
燃料タンク容量 （L） 200 500
全長×全幅×全高（本体）（m） 3.58 × 2.49 × 2.87 9.41 × 6.48 × 4.45
［フロント装着可能質量］（2ピース

（2.4/1.4） （6～ 12/2.5）
ブーム時/ハイリフトフロント時）（t）
価格 （百万円） 19.3 490

ZX1800KZX135USK

表― 2 ZX135USK ほかの主な仕様

（注）（1）ZX135USKはショートリーチフロント付を，ZX1800K は 2 ピ
ースフロント付を示す。

（2）ZX1800K の運転質量には圧砕機などアタッチメント質量を含
まず。

（3）高さ，深さ関係の寸法はシューラグ高さを含まず。
（4）最大掘削深さ×同半径，最大作業高さはアーム先端寸法を示

す。
（5）［最大掘削深さ×同半径］と［最大作業高さ］はフロント変更

時の参考値を示す。
（6）［フロント装着可能質量］は圧砕機などアタッチメント質量の

参考値を示す。

最大噴射高さ/散水圧力 （m）/（Mpa） 18.55/2.0
飛水距離/噴射水量 （m）/（L/min） 10 ～ 15/92
ノズルユニットチルト角度/同アングリング角度（度） 上下 45/左右 40
運転質量 （t） 6.3
定格出力 （kW（ps）/min－1） 40.5（55.0）/2,100
水噴射用エンジン定格出力（kW（ps）/min－1） 6.3（8.6）/1,800
最大作業高さ×同半径 （m） （13.72 ～ 18.55）× 11.2
後端旋回半径 （m） 1.75
走行速度　高速/低速 （km/h） 5.0/3.4
登坂能力 （度） 35
接地圧 （kPa） 29
最低地上高 （m） 0.36
燃料タンク容量 （L） 135
全長×全幅×全高（本体） （m） 6.76 × 2.26 × 2.73
価格 （百万円） 15

ZX70WJ

写真― 2 日立建機　ZX135USK 油圧ショベル（後方超小旋回形・解体
仕様）

07-〈02〉-16
クボタ
ミニショベル　　　　　　　

K-035-5ほか

’07.04 発売
モデルチェンジ



図ってモデルチェンジした，標準形 K-035-5，後方超小旋回形 U-

30-5，U-35-5，U-40-5，U-50-5，超小旋回形 RX-305，RX-405，RX-

505 の 8 機種である。

各機種における搭載エンジンは，日米欧の排出ガス対策（3次規

制）基準値をクリアしており，同時に国土交通省の超低騒音型建設

機械にも適合する。操作レバーがロック状態でなければエンジンス

タートができないニュートラルスタート機構，操作レバーを中立に

戻すと 4秒後にエンジンの回転がアイドリング状態となり，再び操

作レバーを動かすと元のエンジン回転に復帰するオートアイドル機

構などを備えており，安全確保と燃費節約や騒音低減を実現してい

る。作業機においては，標準バケットやブレーカ（RX-305，RX-

405，RX-505 は平爪バケットを追加）のアタッチメントに応じて，

アームのかき込み量を自動的に制限するモード切替があり，バケッ

トやブレーカとブームシリンダとが干渉することを避けるようにし

ている。また，ブームの自然降下防止装置，エンジン急停止時でも

30 秒間は作業機を降ろすことができるアキュムレータを装備して

安全性を高めている。油圧システムは，K-035-5，U-30-5，U-35-5，

RX-305，RX-405 がブーム・アーム・旋回のそれぞれに独立使用す

る 3 ポンプシステム（可変容量型 2 個＋固定容量型 1 個）を，U-

40-5，U-50-5，RX-505 が負荷に応じてポンプの吐出圧を制御し，レ

バー操作量に応じて反応する 2 ポンプ（EEE）システム（可変容

量型 1個＋固定容量型 1個）を採用しており，バケット・ブーム・

アーム・旋回の同時操作や，安定した直進走行を可能にしている。

EEE システムでは，負荷に関係なく微操作が容易なため，水平均

し作業がスムーズである。ブレーキシステムには，エンジン停止時

に自動的に作動する旋回ネガティブブレーキや走行ネガティブブレ

ーキを採用して安全を確保している。U-40-5，U-50-5，RX-505 の

下部ローラには外つば式を採用し，横安定性や走行時の乗り心地を

アップしている。作業機油圧ホースの内装化，分割式ドーザ油圧ホ

ースの採用，山形トラックフレームによる泥はけの容易化，カバー

付防水電気系コネクタの採用，点検整備機器類の集中配置，工具な

しで大きく開く後部と右サイドのボンネット構造，U-40-5，U-50-5，

RX-505 のダブルエレメント・エアクリーナの採用やエンジンオイ

ルフィルタの交換 500 h に延長などで，メンテナンス性を向上して

いる。K-035-5，U-30-5，U-35-5，U-40-5，U-50-5 は 4 本柱の

ROPS /FOPS キャノピを標準装備し，フレーム内装型の

ROPS/FOPS キャブをオプションで用意している。RX-305，RX-

405，RX-505 については，バケットが運転室に衝突しないよう，干

渉領域に入る前にブームが止まることなく運転室を回避する運転席

干渉自動回避システムを装備している。電気系統・油圧系統・燃料

系統をロックして機械の盗難を防止する ICチップ埋込み「SSキー」

を採用しており，キー紛失の場合でも安心して再登録ができるよう

建設の施工企画　’07. 1096

新機種紹介�

標準バケット容量 （m3） 0.11 0.14 0.16
機械質量 （ t ） 3.36［3.51］ 4.03［4.195］ 4.60［4.765］
定格出力 （kW（ps）/min－1） 21.0（28.6）/2,250 27.7（37.7）/2,200 28.8（39.2）/2,250
最大掘削深さ×同半径 （m）2.315 × 5.265 3.35 × 5.755 3.56 × 5.995
最大掘削高さ （m） 4.955[4.730] 5.43 5.63
バケットオフセット量 左/右（m） 0.635/0.600 0.545/0.825 0.545/0.825
最大掘削力（バケット）（kN） 27.6 31.8 36.5
作業機最小旋回半径/後端旋回半径（m） 1.960/0.850 2.310/0.99 2.375/0.99
走行速度 高速/低速 （km/h） 4.6/3.0 4.6/2.6 4.2/2.4
登坂能力 （度） 30 30 30
最低地上高 （m） 0.29 0.32 0.32
全長×全幅 4.665 × 1.700 5.340 × 1.960 5.510 × 1.960
×全高（輸送時） （m） × 2.35［2.44］ × 2.455［2.54］× 2.455［2.54］
価格 （百万円） 4.809 5.5125 6.006

U-40-5 U-50-5U-35-5

標準バケット容量 （m3） 0.09 0.11 0.22
機械質量 （t） 2.95［3.07］ 3.50［3.62］ 5.10［5.25］
定格出力 （kW（ps）/min－1） 20.0（27.2）/2,150 21.0（28.6）/2,250 28.8（39.2）/2,250
最大掘削深さ×同半径 （m） 2.87 × 4.51 3.24 × 4.85 4.035 × 5.695
最大掘削高さ （m） 5.22 5.51 6.38
バケットオフセット量 左/右（m） 0.80/0.505 0.81/0.53 0.93/0.75
最大掘削力（バケット）（kN） 27 27.6 36.4
作業機最小旋回半径/後端旋回半径（m） 0.77/0.77 0.85/0.85 1.00/1.00
走行速度 高速/低速 （km/h） 4.6/2.7 4.9/3.0 4.2/2.4
登坂能力 （度） 30 30 30
最低地上高 （m） 0.29 0.29 0.317
全長×全幅 4.14 × 1.55 4.28 × 1.70 5.15 × 2.00
×全高（輸送時） （m） × 2.37［2.44］ × 2.37［2.44］ × 2.52［2.555］
価格 （百万円） 5.2395 6.174 7.2765

（注）2ポストキャノピ仕様［キャブ仕様］の書式で示す。

RX-405 RX-505RX-305

標準バケット容量 （m3） 0.11 0.09
機械質量 （t） 3.20［3.35］ 2.99［3.11］
定格出力 （kW（ps）/min－1）21.0（28.6）/2,250 20.0（27.2）/2,150
最大掘削深さ×同半径 （m） 3.18 × 5.315 2.88 × 4.965
最大掘削高さ （m） 5.20 4.765［4.480］
バケットオフセット量 左/右（m） 0.475/0.410 0.635/0.600
最大掘削力（バケット）（kN） 27.6 26.5
作業機最小旋回半径/後端旋回半径（m） 2.055/1.310 1.950/0.790
走行速度 高速/低速 （km/h） 4.6/3.0 4.6/3.0
登坂能力 （度） 30 30
最低地上高 （m） 0.29 0.29
全長×全幅 5.04 × 1.55 4.485 × 1.55
×全高（輸送時） （m） × 2.35［2.44］ × 2.35［2.44］
価格 （百万円） 5.0715 4.473

U-30-5K-035-5

表― 3 K-035-5 ほかの主な仕様

写真― 3 クボタ「ZEPH」U-30-5 ミニショベル（後方超小旋回形）



にしている。自己診断機能付液晶ディスプレイでは，稼動情報，

SS キー登録，各種設定，故障履歴などのデータ利用が可能で，サ

ービス機能を充実している。

オプション仕様として，伸縮アーム仕様（802 mm伸縮・U-30-5），

狭幅仕様（トラック幅 1.55 m ・ U-35-5），チルトアングルドーザ仕

様（U-30-5，U-35-5），移動式クレーン仕様（U-30-5CR，U-35-5CR，

U-40-5CR，U-50-5CR，RX-305CR，RX-405CR）が用意されて幅広

い使用を可能にしている。とくに移動式クレーン仕様においては，

過負荷警報装置やクレーン・走行モード（走行吊り時定格荷重に切

替え，走行を 1速に固定）を設定して，より安全性に配慮している。

道路工事，除雪作業などに幅広く使用されるホイールローダで，

作業効率アップ，環境適合性，操作性，居住性，安全性などの向上

を図ってモデルチェンジした R330，R430，R530，R630 の 4 機種

である。

搭載エンジンは，国土交通省の排出ガス対策（3次規制）基準値

をクリアしており，また，騒音対策によって同省の超低騒音型建設

機械にも適合する。走行方式は低速ホールド付（R330 は除く）と

しており，速度を抑えたい狭い現場や不整地などでは，作業機操作

レバー上部のスイッチを ON にするとアクセルを一杯にしても約

5 km/h に速度制御される。アクスルにはリミテッドスリップデフ

を装備しており，悪路や雪道などでの駆動力を有効に発揮できるよ

うにしている。走行ブレーキシステムは，泥や水の浸入が無い全油

圧密閉湿式ディスクブレーキを採用しており，駐車ブレーキは機械

式ネガティブブレーキとして信頼性を向上している。前後進レバー

がニュートラルの位置でないとエンジンスタートができないニュー

トラルスタート機構，前後進レバーや作業機レバーの誤操作を防止

するレバーロック機構などで安全を確かなものにしている。

オプションとして，R430，R530，R630 には除雪仕様車，畜産仕

様車が確立されており，ROPS/FOPS キャブ，天井埋込みタイプ

のエアコンなど多くの装備品が用意されている。

砕石現場や大規模な解体現場で使用されるジョークラッシャ搭載

の自走式破砕機について，環境適応性，操作性，安全性，耐久性，

メンテナンス性などを向上してモデルチェンジしたものである。

エンジンは，日米欧の排出ガス対策（3次規制）基準値をクリア

する ecot3 型を搭載しており，クラッシャ駆動方式および走行駆動

方式は油圧式としている。クラッシャには油圧式保護機構（特許出

願中）を採用し，金属などの異物を噛み込んだ場合，従来のトグル

建設の施工企画　’07. 10 97

新機種紹介�

写真― 4 クボタ「ZEPH」R430 ホイールローダ

07-〈03〉-06
クボタ
ホイールローダ

R330ほか

’07.04発売
モデルチェンジ

s〈03〉積 込 機 械

07-〈10〉-04
コマツ
自走式破砕機（クローラ式）

BR580JG-1

’07.06発売
モデルチェンジ

s〈10〉環境保全装置およびリサイクル機械

標準バケット容量 （m3） 0.26 0.4
機械質量 （t） 1.65 2.49［2.76］
定格出力 （kW（PS）/min－1） 18.5（25.2）/2,600 22.4（30.0）/2,400
ダンピングクリアランス×

1.75 × 0.65 2.265 × 0.695
同リーチ（バケット 45 度前傾）（m）
最大掘起力（バケットシリンダ）（kN） 22.4 34.8
最大けん引力 （kN） 15.7 23.5
最高走行速度（前後進共）

0～ 6.3・0 ～ 15.0/－ 0 ～ 15.0/0 ～ 4.9
低速・高速/固定速 （km/h）
最小回転半径（最外輪中心）（m） 2.49 3.085
登坂能力 （度） 30 30
軸距×輪距（前後輪共）（kPa） 1.450 × 1.050 1.775 × 1.180
最低地上高 （m） 0.23 0.28
タイヤサイズ （―） 10-16.5-4PR 12.5/70-16-6PR
全長×全幅×全高 （m）3.320 × 1.345 × 2.465 4.035 × 1.580 × 2.490［2.510］
価格 （百万円） 3.864 5.4075

R430R330

表― 4 R330 ほかの主な仕様

標準バケット容量 （m3） 0.5 0.6
機械質量 （t） 3.01［3.28］ 3.31［3.58］
定格出力 （kW（PS）/min－1） 30.8（41.0）/2,400 30.8（41.0）/2,400
ダンピングクリアランス×
同リーチ（バケット 45 度前傾）（m）

2.73 × 0.69 2.68 × 0.74

最大掘起力（バケットシリンダ）（kN） 41.1 36.2
最大けん引力 （kN） 26.5 26.5
最高走行速度（前後進共）
低速・高速/固定速 （km/h）

0 ～ 15.0/0 ～ 4.9 0 ～ 15.0/0 ～ 4.9

最小回転半径（最外輪中心）（m） 3.34 3.34
登坂能力 （度） 30 30
軸距×輪距（前後輪共）（kPa） 1.950 × 1.270 1.950 × 1.270
最低地上高 （m） 0.325 0.325
タイヤサイズ （―） 15.5/60-18-8PR 15.5/60-18-8PR
全長×全幅×全高 （m）4.480 × 1.690 × 2.550［2.570］ 4.600 × 1.690 × 2.550［2.570］
価格 （百万円） 6.5625 6.8355

R630R530

（注）キャノピ仕様［キャブ仕様］の書式で示す。



プレートに変えて採用しているロックシリンダが縮んでクラッシャ

を保護し，即座に自動停止してオーバー材の排出を防ぐ安全システ

ムを採っている。また，異物の噛み込みで閉塞した場合でも，簡単

に最大隙間に広げて除去することができる。出口隙間は全自動調整

システム（特許出願中）でセットが簡単に変更できるので，歯板が

磨耗したときでもワンタッチ操作で自動調整ができる。出口隙間

（開き側）は，自然石で 100 ～ 200 mm，コンクリートガラで 55 ～

200 mm の調整範囲で使用される。速度 120 m/min で搬送量の大

きな排出コンベヤには逆転機能があり，異物除去などを容易にして

いる。コンベヤの昇降機能によって機械の最低地上高が確保されて

おり，現場内での安全な走行を可能にしている。また，コンベヤの

位置によって走行/作業を制限するインタロック機構を採用して，

コンベヤの引きずり，衝突などによる事故を防止している（特許出

願中）。操作スイッチ類は地上から操作できる位置の操作盤に集中

配置し，ワンタッチスタート機構により，磁選機・コンベヤ・クラ

ッシャ・フィーダを作動操作することができる。付属の走行用有線

リモコンでは，機体前後にあるコネクタを利用して地上から操作す

ることもできる。クラッシャとコンベヤ間の隙間を大きくする，ク

ラッシャ下部周りにカバーを装着して鉄筋が引っかかりにくい構造

とする，サイドフレーム左右に大きな開口部を設けるなど異物滞留

防止に配慮した設計としており，さらに，燃料プレフィルタの装備，

エンジンオイルドレンコックのリモート化，リモート給脂の採用な

どでメンテナンス性の向上を図っている。また，稼動情報管理機能

（KOMTRAX）を搭載して的確，迅速なサービスを提供している。

オプションとして，サイドコンベヤ，走行/作業ラジコン，磁選

機，コンベヤベルトスケール，散水装置，クラッシャ下部散水ノズ

ル（クラッシャ上部ノズルは標準装備）＆コンベヤ部散水ノズル，

開閉ホッパなどが用意されている。

生産性，環境適応性，操作性，安全性，メンテナンス性などを向

上してモデルチェンジした，自走式木材破砕機 TG440TX と

TG540TX の 2 機種である。開口部の大きなタブを装備しており，

直径 2 mの抜根も前処理なしで破砕することができる。

エンジンは，排気を一切戻さずクリーンな空気だけを供給して最

適な条件で燃焼する方式の ACERT 型で，排出ガスからの有害物

質 PMや NOx を大きく削減して，EPA（米国環境保護局）の排出

ガス対策（第 3次規制）に対応している。エンジンの出力アップに

より強力な破砕力と安定したハンマミル回転を実現し，均一なチッ

プの生産を可能にしている。また，タブ反転数を減少したことによ

り作業能率を向上し，チェーンやパットの部品磨耗を減少している。

エンジンとハンマミルへのドライブラインには，油圧湿式クラッチ

直結駆動方式を採用し，クラッチは自動接続としている。ハンマミ

ルには 16 本のブロックタイプのワイドカッタを取付けたデュプレ

ックスドラムを採用し，カッタの立方体面で幅広く切削することが

できる。ハンマミルは，負荷が大きくなると自動的にタブの逆転・

正転・停止を行って継続的な作業を可能にしている。散水ノズルを

標準装備し，水道直結式としてチップや粉塵の飛散を防止している。

排出コンベヤの先端にはマグネットプーリ（永久磁石）が取付けら

れており，チップに混入した金属を効率的に除去する。足回りはブ

ルドーザ部品と共通化を図り，スムーズな機動性によって走行しな

がらの破砕作業も可能にしている。ラジコンを標準装備しており，

材料投入機を操作するオペレータ 1 人で稼動することが可能であ

る。エンジン始動時にタブの回転を防ぐため，油圧が作動しないよ

うにするインタロック機構，走行アラーム，緊急停止ボタン，飛散

落下物からのプロテクタなどを備えて，作業の安全に配慮している。

タブはスイッチで垂直に立てることができるので，スクリーンの点

検，清掃，交換などの作業が容易であり，また，ラジエータフロン

ト部にはメッシュ・スクリーンを装着して粉塵の侵入を防いでい

る。ポータブルエアコンプレッサを備えており，各部の清掃などに

おいて便利である。トレーラ輸送時においては，ベルトコンベヤを
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最大処理能力 自然石/コンクリートガラ（t/h） 400/460
ホッパ寸法（長さ×幅）/ホッパ上縁高さ （m） （4.27 × 2.625）/3.82
供給口寸法/出口隙間調整範囲（開き側）（m） 1.12 × 0.765/55 ～ 200
機械質量 （t） 49
定格出力 （kW（ps）/min－1） 257（350）/1,900
排出ベルトコンベヤ幅 （m） 1.05
排出高さ（プーリセンタ） （m） 3
走行速度　高速/中速/低速　 （km/h） 3.0/2.1/0.7
登坂能力 （度） 25
シュー幅×接地長 （m） 0.50 × 3.70
最低地上高　作業時/走行時 （m） 0.1 ・ 0.2/0.2 ・ 0.35
燃料タンク容量 （L） 650
全長×全幅×全高（作業時） （m） 14.470 × 3.090 × 3.820
全長×全幅×全高（輸送時） （m） 12.130 × 2.995 × 3.195
価格 （百万円） 78.75

（注）（1）最大処理能力は，「クラッシャ破砕量＋グリズリ抜け量」（ズリ分
30 ％を含む）を示す。処理能力は投入破砕物の種類，形状および
作業条件により異なる。

（2）自然石は一軸圧縮強度 1000 kg/cm2 程度の安山岩，コンクリート
ガラには鉄筋を含まない。

（3）最大処理能力における出口隙間は 200 mmとする。

表― 5 BR580JG-1 の主な仕様

写真― 5 コマツ「GALEO」BR580JG-1 自走式破砕機

07-〈10〉-05
新キャタピラー三菱
自走式木材破砕機（クローラ式）

TG440TX ほか

’07.07発売
モデルチェンジ



折りたたむだけで部品取外しの必要がない。

チップサイズをきめるスクリーンは，65 mm 孔径（標準）のほ

かに 100 mm，38 mm，25 mmが用意されており，交換作業は作業

員 2人で，約 10 分間でできる。
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写真― 6 新キャタピラー三菱「SOCIO」TG440TX 自走式木材破砕機
処理能力 （m3/h） 36 ～ 130 50 ～ 150
タブ（外径/内径）×深さ（m） （2.79/2.43）× 1.30 （2.79/2.43）× 1.30
投入高さ （m） 3 3
供給口寸法 （m） 0.66 × 1.22 0.66 × 1.22
機械質量 （t） 23.6 23.9
定格出力 （kW（ps）/min－1） 328（440）/2,100 402（540）/2,100
排出ベルトコンベヤ幅 （m） 0.76 0.76
排出高さ（ベルト上面）（m） 2.52 2.52
走行速度 高速/低速（km/h） 約 3.2/1.6 約 3.2/1.6
登坂能力 （度） 30 30
シュー幅×接地長 （m） 0.610 × 3.510 0.610 × 3.510
燃料タンク容量 （L） 757 757
全長×全幅×全高（作業時）（m）12.850 × 2.790 × 3.160 12.850 × 2.790 × 3.160
全長×全幅×全高（輸送時）（m）10.940 × 2.790 × 3.160 10.940 × 2.790 × 3.160
価格 （百万円） 81.9 88.2

TG540TXTG440TX

表― 6 TG440TX ほかの主な仕様

建設の施工企画　2006年バックナンバー
平成 18年 1月号（第 671号）～平成 18年 12月号（第 682号）

1 月号（第 671 号）

夢特集

2月号（第 672 号）

環境特集　温暖化防止に向け

て（大気汚染防止・軽減）特集

3月号（第 673 号）

環境特集　環境改善（水質浄

化・土壌浄化）

4月号（第 674 号）

特集　品確法 公共工事の品質

確保

5月号（第 675 号）

施工現場の安全特集

6月号（第 676 号）

リサイクル特集

7月号（第 677 号）

防災特集

8月号（第 678 号）

標準化特集

9月号（第 679 号）

維持管理・延命化・長寿命化特集

10 月号（第 680 号）

情報化施工と IT特集

11 月号（第 681 号）

ロボット・無人化施工特集

12 月号（第 682 号）

基礎工事特集

■体裁　A4判

■定価　各 1部 840 円

（本体 800 円）

■送料　100 円

社団法人　日本建設機械化協会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8（機械振興会館）

Tel. 03（3433）1501 Fax. 03（3432）0289 http://www.jcmanet.or.jp
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1．まえがき

建設投資の減少や受注環境が大きく変化するなかで，建設業は依

然厳しい環境下にある。そのような中で建設業の業況について直近

のデータを交え，その内容について紹介する。

2．建設投資の推移

平成 19 年度の政府投資は，平成 19 年度当初予算の一般公共事業

費及び地方財政計画の地方単独事業費が減少すること等から，前年

度比 6.8%減の 17 兆 1,700 億円となるが，平成 19 年度の民間住宅投

資は，景気回復に伴う雇用情勢の改善，家計の所得環境の回復によ

り，4年連続で増加し，前年度比 2.6%増の 19 兆 5,900 億円となり，

平成 19 年度の建設投資全体では，ほぼ横ばいの 52 兆 3,400 億円と

なる見通しである（図― 1）。

3．全国許可業者数の推移

平成 19 年 3 月末現在の建設業許可業者数は 524,273 業者で，前

年同月比－ 17,991 業者（3.3%減）と 2 年連続の減少となった。こ

れは建設業許可業者数が最も多かった平成 12 年 3 月末時点と比較

して－ 76,707 業者（12.8%減）となる（図― 2）。

4．業種別許可業者数の推移

業種別許可業者数の総数は，1,441,766 業者で前年同月比で－

1.3%となる。このうち複数の業種で許可を受けている事業者の割合

は 48.3 ％となる（図― 3）。

また，前年同月比で増加したのは 14 業種であり，減少したのも

14 業種となっている。増加率・減少率の高い 3 業種の業者数と前

年比を表― 1に示す。

5．死傷者及び死亡者数の推移

2006 年の全産業死傷者数は 121,378 名で，28 年振り（昭和 53 年

以来）の増加となった。2005 年に 5 年振りの増加となった建設業

の死傷者は 26,872 名で前年度比－ 1.2%の減となった。

死亡災害の工種別発生状況では，土木，建築，設備工事共に墜落

が最も多く，各々 23.0%，48.9%，41.0%を占めている（図― 4）。

建設業の現況

図― 1 建設投資推移（資料出所：国土交通省）

図― 2 全国建設業許可業者数（資料出所：国土交通省）

図― 3 業種別許可業者数の推移（資料出所：国土交通省）

表― 1 増加率・減少率の高い 3業種の業者数と前年比

増加率の高い 3業種 減少率の高い 3業種
熱絶縁 防水 ガラス 清掃施設 さく井 建築

2007 年 9,874 20,965 11,908 660 3,072 193,083
2006 年 9,580 20,392 11,628 689 3,194 200,300
前年比 3.1% 2.8% 2.4% － 4.2% － 3.8% － 3.6%



建設の施工企画　’07. 10 101

統　　　計�

7．産業別・男女別就業者数の推移

2006 年度の就業者総数は前年に比べ 26 万人増加の 6,382 万人と

なり，3 年連続の増加となった。これに対し建設業の就業者数は 9

万人減少し 559 万人となり，1997 年の 685 万人をピークに 9 年連

続で減少している（図― 6）。また，建設業の男女別就業者数とピ

ーク年（1997 年）との比較を表― 2に示す。

8．まとめ

2007 年度の建設投資見通しは，平成 8 年から 8 年連続して減少

した後，この 4年間は横ばいで昭和 60 年から 61 年頃の建設投資額

とほぼ同じとなる見込みである。このうち引続き政府投資は減少す

るが，民間投資見通しに関しては 4年連続で微増となる見込みであ

る。

6．産業別倒産件数の推移

2006 年度の全国企業倒産件数（負債総額 1,000 万以上）は，

13,337 件（前年同月比 1.2%増）で 5年振りの増加となった。また，

負債総額は 5 兆 4,462 億 5,400 万円となり，前年度比 11.0%減で 6

年連続の減少となった。

産業別で倒産件数の最も多いのは建設業で 3,875 件（全体の

29.1%）となり，負債総額の最も多いのはサービス業で 1 兆 5,213

億 6,500 万円（全体の 27.9 ％）となった（図― 5）。

図－ 4 死傷者，死亡者の推移（資料出所：建設業労働災害防止協会）

図― 5 産業別倒産件数の推移（資料出所：東京商工リサーチ）

図― 6 産業・男女別就業者数推移（資料出所：総務省）

表－ 2 建設業の男女別就業者数とピーク年との比較

【単位：万人】

男性就業者数 女性就業者数 総数
2006 年 478 82 559
1997 年 573 112 685
ピーク年比 － 16.6% － 26.8% － 18.4%
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2000 年 159,439 101,397 17,588 83,808 45,494 6,188 6,360 104,913 54,526 180,331 160,536
2001 年 143,383 90,656 15,363 75,293 39,133 6,441 7,153 93,605 49,778 162,832 160,904
2002 年 129,862 80,979 11,010 69,970 36,773 5,468 6,641 86,797 43,064 146,863 145,881
2003 年 125,436 83,651 12,212 71,441 30,637 5,123 5,935 86,480 38,865 134,414 133,522
2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913

2006 年 7 月 9,065 6,547 1,523 5,023 1,089 400 1,029 6,173 2,891 134,361 9,710

8 月 10,839 7,771 2,005 5,766 1,680 487 901 8,215 2,624 134,977 10,074

９月 18,711 11,813 2,483 9,330 2,431 755 3,713 12,263 6,448 139,816 14,357

10 月 9,118 6,942 1,475 5,467 1,436 415 326 6,619 2,499 139,021 10,083

11 月 9,518 7,023 1,486 5,537 1,426 459 610 6,924 2,595 136,928 11,689

12 月 11,736 9,052 1,751 7,302 1,623 530 531 8,740 2,997 134,845 13,775

2007 年 1 月 9,624 7,694 1,684 6,011 1,240 425 265 7,477 2,148 133,681 10,210

2 月 10,318 7,132 1,372 5,760 2,310 484 391 7,186 3,132 133,709 11,644

3 月 23,973 17,208 3,001 14,206 4,385 708 1,672 16,871 7,102 138,503 19,212

4 月 8,298 6,811 1,558 5,253 784 440 263 6,376 1,922 137,090 9,593

5 月 10,466 7,894 1,826 6,069 961 429 1,181 7,747 2,718 137,504 10,827

6 月 13,680 10,649 2,193 8,457 1,700 520 811 10,667 3,013 138,439 12,818

7 月 8,121 6,111 1,548 4,563 1,060 503 445 5,870 2,250 ― ―

年　　月 総　　計 民　　　間

受　　注　　者　　別

製 造 業 非製造業計
官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木

工　事　種　類　別
未消化

工事高
施工高

建設工事受注動態統計調査（大手 50 社）
（単位：億円）

建　設　機　械　受　注　実　績
（単位：億円）

年　　月

総　　　　　額

海　外　需　要

海外需要を除く

9,748 8,983 8,667 10,444 12,712 14,749 17,465 1,482 1,419 1,496 1,383 1,403 1,676 1,388 1,954 1,549 1,700 1,671 1,747 1,748

3,586 3,574 4,301 6,071 8,084 9,530 11,756 1,008 952 912 897 927 1,271 997 1,496 940 1,132 1,189 1,175 1,203

6,162 5,409 4,365 4,373 4,628 5,219 5,709 474 467 584 486 476 405 391 458 609 568 482 572 545

00 年 01 年 02 年 03 年 04 年 05 年 06 年
06 年
7 月

8 月 9月 10 月 11 月 12 月
07 年
1 月

2 月 3月 4月 5月 6月 7月

（注）2000 ～ 2002 年は年平均で，2003 年～ 2006 年は四半期ごとの平均値で図示した。

2006 年 7 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査

内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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議　題：①故障診断技術の普及について

②地球環境対策について　③安全の向

上について　④その他

■情報化機器技術委員会

月　日： 8月 23 日（木）

出席者：加藤武雄委員長ほか 5名

議　題：①情報化機器ケーススタデイ

② ISO15998 近況報告　③ラジコン混

信防止　④電装品標準化　⑤その他

■トラクタ技術委員会

月　日： 8月 24 日（金）

出席者：斎藤秀企委員長ほか 3名

議　題：①低燃費指定制度経過報告　

②ホームページ最終審査　③平成 19

年度上期実績／下期計画　④情報化施

工技術の調査について

■原動機技術委員会

月　日： 8月 24 日（金）

出席者：有福孝智委員長ほか 24 名

議　題：①次期排出ガス規制の動向につ

いて　② BDF 混合軽油の試験燃料に

対する法改正について　③ホームペー

ジのメンテナンス　④次期排ガス規制

に関連した土木研究所からの調査内容

について　⑤その他

■トンネル機械技術委員会・環境保全分科会

月　日： 8月 29 日（水）

出席者：坂下　誠分科会長ほか 7名

議　題：① 5章作業分担の確認　② 5章

作成資料の討議　③その他

■建築生産機械技術委員会・幹事会

月　日： 8月 30 日（木）

出席者：石倉武久委員長ほか 3名

議　題：①各分科会の活動報告について

②委員会の活動報告について ③その他

■建設業部会三役会

月　日： 8月 9日（木）

出席者：佐治賢一郎部会長ほか 14 名

議　題：①「建設生産システムについて

の意見交換会」参加者への事前準備項

目の説明　②建設生産システム意見交

換会について　③第 11 回機電技術者

意見交換会について　④秋季現場見学

会について　⑤各分科会活動中間報告

⑥その他

■建設業部会「建設生産システムについて

の意見交換会」

月　日： 8月 29 日（水）

出席者：国土交通省 2名，委員 8名，三

役会から 2名

議　題：①部会長挨拶　②国土交通省建

設施工企画課から行政の現状と意見紹

介　③施工現場における機械・電気担

■ 建 設 業 部 会

当からの意見紹介　④意見交換及びま

とめと今後の予定　⑤その他

■建設業部会小幹事会

月　日： 8月 30 日（木）

出席者：佐治賢一郎部会長ほか 22 名

議　題：①汎用機械の安全施設検討につ

いて　②建設機械事故防止推進分科会

について　③秋季現場見学会について

④機電技術者意見交換会について　

⑤｢建設生産システムについての意見

交換会｣ ⑥建設業部会平成 19 年度事

業中間報告について　⑦その他

■レンタル業部会コンプライアンス分科会

月　日： 8月 9日（木）

出席者：高見分科会長ほか 15 名

議　題：①「コンプライアンス研修会」

講師・寅太郎氏（レンタルのニッケン）

②各社の取組事項及び現状の問題点に

ついて　③その他

■第二分科会

月　日： 8月 8日（水）

出席者：狩野分科会長ほか 7名

議　題：①「第二分科会中間報告書」

（案）の委員会指摘事項による訂正に

ついて　②今後の委員会再報告につい

て　③コンクリート工学会への報告に

ついて　④その他

■製造業部会・幹事会

月　日： 8月 1日（水）

出席者：桑島文彦副部会長ほか 15 名

議　題：①製造業部会の中期事業計画の

発表　②環境 REACH の説明　③そ

の他

■製造業部会　ダム・採石用機械のアクセ

ス検討WG

月　日： 8月 8日（水）

出席者：田中健三リーダーほか 5名

議　題：①ダム・採石用機械のアクセス

に関する検討（ガイドライン，現場調

査） ②その他

■製造業部会・マテリアルハンドリング

WG

月　日： 8月 31 日（金）

出席者：溝口孝遠リーダーほか 10 名

議　題：①基安安発の内容確認について

②事務連絡の内容確認について　③移

動式クレーンの傾斜角指示装置につい

■ 製 造 業 部 会

■コンクリートポンプ車総合改善委員会

■レンタル業部会

■機械部会幹事会・技術連絡会

月　日： 8月 1日（水）

出席者：山口　武委員長ほか 24 名

議　題：①各技術委員会他による活動成

果の発表　②その他

■除雪機械技術委員会・幹事会

月　日： 8月 2日（木）

出席者：江本　平幹事長ほか 10 名

議　題：①除雪機械の JCMAS化の検討　

②その他

■路盤・舗装機械技術委員会・安全対策分

科会路面清掃車部門

月　日： 8月 2日（木）

出席者：小薬賢一分科会長ほか 11 名

議　題：①路面清掃車の安全要求事項

JIS 案作成　②その他

■油脂技術委員会・グリース分科会

月　日： 8月 8日（水）

出席者：田路　浩分科会長ほか 8名

議　題：①建機・グリースメーカアンケ

ートの結果　②グリース協会殿への協

力要請に対する回答と対応　③自動給

脂用グリースの問題点など講演　④二

硫化モリブデングリスのGK規格への

是非　⑤その他

■コンクリート機械技術委員会

月　日： 8月 9日（木）

出席者：大村高慶委員長ほか 5名

議　題：①トラックミキサーのC規格・

JIS 案の審議　②コンクリートミキサ

ISO 規格に対応した JIS 改定について

③ホームページの作成　④その他

■油脂技術委員会・ JCMAS油脂規格普及

促進協議会運営委員会

月　日： 8月 9日（木）

出席者：三本信一運営委員長ほか 12 名

議　題：①オンファイル申請時期につい

て　②試験用ポンプの今後の供給につ

いて　③その他

■トンネル機械技術委員会・事故災害防止

（シールド T）分科会

月　日： 8月 22 日（水）

出席者：川本伸司分科会長ほか 3名

議　題：①調査票の内容について　②そ

の他

■機械整備技術委員会

月　日： 8月 22 日（水）

出席者：高橋賢次委員長ほか 5名

■ 機 械 部 会

…行事一覧…
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て　④その他

■機関誌編集委員会

月　日：平成 19 年 8 月 1 日（水）

出席者：中野正則委員長ほか 21 名

議　題：①平成 19 年 11 月号（第 693 号）

の計画の審議・検討　②平成 19 年 12

月号（第 694 号）の素案の審議・検討

③平成 19 年 8 ～ 10 月号（第 690 ～

692 号）の進捗状況確認　④平成 20 年

の特集テーマと担当委員の審議・検討

■新機種調査分科会

月　日：平成 19 年 8 月 21 日（火）

出席者：渡部　務分科会長ほか 5名

議　題：①新機種情報の検討・選定　

②技術交流討議

■建設経済調査分科会

月　日：平成 19 年 8 月 22 日（水）

出席者：山名至孝分科会長ほか 5名

議　題：平成 19 年度主要建設資材需要

見通しの概要について検討

■第 2回広報部会広報委員会

月　日： 8月 2日（木）

出席者：林　勝義委員長ほか 5名

議　題：支部だよりの発行及び建設現場

見学会等について

■第 3回技術部会技術委員会

月　日： 8月 24 日（金）

出席者：堅田　豊部会長ほか 17 名

議　題：除雪機械技術講習会のテキスト

等について

■第 4 回技術部会施工技術・整備検定委

員会

月　日： 8月 27 日（月）

出席者：北村　征委員長ほか 12 名

議　題：平成 19 年度建設機械施工技術

検定実地試験の実施要領について

■施工部会除雪分科会

日　時： 8月 7日（火）13：30 ～ 17：00

場　所：協会会議室

出席者：渡辺三郎分会長ほか 15 名

議　題：除雪講習会資料作成ほか

■東北地方整備局除雪講習委員会出席

日　時： 8月 23 日（木）10：00 ～ 12：00

■ 東 北 支 部

■ 北 海 道 支 部

■ 各 種 委 員 会 等

場　所：東北地方整備局防災対策室

出席者：山崎晃施工部会長ほか 1名

議　題：除雪講習会

■技術部会

日　時： 8月 27 日（月）13：30 ～ 14：30

場　所：協会会議室

出席者：深堀哲男部会長ほか 1名

議　題：総合防災訓練

■技術部会

日　時： 8月 31 日（金）9：30 ～ 14：00

場　所：協会会議室

出席者：深堀哲男部会長ほか 1名

議　題：総合防災訓練

■建設機械施工技術検定実地試験監督者説

明会

月　日： 8月 22 日（水）

場　所：北陸地方整備局会議室

参加者：北陸地方整備局大井補佐ほか7名

■建設機械施工技術検定実地試験

月　日： 8月 25 日（土）～ 28 日（火）

場　所：コベルコ教習所 新潟教習セン

ター

受検者： 1級 82 名　2級 274 名　計 356

名（延べ）

■企画部会

月　日： 8月 8日（水）

出席者：安江規尉企画部会長ほか 5名

議　題：①「建設技術フェアー 2007」

について　②支部しおりの見直しにつ

いて

■「建設技術フェアー 2007 in中部」事務

局会議に出席

月　日： 8月 20 日（月）

出席者：植村　靖企画部会委員出席

議　題：「建設技術フェアー 2007 in 中

部」の実施について協議

■建設機械施工技術検定実地試験監督者要

領説明会

月　日： 8月 21 日（火）

出席者：実地試験監督者 9名

内　容：検定試験（実地）実施要領・監

督要領について説明及び打合せ

■技術部会

月　日： 8月 22 日（水）

出席者：中西　睦技術部会長ほか 4名

議　題：技術発表会テーマについて検討

■「建設技術フェアー 2007 in中部」幹事

会に出席

月　日： 8月 23 日（木）

出席者：野呂純行委員出席

■ 中 部 支 部

■ 北 陸 支 部

議　題：「建設技術フェアー 2007 in 中

部」の実施について協議

■「最近の建設施工」映画会

月　日： 8月 24 日（金）

内　容：①情報化施工（NSP システム）

（㈱ NIPPO コーポレーション）②業

平橋ポンプ所放流渠工事大深度・急曲

線・急勾配シールドトンネル施工（㈱

奥村組）③世界初 超大口径管推進工

法新港横戸町線 3 ・ 4 工区 下水道施

設移設工事（㈱奥村組）④テール内形

状保持システム「TKS」（佐藤工業㈱）

⑤国宝大崎八幡宮本殿・石の間・拝殿

平成の大修理工事記録（清水建設㈱）

⑥スーパーエコビル ～大成札幌ビル

～（大成建設㈱）⑦土のクリーニング

―土壌・地下水汚染浄化技術―（大成

建設㈱）⑧省力化を実現するYTロッ

ク工法『工具レスで安全！』（伊藤忠

建機㈱）

参加者：約 50 名

■「建設技術展 2007近畿」実行委員会

月　日： 8月 3日（金）

出席者：小段栄一委員長ほか 6名

議　題：「建設技術展 2007 近畿」への出

展について

■建設機械施工技術検定試験（実地）監督

者打合会議

月　日： 8月 17 日（金），31 日（金）

出席者：総括試験監督者ほか 20 名

議　題：①平成 19 年度建設機械施工技

術検定実地試験実施要領について

②採点基準について　③打合せ事項に

ついて

■特別研修「大和路パート 12」

月　日： 8月 27 日（月）

出席者：高野浩二名誉支部長ほか 4名

議　題：特別研修の実施行程について

■リース・レンタル業部会

月　日： 8月 31 日（金）

出席者：伊勢木浩二部会長ほか 9名

議　題：リース・レンタル業部会の今後

の事業企画について

■土のリサイクルセミナー in山陰

月　日： 8月 2日（木）

場　所：テクノアークしまね　大会議室

参加者： 130 名

内　容：①土のリサイクル事例と自走式

土質改良機のしくみ　②施工事例（1）

災害復旧現場（石川県）における地盤

■ 中 国 支 部

■ 関 西 支 部

建設の施工企画　’07. 10104
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改良事例（2）山陰地区における地盤

改良事例　③石灰・セメントの特性と

土質改良効果について　④実演，実機

見学（自走式土質改良機，自走式スク

リーン）

■映写会の開催

月　日： 8月 8日（水）

場　所：サン・イレブン高松

内　容：「情報化施工（NSP システム）」

等 8件を上映

参加者： 39 名

■実地試験監督者会議の開催

月　日： 8月 21 日（火）

場　所：シンボルタワーオフィスサポー

トセンター（高松市）

議　題：①建設機械施工技術検定実地試

験実施要領について　②採点基準につ

いて

■ 四 国 支 部

出席者：宮本正司総括試験監督者ほか9名

■見学会の開催

月　日： 8月 28 日（火）

場　所：大阪市環境局舞洲工場（大阪市

此花区北港）

内　容：焼却施設及び粗大ごみ破砕施設

参加者： 11 名

■第 5回企画委員会

月　日： 8月 21 日（火）

出席者：相川　亮委員長ほか 12 名

議　題：①支部 50 周年記念誌編集につ

いて　②第 2四半期の事業計画につい

て　③環境ｾﾐﾅｰ開催について　④建設

機械施工技術検定試験について

■建設機械施工技術検定実地試験

日　時：平成 19 年 8 月 23 日から 29 日

場　所：福岡県粕屋郡須惠町 コマツ教

習所㈱九州センター

■ 九 州 支 部

受験者： 1 級 159 名　2 級 348 名　計

507 名

■コンサル・積算委員会

月　日：平成 19 年 8 月 3 日（金）

出席者：北御門義廣委員長ほか 5名

議　題：建設環境研修テキスト作成につ

いて（第 1回）

月　日：平成 19 年 8 月 17 日（金）

出席者：北御門義廣委員長ほか 4名

議　題：建設環境研修テキスト作成につ

いて（第 2回）

■ポンプ及び水門ダム機械合同委員会

月　日：平成 19 年 8 月 6 日（月）

出席者：石井 開ポンプ委員長ほか 11 名

議　題：機械設備研修テキスト作成につ

いて（第 1回）

月　日：平成 19 年 8 月 30 日（木）

出席者：石井 開ポンプ委員長ほか 10 名

議　題：機械設備研修テキスト作成につ

いて（第 2回）
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「建設機械施工ハンドブック」改訂 3版
近年，環境問題や構造物の品質確保をはじめとする

様々な社会的問題，並びに IT 技術の進展等を受けて，建
設機械と施工法も研究開発・改良改善が重ねられていま
す。また，騒音振動・排出ガス規制，地球温暖化対策など，
建設機械施工に関連する政策も大きく変化しています。
今回の改訂では，このような最新の技術情報や関連施

策情報を加え，建設機械及び施工技術に係わる幅広い内
容をとりまとめました。

「基礎知識編」
1．概要
2．土木工学一般
3．建設機械一般
4．安全対策・環境保全
5．関係法令
「掘削・運搬・基礎工事機械編」
1．トラクタ系機械
2．ショベル系機械
3．運搬機械
4．基礎工事機械
「整地・締固め・舗装機械編」

1．モータグレーダ
2．締固め機械
3．舗装機械
●A4版／約 900 ページ
●定　価
非 会 員： 6,300 円（本体 6,000 円）
会　　員： 5,300 円（本体 5,048 円）
特別価格： 4,800 円（本体 4,572 円）
【但し特別価格は下記◎の場合】
◎学校教材販売
〔学校等教育機関で 20 冊以上を一括購入申込みされ
る場合〕
※学校及び官公庁関係者は会員扱いとさせて頂きます。
※送料は会員・非会員とも沖縄県以外 700 円，沖縄県
1,050 円
※なお送料について，複数又は他の発刊本と同時申込み
の場合は別途とさせて頂きます。
●発刊　平成 18 年 2 月

社団法人　日本建設機械化協会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8（機械振興会館）

Tel. 03（3433）1501 Fax. 03（3432）0289 http://www.jcmanet.or.jp



新潟県中越沖地震の被災者の方々
にお見舞い申し上げます。また，一
日も早い復興をお祈りいたします。
先日，私の知人が最高学位の「博

士（工学）」を取得しました。今は
学位規則が変更され，「工学博士」
ではないそうです。少し気になり手
元の名刺を調べたところ，最近取得
されたはずなのに，「工学博士」を
使っている方がいました。さらに，
裏面の英語表記も調べてみたとこ
ろ，面白いことを発見しました。英
語表記には，“Dr.Eng.”や“D.Eng.”
等の“Dr.Eng.”系と，“Ph.D.”と
がありました。必ずしも「工学博士」
と“Dr.Eng.”系がペアではなく，
「工学博士」で“Ph.D.”，「博士（工
学）」で“Dr.Eng.”系というパター
ンもありました。
ここで，一つ疑問が生じました。

“ Dr.Eng.” 系 は “ Doctor of
Engineering”の略のようですし，
“Ph.D.”は“Philosophiae Doctor”
（ラテン語）の略で「（医師に対し）
学問上の『ドクター』」という意味
です。どのような使い分けをしてい
るのでしょうか？そして，ネット検
索で見つけたのが，「中央教育審議
会大学院部会（第 24 回）議事録・
配付資料」の「学位に関する参考資
料：諸外国における学位制度につい
て（上級学位：大学院レベル）」（以
下，資料）でした。
この資料によると，日本と同様に

教育課程修了後の博士論文審査で取
得できる学位は，英国では“Ph.D.”
のみで，米国では「学問的学位で
『専攻領域における学識と研究能力
を有することを証明する最高の学

位』の“Ph.D.”」と「職業学位の
“D.Ed.”，“D.Eng.”等」の 2種類で
した。
疑問は，解消されたようです。概

ね，“Ph.D.”は「学問的でかつ最高
の学位」で，“D.Eng.”は「職業学
位」のようです。また，その資料に
は独仏の制度も記載されており，
「同じ『博士』でも，国によって
色々あるんだなぁ」と感心し，酷暑
と戦っていました。
話は変わりますが，本号の「特

集：維持管理・延命」は如何だった
でしょうか？担当の 2名が新人であ
り，委員長をはじめ委員会の皆さん
に色々なアドバイスをいただいて，
やっと形になりました。紙面を借り
て，感謝申し上げます。
以前，「使い捨て○○」という商

品が流行した時期がありましたが，
いつしか姿を消し「○○（詰め替え
用）」が目に留まるようになりまし
た。また，「リサイクル○○」のよ
うな再生品，「☆☆（植物）で作っ
た○○」のような自然循環素材が注
目されてきています。さらに，地球
温暖化対策の排出 CO2 削減で「ク
ールビズ」が定着し，「1 人 1 日
1 kg の CO2 削減」も推進されてい
ます。
一方，本号で取り上げた報文の中

にも「最適な維持管理」や「構造物
の延命化」により「CO2 削減」に貢
献でき，「地球温暖化」に対抗でき
るものも多くあると思います。
また，本号では，大学での研究成

果も紹介できました。「学問の秋」
に「学問の香」が届いたでしょう
か？　最後に，御多用にもかかわら
ず執筆を快諾して頂いた著者の方々
に感謝いたします。 （小沼・a津）
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編 集 後 記

11 月号「情報化・ IT 技術特集」予告
・トータルステーションを用いた出来形管理要領（道路土工）の紹介
・トータルステーションを用いた舗装の出来形管理の効率化
・UCIS（ケーソン無人化据付けシステム）
・ 3次元レーザースキャナーのトンネル施工管理への適用事例
・「コンタクトクレイ吹き付け工法」―着岩材の吹き付け機械化施工について―
・リアルタイムWeb モニタリングシステムによるダム堤体左岸法面の動態監視
・RI 水分計によるフレッシュコンクリートの単位水量変動の連続測定
・携帯電話を使用したコンクリート工事の品質管理
・ 3次元VRシミュレーションを活用した連続立体高架橋の設計・施工
・情報化施工支援機器「AccuGrade」の活用事例

No.692「建 設 の 施 工 企 画」
2007年 10月号

〔定価〕1部 840 円（本体 800 円）

年間購読料 9,000 円

平成 19 年 10 月 20 日印刷
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